
・　 新　　潟　　県

平成26年2月19日

平成２６年度当初予算（案）における主な施策



-1-

当初予算における主な施策

経済・雇用対策に努めるとともに、明日の新潟の飛躍に

つながる取組を進めていきます。

（１）本県の産業構造の転換に向けた取組

事業名・予算額 事業内容

【拡】太陽光発電設備建設事業 固定価格買取制度の導入を踏まえ、太陽光発電

設備を東部産業団地（15メガワット）及び新潟競馬場

跡地（４メガワット）に建設します。

４，６３４百万円（H25：３，８０１百万円） （企業局）

【継】家庭用太陽光発電導入促進事業 家庭用太陽光発電について、積雪対策等、地域

の実情に応じた支援を行うことにより、導入の促進を

図ります。

３５百万円（H25：３５百万円） （産業労働観光部）

【新】県有地を活用した民間事業者による 県有地を活用し、民間事業者による太陽光発電

太陽光発電事業 導入の促進を図ります。

ゼロ予算事業 （産業労働観光部、交通政策局）

【継】農村地域小水力発電等導入促進事業 農業水利施設等を活用した小水力発電等再生可

能エネルギーの導入を促進します。

１９７百万円（H25：２７６百万円） （農地部）

【新】木質バイオマス安定需給推進事業 木質バイオマスの安定供給に向け、早生樹栽培

【再掲】 技術や、木材の効率的な運搬手法の実証等を実施

します。

４百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【新】データセンター向け雪冷熱システム データセンター内にあるコンピュータの放射熱の冷

導入モデル事業 却に雪冷熱エネルギーを活用することで、クリーンで

電力消費が少ない次世代のデータセンターの立地に

向けた適地調査を実施します。

１１百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

１
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事業名・予算額 事業内容

【拡】海洋エネルギー実証事業 粟島沖において潮流発電の実証の取組を支援し

ます。

・H25実証で得られたデータに基づく潮流発電機の改良

・流速・波高など環境データ収集設備の整備

８百万円（H25：４百万円） （産業労働観光部）

【継】海洋エネルギー資源開発促進事業 日本海沖に賦存するメタンハイドレート等の海洋エ

ネルギー資源の開発を促進するため、情報収集や

調査研究を行うとともに、国への提案等を実施しま

す。

５百万円（H25：５百万円） （産業労働観光部）

【継】フロンティア企業支援資金 地球温暖化対策として太陽光発電や地熱発電な

（グリーンニューディール枠） どの新エネルギーや省エネルギー設備を導入する

中小企業に対して資金を融資します。

新規融資枠５億円（H25：５億円） （産業労働観光部）

【拡】小型モビリティ推進事業 小型モビリティの導入実証やシンポジウム等の開

催により、関連産業への県内企業の参入を促進しま

す。

９百万円（H25：４百万円） （産業労働観光部）

【新】次世代自動車産業振興事業 自動車メーカーとの先を見据えた関係構築や自動

車産業の育成を目指し、組織的な取組を推進しま

す。

・県内企業への指導・助言を行うアドバイザーの配置

・セミナーの開催

１０百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

【継】介護ロボット関連産業の創出 介護職員の負担軽減を図る腰補助ロボットの導入

［一部基金］ 実証や開発企業と県内企業のマッチング、関連製品

等の試作開発を支援します。

２６百万円（H25：１０百万円） （産業労働観光部）

【拡】健康ビジネス連峰政策の推進 「健康ビジネスサミットうおぬま会議」等を通じた情

報発信に加え、機能性食品の開発や、独自認証制

度の創設、医療関連産業への新規参入・販路開拓

を支援します。

３９百万円（H25：３０百万円） （産業労働観光部）
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事業名・予算額 事業内容

【新】新たな米産業創出・食品素材化新技 産学官でクラスターを形成し、新たな米産業創出

術開発事業 につながる米の食品素材化技術等の研究開発を推

【再掲】 進します。

・米研究コンソーシアムの設立・運営

・新たな米の食品素材化技術の開発

２３百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【拡】海外市場獲得サポート事業 海外市場の成長を本県企業の需要として取り込

み、県経済の成長力とするため、企業ニーズの高い

海外市場でのマーケティング・販路拡大を総合的に

支援します。

１１２百万円（H25：１００百万円） （産業労働観光部）

【継】航空機産業参入推進事業 今後、成長が期待される航空機産業への県内企

業の参入促進に向けて、航空機用新素材の加工技

術高度化や共同受注に向けた企業間連携に取り組

みます。

２８百万円（H25：２８百万円） （産業労働観光部）

【継】植物工場事業化促進事業 植物工場ビジネスの構築に向け、事業者間のマッ

チング、低コスト化の研究開発を促進します。

１４百万円（H25：１４百万円） （産業労働観光部）

【継】にいがた産業創造機構事業推進費 創業・新分野進出や、マーケティング・取引拡大の

支援、産学連携の推進、県産品の販路拡大・情報発

信等を図るため、(公財)にいがた産業創造機構が行

う取組を支援します。

３０２百万円（H25：２８１百万円） （産業労働観光部）

【継】電気自動車関連産業育成事業 コンバートEV（改造電気自動車）の需要を喚起す

ることにより、県内事業者にEV技術を蓄積し、関連

産業を育成します。

９百万円（H25：９百万円） （産業労働観光部）

【拡】中小企業事業継続マネジメント促進 県内企業と首都圏企業の災害時相互連携支援、

事業 首都圏での危機管理セミナーの開催に加え、新たに

首都圏企業を対象にしたリスク分散促進ツアーを開

催し、首都圏企業のバックアップ機能の誘致に向け

た取組を促進します。

４百万円（H25：４百万円） （産業労働観光部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】外部人材による新ビジネス展開支援 マーケット情報や人的ネットワーク、商品企画等の

事業 マネジメント能力を有する外部人材を活用して新事

業展開・新分野進出に取り組む中小企業者を支援し

ます。

４９百万円（H25：５７百万円） （産業労働観光部）

【新】消費税増税対策設備投資緊急促進事業 消費税増税後の景気の腰折れが懸念されること

［一部２月補正］ から、設備投資を行う企業に対して、マイナス金利に

よる支援を臨時的に実施します。

・新規募集（H25.2月補正5億円、H26当初15億円）

２，０００百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

【継】フロンティア企業支援資金 事業規模拡大、経営効率化、新分野・新事業への

（設備投資促進枠） 進出を目的とした設備を導入するための資金を融資

します。

新規融資枠１５０億円（H25：１００億円） （産業労働観光部）

【継】起業チャレンジ奨励事業 若手起業家等による創業へのチャレンジを奨励す

るため、創業に必要な経費を助成します。

・買物困難地域における買物環境の改善を起業により

図るため、新たに「買物環境改善枠」を設定

５０百万円（H25：５０百万円） （産業労働観光部）

【継】中小企業創業支援資金 新規創業を促進するため、自己資金が不足してい

（チャレンジ枠） る起業家に対して創業期の資金を融資します。

新規融資枠５億円（H25：５億円） （産業労働観光部）

【新】フランチャイズ方式支援事業 フランチャイズ方式の導入又は加盟を目指す者に

対する人材育成講座を開催し、フランチャイズ方式を

活用した起業・創業や多店舗展開を支援します。

５百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

【継】新潟本社のベンチャーキャピタルに 県等が拠出する資金を元に造成したファンドを活

よる新規創業等の推進 用し、新潟を本社とするベンチャーキャピタルの活動

を通じて、新規創業・第２創業を推進します。

ゼロ予算事業 （産業労働観光部）

【継】知的財産の活用・標準化の推進 知的財産の活用による県内企業の海外展開の促

進及び標準化に向けたモデル的な取組による市場

の創造に取り組みます。

・国際特許等出願のモデル支援

・知的財産の活用に関する普及啓発（セミナー開催）

１０百万円（H25：１０百万円） （産業労働観光部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】にいがた発・新たな米文化創造事業 米粉ビジネスモデルの創出に向け大口需要者の

開拓や多様な分野での米粉需要創出の取組を推進

します。

・需要者への情報発信、現地見学会等の開催

・県内学校、一般消費者への米粉普及促進

・米粉ヘルシーメニューの開発、外食チェーンでの提供

１４百万円（H25：１６百万円） （農林水産部）
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（２）地場産業の振興と地域産業の自立・活性化

事業名・予算額 事業内容

【継】地域中核企業国内販路開拓促進事業 地域中小企業への受注拡大の波及を図るため、

地域の中核企業の販路拡大につながる国内見本市

等への出展を支援します。

４４百万円（H25:４４百万円） （産業労働観光部）

【継】地域産業活性化支援事業補助金 展示・販売会の出展など、厳しい経営環境にある

小規模事業者等による需要創出・受注確保に向けた

取組を支援します。

６０百万円（H25:６０百万円） （産業労働観光部）

【継】地場産業環境改善支援事業補助金 技術の継承や流通構造の見直しなど、産地の中・

長期的な課題解決に向けた意欲ある取組を支援し

ます。

２３百万円（H25:２３百万円） （産業労働観光部）

【新】繊維産業外部専門家の活用促進 県内繊維産業の活性化を図るため、外部クリエイ

ターを活用した商品開発等を支援します。

１０百万円（H25:０百万円） （産業労働観光部）

【継】新たな販売チャンネルの獲得による販路 テレビショッピングなど新たな販売チャンネルの獲得

拡大 を促進することにより県内企業の販路を拡大します。

８百万円（H25:７百万円） （産業労働観光部）

【新】北米市場県産品販路開拓事業 ニューヨークに本県物産のPRコーナーを設置し、

【再掲】 県産品の販路開拓を図るとともに本県の魅力を発信

します。

５百万円（H25：０百万円） （知事政策局）

【継】ふるさと越後の家づくり事業 住宅建築時の越後杉使用量に応じた購入費や県

［一部２月補正］ 産瓦の使用に対して支援します。

【再掲】 ・住宅建築支援（10～70万円/棟）

２２０百万円（H25：１３０百万円） （農林水産部）

【継】Made in 新潟 新商品調達制度の推進 新商品開発に積極的に取り組む中小企業者等の

販路開拓を支援するため、県内の中小企業者等が

生産する優れた新商品について、県庁での調達機

会の拡大を図ります。

ゼロ予算事業 （産業労働観光部）
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事業名・予算額 事業内容

【拡】工業技術総合研究所研究開発の促進 県内企業のニーズに対応するため、共同研究を

拡充するとともに、試験機器等を充実します。

４３９百万円（H25：４２６百万円） （産業労働観光部）

【継】セーフティネット資金貸付金 景気悪化や災害等の影響により経営の安定に支

（経営支援枠） 障が生じている中小企業や、売上の減少など業況が

悪化している中小企業に対して資金を融資します。

新規融資枠９４０億円(H25：１,０４０億円) （産業労働観光部）

【継】セーフティネット資金貸付金 連鎖倒産を防止するため、取引先が倒産した中小

（連鎖倒産防止枠） 企業に対して資金を融資します。

新規融資枠２０億円（H25：２０億円） （産業労働観光部）

【新】セーフティネット資金貸付金 消費税増税の影響により経営が悪化している中

（消費税増税対応枠） 小企業に対して資金を融資します。

新規融資枠１００億円（H25：０億円） （産業労働観光部）

【継】事業再生資金 資金繰り円滑化を図るための借換資金（新規も

可）を融資するとともに、中小企業再生支援協議会・

商工調停士等の支援を受けて事業再生に取り組む

ための資金を融資します。

新規融資枠５２０億円（H25：５２０億円） （産業労働観光部）

【拡】原発稼働停止緊急事業継続支援金 柏崎刈羽原発の稼働停止を主たる要因とし、売上

高が大幅に減少している立地地域の事業者に対し、

専門家派遣や固定経費にかかる経費を助成します。

２０１百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

【拡】原発稼働停止緊急利子補給事業 柏崎刈羽原発稼働停止の影響により、売上高等

が減少しており、かつ中越沖地震の際の債務の残債

がある中小企業がセーフティネット資金（経営支援

枠）原発稼働停止要件を利用する場合の支払利息

の一部を助成します。

４８百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

【継】建設業活性化支援事業 本業関連分野を含む新分野進出による経営の多

角化等により、経営基盤の強化に取り組む建設業者

等を支援します。

・新分野進出の立ち上げに必要な経費等を助成

・経営相談等のための専門家の派遣

１８百万円（H25：１８百万円） （土木部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】Made in 新潟 新技術普及・活用制度 県内企業が開発した土木・建築分野の新技術を、

の推進 県工事での活用結果を含め情報提供することにより

活用の促進を図るとともに、新技術の販路開拓を支

援します。

・活用頻度と評価の高い新技術の標準歩掛作成と全国

での普及支援

・新技術説明会等の開催

２１百万円（H25：２２百万円） （土木部）

【継】タウンマネジメント総合支援事業 商店街の活性化に向けて、タウンマネジメント実践

の意欲を有する団体をモデルとして支援します。

・専門家の派遣、機運醸成セミナーの開催等

４百万円（H25：５百万円） （産業労働観光部）

【継】起業チャレンジ奨励事業 若手起業家等による創業へのチャレンジを奨励す

【再掲】 るため、創業に必要な経費を助成します。

・買物困難地域における買物環境の改善を起業により

図るため、新たに「買物環境改善枠」を設定

５０百万円（H25：５０百万円） （産業労働観光部）
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（３）雇用面のセーフティネット対策

事業名・予算額 事業内容

【拡】生活困窮者自立促進支援モデル事業 様々な生活上の困難に直面している就労希望者

等に対し、制度横断的・継続的な支援を行うモデル

事業を拡充して実施します。

１４４百万円（H25：５８百万円） （福祉保健部）

【継】勤労者生活安定資金貸付金 倒産やリストラ等による離職者に対して、緊急に必

要とされる生活費を低利で融資します。

・離職者生活ローン 利率年1.7％固定

新規融資枠２０百万円（H25：２０百万円） （産業労働観光部）

【新】奨学給付金 低所得世帯の高校生等の教育費負担を軽減する

ため、奨学のための給付金を支給します。

１６２百万円（H25：０百万円） （総務管理部、教育委員会）

【拡】私立学校学費軽減補助金 私立高等学校等が行う、学費負担が困難な生徒

の保護者に対する学費軽減事業について、軽減額

を拡充します。

１８２百万円（H25：２０９百万円） （総務管理部）

【拡】看護職員就業支援等の取組 看護職員の需要増加に対応するため、Ｕターン就

業の促進や離職防止など、就業支援の取組等を進

めます。

・ナースバンク事業

・新人看護職員の早期離職防止のための研修事業

・病院合同説明会、個別相談会の開催

・インターンシップに取り組む病院を支援

１２１百万円（H25：１０９百万円） （福祉保健部）

【拡】看護職員再就業支援強化事業 未就業有資格者に対する再就業支援講習会や相

談会を拡充して行います。

７百万円（H25：６百万円） （福祉保健部）

【新】病院内保育所施設整備費補助金 病院等が行う院内保育所の施設整備に対し補助

します。

１５百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）
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事業名・予算額 事業内容

【拡】看護職員養成推進の取組 看護職員養成施設の新設･定員増に向け､看護教

員の養成支援や実習先の確保、調査・検討等を実

施します。

２百万円（H25：１百万円） （福祉保健部）

【拡】看護学生修学資金貸付金 県内看護系大学大学院修士課程在学者を貸与対

（臨時貸与) 象者に追加し、看護学生修学資金の貸与を拡充しま

す。

１６２百万円（H25：１４５百万円） （福祉保健部）

【新】医療従事者育成推進事業 県立高校における看護科の設置に係る調査・研究

を行います。

１百万円（H25：０百万円） （教育委員会）

【新】県立小出高等学校に「医療専攻」を 小出高等学校の普通科に看護師等医療業務に従

設置 事する人材を育成する「医療専攻」を設置します。

（教育委員会）

【新】県立病院附属看護職員養成施設の 県立病院附属看護職員養成施設の設置に向けた

設置検討 調査・検討を行います。

１百万円（H25：０百万円） （病院局）

【継】福祉・介護人材就業支援等の取組 学生及び潜在的介護福祉士等を対象に、再就職に

向けた研修、職場体験や、現任職員のキャリアアッ

プの取組を支援します。

７６百万円（H25：８４百万円） （福祉保健部）

【新】中山間地域新規就農者チャレンジ支 中山間地域において、新規就農者の企画販売力

援事業 を強化する農業法人を新たに支援します。

・新たな経営発展活動に係る初度経費を支援

４百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【拡】青年就農支援事業 青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るた

め、就農前後の青年就農者に対し、給付金を交付し

ます。

・就農前の研修期間の所得を確保する給付金の交付

・経営が不安定な就農直後の所得を確保する給付金の交付

８８９百万円（H25：６８９百万円） （農林水産部）
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事業名・予算額 事業内容

【拡】にいがたフォレスト・ワーク支援事業 林業技術者等の養成や、林業就業を目指す若者

等へ給付金を交付します。

・基幹林業技術者研修の開催

・林業就業を目指す若者への給付金の交付

２４百万円（H25：１７百万円） （農林水産部）

【継】離職者等再就職訓練事業 若年層や中高年層の離職者等の就職を促進する

【継】若年者職業能力開発事業 ため、テクノスクールや民間教育機関等を活用した

【拡】障害者雇用促進能力開発事業 公共職業訓練を実施します。

・障害者訓練コースの拡充

１，４５１百万円（H25：１，４４３百万円） （産業労働観光部）

【継】 国からの交付金を受けて造成した基金を活用し、

新潟県緊急雇用創出事業臨時特例基金 多様な人づくりによる雇用拡大や地域に根ざした起

事業 業家への支援により雇用・就業機会を創出します。

新潟県緊急雇用創出事業臨時特例基金

事業補助金

３，６５６百万円（H25：５，２８２百万円） （産業労働観光部）
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（４）魅力ある農林水産業と農山漁村の実現

事業名・予算額 事業内容

【新】水稲晩生新品種戦略策定 水稲晩生新品種の生産・販売にかかる戦略を策

定します。

・奨励品種決定調査

・生産・販売戦略策定

３２百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【新】新たな米産業創出・食品素材化新技 産学官でクラスターを形成し、新たな米産業創出

術開発事業 につながる米の食品素材化技術等の研究開発を推

進します。

・米研究コンソーシアムの設立・運営

・新たな米の食品素材化技術の開発

２３百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【拡】新潟米ブランド力強化対策事業 食味・品質確保のための区分集荷・区分販売等の

取組や「新潟米」の評価向上につながる取組を支援

します。

・地域の特色を活かした産米評価向上の取組を支援

１８百万円（H25：１４百万円） （農林水産部）

【継】新潟米消費拡大事業 県産米の消費拡大を図るとともに新潟米の信頼を

確保するため、首都圏をはじめ全国各地での県産コ

シヒカリのDNA検査を実施します。

・DNA検査：首都圏・関西圏、インターネット

２３百万円（H25：２３百万円） （県民生活・環境部、農林水産部）

【拡】中山間地域新規就農者確保モデル 国の新たな制度を踏まえ、中山間地における新規

等の取組 就農者雇用に対する所得保障に加え、耕作放棄地

等の再生も含めた非主食用米への誘導効果を検証

します。

・中山間地域新規就農者確保モデル（７地区）

・国の新たな制度の効果検証調査

２４百万円（H25：２３百万円） （農林水産部）

【新】非主食用米地域流通支援事業 加工用米の県内食品産業等へ安定供給体制の構

築や非主食用米の多収性品種の導入を支援しま

す。

・多収性品種の展示ほの設置や技術指導

・多収性品種の種子生産支援

・加工用米の複数年契約の推進

９５百万円（H25：０百万円） （農林水産部）
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事業名・予算額 事業内容

【新】米粉競争力強化検討事業 米粉の価格競争力向上のため、製造コスト低減に

向けた検討会を実施します。

１百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【新】米粉ニュービジネス創出事業 米粉を使用したヘルシーメニューを開発し、外食チ

ェーン等で提供することにより、米粉の普及拡大を推

進します。

５百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【新】農地中間管理機構関連事業 農地中間管理機構の整備により担い手への農地

集積・集約を加速化します。

・農地中間管理機構の設置・運営に係る経費

・農地の出し手等に対する協力金の交付

１，７５０百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【新】経営体発展戦略実践支援事業 経営部門の専任者育成や部門導入・拡大のリスク

回避など農業法人の経営戦略の企画・実践による経

営発展に向けた取組を支援します。

・組織経営体（５法人）

８百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【新】施設園芸次世代モデル創出事業 新たな多収穫技術や生育環境制御システムを取

り入れた高収益施設園芸モデル経営の創出を支援

します。

・多収穫技術を取り入れた施設園芸モデル創出を支援

・複合環境制御による多収穫栽培プログラムを開発

４２百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【拡】加工・業務用原料県内流通実証事業 県内実需者と産地とのマッチングや新たな契約取

引の実証試験を支援します。

・マッチングセミナー、産地見学会等の開催

・加工・業務用農産物の新たな契約取引の実証支援

３百万円（H25：３百万円） （農林水産部）

【拡】食のにいがたブランド推進事業 首都圏における県産品販売のネットワーク強化・

活用に加え、産地とコンビニエンスストアとのマッチン

グを支援します。

・パートナーショップと連携した情報発信、販売促進等

・コンビニエンスストアと産地とのマッチング

２８百万円（H25：２２百万円） （農林水産部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】「にいがた和牛」グレードアップ事業 首都圏に通用するブランドを確立するため、「にい

がた和牛」の生産拡大と品質向上を支援します。

・素牛導入経費の支援（５万円/頭）

・飼養管理技術など品質向上を目指す取組を支援

８百万円（H25：８百万円） （農林水産部）

【新】酪農生産基盤強化対策事業 酪農後継者の育成と高能力牛の導入、後継牛の

確保、改良等による生産性向上の取組を支援しま

す。

・酪農ヘルパー組合による後継者育成の取組を支援

・優良乳用牛の導入経費を支援（５万円/頭）

１６百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【継】６次産業化の推進 ６次産業化を推進するネットワークを構築し、商品

開発や販路拡大、食品製造業者が産地と連携した

商品開発等を支援します。

・食品製造業者と産地が連携した商品開発等を支援

・農業関連交流ビジネスの創造の取組を支援

・ネットワーク構築による商品開発等を支援

２２百万円（H25：１３百万円） （農林水産部）

【新】にいがた夢農業・人づくり事業 農業教育環境の充実を図り、県農業の未来を担う

新規就農者を確保・育成します。

・学生を対象とした経営教育の強化

・農業系学校間の連携強化

８百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【拡】農業総合研究所研究開発の促進 多様なニーズに対応するため、共同研究等を充実

するとともに、研究機器材の整備を強化します。

５７５百万円（H25：５４２百万円） （農林水産部）

【新】中山間地域新規就農者チャレンジ支 中山間地域において、新規就農者の企画販売力

援事業 を強化する農業法人を新たに支援します。

【再掲】 ・新たな経営発展活動に係る初度経費を支援

４百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【拡】青年就農支援事業 青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るた

【再掲】 め、就農前後の青年就農者に対し、給付金を交付し

ます。

・就農前の研修期間の所得を確保する給付金の交付

・経営が不安定な就農直後の所得を確保する給付金の

交付

８８９百万円（H25：６８９百万円） （農林水産部）
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事業名・予算額 事業内容

【新】陸上養殖研究促進事業 陸上養殖の研究体制を強化します。

１百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【継】新資源管理制度導入推進事業 えびかご漁における新たな資源管理（ＩＱ：個別漁

獲割当）による効果をモデル事業により検証します。

・えびかごの網目拡大、実証管理（佐渡市赤泊地区）

・漁具改良支援

７百万円（H25：７百万円） （農林水産部）

【拡】にいがたフォレスト・ワーク支援事業 林業技術者等の養成や、林業就業を目指す若者

【再掲】 等へ給付金を交付します。

・基幹林業技術者研修の開催

・林業就業を目指す若者への給付金の交付

２４百万円（H25：１７百万円） （農林水産部）

【継】ふるさと越後の家づくり事業 住宅建築時の越後杉使用量に応じた購入費や県

［一部２月補正］ 産瓦の使用に対して支援します。

・住宅建築支援（10～70万円/棟）

２２０百万円（H25：１３０百万円） （農林水産部）

【新】木質バイオマス安定需給推進事業 木質バイオマスの安定供給に向け、早生樹栽培

技術や、木材の効率的な運搬手法の実証等を実施

します。

４百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【継】グリーン・ツーリズム推進強化費 交流人口の一層の拡大を図るため、小中学校の

教育旅行の受入拡大や新潟らしい滞在型体験メニュ

ーの開発等を支援します。

・「新潟らしく」アピールできる体験メニューの開発支援

・農家民泊受入リスクマネジメント研修会の開催

１７百万円（H25：１９百万円） （農林水産部）

【継】中山間地域等直接支払交付金 中山間地域等の耕作放棄地の発生防止や多面的

機能の確保のため、農業生産活動の継続とあわせ

広域連携の取組を支援します。

・農業者等への直接支払い

・広域連携による所得確保の取組を支援（補助率1/2)

２，４１７百万円（H25：２，４０３百万円） （農林水産部）

【新】多面的機能支払交付金 農業の多面的機能の維持・発揮のため、農業者

等が共同で行う、水路・農道等の日常的な保全活動

や、施設の長寿命化のための取組を支援します。

１，５８６百万円（H25：０百万円） （農地部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】基幹水利施設ストックマネジメント事業 国・県営土地改良事業により造成された基幹水利

施設について、既存施設の有効利用を図るため機

能保全計画策定と、これに基づく補修・補強・更新を

実施します。

・保全対策工事

・機能保全計画策定

９２５百万円（H25：５４６百万円） （農地部）

【拡】震災対策農業水利施設点検・調査 農業水施設等の耐震性点検・調査について対象

計画事業 を拡大して実施するとともに、市町村に対しハザード

【再掲】 マップ作成経費を支援します。

６０１百万円（H25：０百万円） （農地部）
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（５）北東アジア交流の推進と拠点性の向上

事業名・予算額 事業内容

【拡】新潟空港からの海外旅立ち推進事業 新潟空港を利用した海外研修旅行等に参加する

学生等に対する、パスポート取得助成を拡充します。

・概ね５人（H25は10人）以上の学生等が参加する海外

旅行が対象

２８百万円（H25：２８百万円） （交通政策局）

【継】新潟空港路線利便性向上事業 新規路線の開設や既存路線の増便等に向けた誘

致活動に加え、国際定期路線の新規就航又はロシ

ア線などの増便を支援します。

２９百万円（H25：３３百万円） （交通政策局）

【継】ハルビン線を活用した交流事業 ハルビン線を活用した中国東北部との交流の取

組を推進します。

１６百万円（H25：１６百万円） （交通政策局）

【拡】新潟空港の利用促進 新潟空港発着の定期路線（国内線、国際線）の利

便性向上による空港の利用促進に向け、海外修学

旅行等の促進などの取組を拡充します。

７１百万円（H25：６２百万円） （交通政策局）

【継】新潟空港へのアクセス向上 空港リムジンバスの運行や、上越からの乗合タク

シーの活用による更なる空港へのアクセス向上のた

めの取組を推進します。

７０百万円（H25：７８百万円） （交通政策局）

【新】えちごトキめき鉄道新駅整備調査補 新駅候補地について、より詳細な需要予測や、実

助金 現可能性及び優先度の評価等を行います。

【再掲】

８百万円（H25：０百万円） （交通政策局）

【拡】新幹線活用地域活性化事業 ２つの新幹線の交通ネットワークを活かした地域

の活性化を図るため、官民あげた取組を推進しま

す。

４百万円（H25：３百万円） （交通政策局）

【新】北陸新幹線・並行在来線開業記念 北陸新幹線・並行在来線の開業を記念して開催す

祝賀事業 る開業式・祝賀会により、情報発信や、開業機運の

更なる醸成を図ります。

６百万円（H25：０百万円） （交通政策局）



-18-

事業名・予算額 事業内容

【拡】県内港コンテナ貨物利用拡大支援事業 航路の充実に向け、船社に対する支援対象航路

を拡充するほか、利用貨物の増加のための支援を

行います。

・対象航路を拡充し、航路の開設･改編を行う船社に入

港料、岸壁使用料、ガントリークレーン使用料を支援

・コンテナ増加量に応じた荷主への支援

・大口荷主を開拓する陸運と海運業者の協同した取組

に対しオークション形式の助成

１８０百万円（H25：１８０百万円） （交通政策局）

【拡】日本海横断航路支援事業 民間及び行政の出資により、運航管理会社を設

立して船舶を確保し、安定運航に向け、更なる集荷

促進に向けた取組を実施します。

２０６百万円（H25：８３百万円） （交通政策局）

【新】旅客船誘致推進事業 クルーズ船誘致に向けた情報収集活動や、歓迎

【再掲】 行事の開催等による受入体制の整備を行います。

２百万円（H25：０百万円） （交通政策局）

【新】朱鷺メッセ連絡デッキ落下事故復旧 朱鷺メッセ利用者の利便性向上を目的に、平成15

対策費 年８月に落下した連絡デッキの復旧を行います。

【再掲】

６７百万円（H25：０百万円） （交通政策局）

【継】小木直江津航路利用促進緊急対策 小木直江津航路の利用活性化を図るため、エー

事業 ジェント等を通じ各種誘客に向けた取組を進めます。

４１百万円（H25：４８百万円） （交通政策局）

【新】小木直江津航路運航支援事業補助金 小木直江津航路の運航を確保し、佐渡地域の振

【再掲】 興及び島民の民生安定と向上を図るため、佐渡汽

船の航路損益の赤字に対して補助します。

１３２百万円（H25：０百万円） （交通政策局）

【継】粟島航路利用促進事業 粟島航路を安定的に維持するため、利用促進の

取組を推進します。

５百万円（H25：５百万円） （交通政策局）

【継】新潟－佐渡航空路の維持活性化 離島航空路の維持確保を支援するとともに、利用

促進のための取組を推進します。

３８百万円（H25：３８百万円） （交通政策局）
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事業名・予算額 事業内容

【拡】北東アジア交流戦略事業 対岸との商流確立と拡大に向けた取組を展開しま

す。

・ロシアでの県産品PRコーナー運営、新規ビジネス開拓

に向けた取組

・中国での物産展開催、ネットショップ新潟館の運営

・韓国での県産品PRコーナー運営 等

４３百万円（H25：４３百万円） （知事政策局）

【拡】東南アジアビジネス等推進事業 東南アジア等へのビジネスチャンス創出に向けた

取組を展開します。

・東南アジアでのPRコーナー設置の検討

・ベトナム等へのミッション派遣 等

９百万円（H25：９百万円） （知事政策局）

【拡】日本海横断パイプライン構想調査研究 日本海横断パイプライン構想の議論をより深める

ため、産業界からの協力を得ながら事業性に関する

調査研究を実施します。

４百万円（H25：２百万円） （知事政策局）

【新】国際エネルギービジネス展開支援事業 エネルギー分野におけるロシアでの新規ビジネス

案件の開拓に向けた県内企業の活動を支援します。

・県内企業によるビジネスプレゼンテーションの開催 等

２百万円（H25：０百万円） （知事政策局）

【継】日露エネルギー・環境対話イン新潟 日本とロシアとのエネルギー・環境協力の促進を

の開催 目指し、両国の官民専門家による会議を本県で開催

します。

２百万円（H25：２百万円） （知事政策局）

【拡】中国環境ビジネス支援事業 中国の環境汚染問題に対して環境ビジネスに取り

組む県内企業のプロモーション活動を支援します。

・県内企業の国際見本市への出展支援を拡充

３百万円（H25：３百万円） （知事政策局）

【継】日中交流推進事業 本県及び中国のマスコミ交流など中国との交流を

を推進します。

１１百万円（H25：１５百万円） （知事政策局）

【継】環日本海経済研究所の活動支援 北東アジア交流圏における本県の拠点性向上を

図るため、環日本海経済研究所の調査研究活動を

支援します。

１１７百万円（H25：１３６百万円） （知事政策局）
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事業名・予算額 事業内容

【新】北米市場県産品販路開拓事業 ニューヨークに本県物産のPRコーナーを設置し、

県産品の販路開拓を図るとともに本県の魅力を発信

します。

５百万円（H25：０百万円） （知事政策局）

【拡】外国人観光客誘致に向けた取組 メディアを活用した集中的なPR展開など外客誘致

【再掲】 の取組を実施します。特に、成長著しい東南アジア

や本県への来客数が多い韓国、台湾及び中国等に

ついて重点的に実施します。

・ＴＶ・新聞・Webなどメディアを活用した広報宣伝活動

・エージェントへのセールス活動及び観光展出展

９０百万円（H25：８１百万円） （産業労働観光部）
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当初予算における主な施策

教育環境の整備など、選ばれる新潟県づくりを進め、

人口の自然減・社会減に対応していきます。

（１）安心して子どもを生み育てる環境整備（医療・保育の充実など）

事業名・予算額 事業内容

【新】少子化対策モデル事業検討費 少子化対策の有効な手法をモデル的に実施する

ための制度を検討します。

２百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）

【拡】保育所等設置補助金 安心こども基金を活用し、社会福祉法人等が設置

する保育所等の施設整備に対し支援します。

１，８８７百万円（H25：１，６４９百万円） （福祉保健部）

【拡】未満児保育事業 ２歳未満児に対する保育士の加配人件費につい

て、対象となる施設数及び保育士数を拡充し支援し

ます。

５９９百万円（H25：５１２百万円） （福祉保健部）

【拡】県単障害児保育事業 発達の遅れ等により、保育に配慮を要する子に対

し保育士を加配する場合の支援を拡充します。

３４百万円（H25：１９百万円） （福祉保健部）

【新】病児・病後児保育開設支援事業 病児・病後児保育を新たに開設する場合に、運営

における収支不足額を支援することにより、病児・病

後児保育施設の設置を促進します。

１１百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）

【継】病児・病後児保育施設の設置・運営 病児・病後児保育施設の整備や運営に対し支援し

支援 ます。

１９４百万円（H25：１３３百万円） （福祉保健部）

【拡】認定こども園整備事業補助金 安心こども基金を活用し、学校法人等が設置する

認定こども園（幼稚園等）の施設整備、耐震化に対し

補助します。

３６８百万円（H25：３１０百万円） （総務管理部）

２
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事業名・予算額 事業内容

【継】市町村児童環境づくり基盤整備事業 児童の健全育成を図るため、放課後等に子どもが

安心して活動できる場を提供する放課後児童クラブ

に対し支援します。

５４４百万円（H25：５３７百万円） （福祉保健部）

【拡】子ども医療費助成事業 市町村が行う子どもの医療費助成に対する支援

を拡充します。

《拡充内容》

・市町村が１子・２子世帯の子ども医療費について、新

たに助成対象年齢を拡充する場合、その費用の一部

を支援

１，１９９百万円（H25：１，１４７百万円） （福祉保健部）

【拡】不妊治療費助成事業（県単分） 不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、不妊

治療に要する費用助成への上乗せ助成および所得

制限対象者への助成を実施します。

・１年目の助成額を５万円(最大)上乗せ

（年３回までを年６回までに拡充）

・所得制限対象者への助成(助成額１/2、上限7.5万円)

６５百万円（H25：５０百万円） （福祉保健部）

【新】風しん予防接種緊急対策 先天性風しん症候群の発生を防止するため、抗体

検査を実施するとともに、予防接種の費用を支援し

ます。

２３百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）

【継】周産期医療対策事業 妊産婦や新生児に高度医療を提供する総合的な

医療体制を整備します。

・周産期母子医療センターの運営費、整備費に対する

補助

・NICUコーディネーターの配置

１４３百万円（H25：１３５百万円） （福祉保健部）

【継】小児救急医療支援事業 休日・夜間の小児救急診療体制を確保するため、

病院群輪番制に参加する病院を支援します。

８百万円（H25：８百万円） （福祉保健部）

【拡】いじめ・不登校・暴力行為等の解消 「いじめ見逃しゼロ県民運動」の展開、総合支援チ

及び未然防止の取組 ームによる集中指導、カウンセラーの配置などを行う

ほか、ネットいじめへの対応を強化します。

１７９百万円（H25：１７８百万円） （教育委員会）
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事業名・予算額 事業内容

【新】土曜日の教育支援活動モデル事業 地域の社会資源を活用した土曜日の体系的・継

続的な教育支援体制の構築を支援し、土曜日ならで

はの教育活動を実践します。

１百万円（H25：０百万円） （教育委員会）

【継】私立幼稚園子育て支援推進事業 子育て相談・講演会、未就園児の親子登園などを

行う幼稚園に対して、事業実施に要する経費を助成

します。

２９百万円（H25：２９百万円） （総務管理部）

【新】私立幼稚園等緊急環境整備事業 安心こども基金を活用し、学校法人等が設置する

幼稚園、認定こども園の、幼児教育の質向上に向け

た遊具等の環境整備に対し補助します。

２０百万円（H25：０百万円） （総務管理部）

【継】新潟県人口問題対策会議の開催 外部有識者を含めた人口問題対策会議を開催

し、人口減対策について検討します。

４百万円（H25：１百万円） （県民生活・環境部）

【継】“企業と女性”やる気応援事業 企業等における男女共同参画を進めるため、ハッ

ピー・パートナー企業登録を推進するなど、企業等の

取組を支援します。

５百万円（H25：４百万円） （県民生活・環境部）

【継】ワーク・ライフ・バランス推進企業応 ワーク・ライフ・バランスを推進するため、労働時間

援事業 の短縮や休暇取得等に向けた県内事業所のモデル

的な取組を支援します。

・取組企業への専門家の派遣

・企業における推進リーダーの養成講座を開設

２百万円（H25：２百万円） （産業労働観光部）

【拡】子ども安全ネットワーク構築事業 学校内や登下校中などにおける子どもの安全を

確保するため、スクールサポーターを増員します。

１９百万円（H25：１４百万円） （警察本部）

【新】地域少子化対策強化推進事業 結婚・妊娠・出産・育児の「切れ目ない支援」を実

施し、少子化対策を強化します。

３０百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）

【新】地域少子化対策強化補助事業 結婚・妊娠・出産・育児の「切れ目ない支援」を実

施する市町村の少子化対策強化の取組を支援しま

す。

１１６百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】ひきこもり地域支援センター事業 相談体制の整備等により、ひきこもり本人や家族

等を支援し、ひきこもり本人の自立を促進します。

２百万円（H25：２百万円） （福祉保健部）

【継】庁内託児所の運営 事業所内託児所の普及に向け、南魚沼地域振興

局に設置した庁内託児所の一般の方への利用拡大

のため、保育料を引下げ改定します。

１２百万円（H25：１１百万円） （総務管理部）



-25-

（２）住みやすいふるさとづくりと暮らしやすさの発信

事業名・予算額 事業内容

【拡】定住促進（リブ・インにいがた）対策 Ｕ・Iターン就職の促進に向け、就職ガイダンスの

事業 開催や首都圏での情報発信の強化に取り組みま

［一部基金］ す。

【再掲】 ・大学１～３年の学生と県内企業の交流機会を拡大

・首都圏学生向け県内企業の情報発信を強化

３５百万円（H25：２７百万円） （産業労働観光部）

【拡】住みたい新潟・若者情報サポート事業 若者のＵターン意識を醸成するため、情報誌やポ

ータルサイトにより、新潟の暮らしの魅力や就業情報

等を発信します。

・高校３年生の保護者等への働きかけを強化

・全国のU・Iターンサイトにバナー広告を掲出

９百万円（H25：６百万円） （県民生活・環境部）

【新】中山間地域新規就農者チャレンジ支 中山間地域において、新規就農者の企画販売力

援事業 を強化する農業法人を新たに支援します。

【再掲】 ・新たな経営発展活動に係る初度経費を支援

４百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【拡】青年就農支援事業 青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るた

【再掲】 め、就農前後の就農青年者に対し、給付金を交付し

ます。

・就農前の研修期間の所得を確保する給付金の交付

・経営が不安定な就農直後の所得を確保する給付金の

交付

８８９百万円（H25：６８９百万円） （農林水産部）

【拡】ふるさと新潟交流促進事業 県外からの交流・定住を促進するため、市町村や

関係団体とのネットワーク等を活用し、移住者の受

入態勢づくりに関する取組を実施するとともに、首都

圏等における情報発信等を強化します。

・移住希望者の年齢・ライフスタイルなどに応じた媒体で

のPR強化 等

９百万円（H25：９百万円） （総務管理部）
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事業名・予算額 事業内容

【拡】にいがた暮らし情報発信事業 新潟への交流・定住を促進するため、首都圏在住

者等に対して、新潟の魅力・暮らしやすさなど、健康

的で豊かな「にいがた暮らし」の情報を発信します。

・首都圏における交流・定住相談窓口の運営、新たな情

報発信ブースの設置

・セミナー等の開催、専門誌への広告掲載 等

８百万円（H25：８百万円） （総務管理部）

【拡】にいがたで「暮らす・働く」応援プロジ 県外の若者等を対象に、新潟暮らし体験（インター

ェクト事業 ンシップ）による移住対策を行う市町村を支援する

他、定住促進に向けた起業研修を実施します。

５百万円（H25：４百万円） （県民生活・環境部）

【継】地域による除排雪活動等への支援 除雪ボランティアとの協働、コミュニティによる除排

雪活動等や創意工夫による自立した地域づくりを行

う市町村等に対して助成します。

６６百万円（H25：６６百万円） （総務管理部）

【継】並行在来線対策費 ＪＲからの経営分離に伴い、運営会社に対する初

期投資や、魅力向上に資する投資に対して補助を行

うとともに、利用促進に向けた取組を推進します。

５，７０８百万円（H25：６，４０７百万円） （交通政策局）

【新】えちごトキめき鉄道新駅整備調査補 新駅候補地について、より詳細な需要予測や、実

助金 現可能性及び優先度の評価等を行います。

８百万円（H25：０百万円） （交通政策局）

【新】小木直江津航路運航支援事業補助金 小木直江津航路の運航を確保し、佐渡地域の振

興及び島民の民生安定と向上を図るため、佐渡汽

船の航路損益の赤字に対して補助します。

１３２百万円（H25：０百万円） （交通政策局）

【新】新潟で夢をかなえるキャリア教育推 地域と連携したキャリア教育を推進し、若者の流

進事業 出防止やUターンの促進等を図ります。

【再掲】

１０百万円（H25：０百万円） （教育委員会）

【新】県内就職につながる学びの場づくり 県内大学生等の県内企業等への就職促進に向

支援モデル事業 け、本県の産業や企業等の魅力に対する理解を深

【再掲】 めるための機会の充実を図ります。

８百万円（H25：０百万円） （総務管理部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】「心の絆でつながった交流」拡大事業 災害時に安心して来ていただける関係を築くため

首都圏自治体、NPO団体等との交流を拡大します。

・首都圏団体との交流会の開催

・首都圏団体、企業等へのPR活動等

・都市住民との交流に取組む県内団体への支援

５百万円（H25：５百万円） （農林水産部）
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（３）観光、スポーツ、文化等を通じた交流の拡大

事業名・予算額 事業内容

【新】関西情報発信拠点の設置 北陸新幹線開業を見据え、関西圏における本県

物産・観光の情報発信拠点の整備・運営を実施しま

す。

３８百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

【新】関西圏戦略的情報発信事業 関西圏と本県の交流人口拡大に向け、広範なプロ

モーション活動を展開し、本県物産・観光情報を発信

します。

１２百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

【新】北陸新幹線沿線地域観光促進事業 北陸新幹線開業に伴う沿線地域の観光誘客を促

進するため、春日山やジオパークなどの観光資源を

活用した受入企画の充実や受入体制の整備等を支

援します。

６百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

【新】新しい観光コンテンツづくりの推進 アクティビティなどを活用した着地型観光や和食な

ど新たなコンテンツの開発や情報発信を総合的に支

援します。

１１百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

【継】首都圏情報発信調整費 首都圏等において、物産や観光などの新潟の魅

力をさまざまな媒体や機会を活用して効果的に情報

発信します。

４３百万円（H25：４３百万円） （知事政策局）

【継】グリーン・ツーリズム推進強化費 交流人口の一層の拡大を図るため、小中学校の

【再掲】 教育旅行の受入拡大や新潟らしい滞在型体験メニュ

ーの開発等を支援します。

・「新潟らしく」アピールできる体験メニューの開発支援

・農家民泊受入リスクマネジメント研修会の開催

１７百万円（H25：１９百万円） （農林水産部）

【拡】観光関連施設情報環境整備促進事業 本県への誘客及び観光客の満足度向上を図るた

め、観光案内所及び宿泊施設等へのWi-Fiスポット

の整備に加え、Bluetooth等の整備を促進します。

１６百万円（H25：１５百万円） （産業労働観光部）

【継】ご当地グルメイベント開催費補助金 ご当地グルメを活用した食のイベント「国際ご当地

グルメグランプリ」の開催を通じ、新潟の食の魅力を

県内外に発信します。

６百万円（H25：６百万円） （産業労働観光部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】東京観光センター事業 表参道・新潟館ネスパス２階の東京観光センター

において、新潟向け旅行商品の販売及び観光案内

を実施します。

１３百万円（H25：１３百万円） （産業労働観光部）

【継】大阪観光センター事業 平成26年春に開催されるデスティネーションキャン

ペーンや平成26年度末の北陸新幹線の開業を見据

え、関西から本県への誘客を促進します。

１０百万円（H25：１０百万円） （産業労働観光部）

【継】「うまさぎっしり新潟」観光推進協議 平成26年春に開催されるデスティネーションキャンペ

会事業 ーン関連の取組を官民一体となって実施します。

［基金事業］

〔基金〕１８百万円（H25：１１３百万円） （産業労働観光部）

【新】旅客船誘致推進事業 クルーズ船誘致に向けた情報収集活動や、歓迎

行事の開催等による受入体制の整備を行います。

２百万円（H25：０百万円） （交通政策局）

【継】小木直江津航路利用促進緊急対策 小木直江津航路の利用活性化を図るため、エー

事業 ジェント等を通じ各種誘客に向けた取組を進めます。

【再掲】

４１百万円（H25：４８百万円） （交通政策局）

【継】子どもスキー天国推進事業 県内外の子どもを対象としたスキーのモニターツ

アーを実施し、顧客の開拓とスキー場の受入体制の

整備を図ります。

８百万円（H25：８百万円） （産業労働観光部）

【拡】外国人観光客誘致に向けた取組 メディアを活用した集中的なPR展開など外客誘致

の取組を実施します。特に、成長著しい東南アジア

や本県への来客数が多い韓国、台湾及び中国等に

ついて重点的に実施します。

・ＴＶ・新聞・Webなどメディアを活用した広報宣伝活動

・エージェントへのセールス活動及び観光展出展

９０百万円（H25：８１百万円） （産業労働観光部）

【新】朱鷺メッセ連絡デッキ落下事故復旧 朱鷺メッセ利用者の利便性向上を目的に、平成15

対策費 年８月に落下した連絡デッキの復旧を行います。

６７百万円（H25：０百万円） （交通政策局）
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事業名・予算額 事業内容

【継】競技水準向上対策 将来にわたってのスポーツ競技力の向上等を図る

ため、スポーツドクターやコーチ派遣等による選手強

化を行います。

１０３百万円（H25：１１２百万円） （教育委員会）

【継】新潟スーパージュニア育成事業 競技団体が主体となったジュニア選手の育成を進

めます。

１１５百万円（H25：１１８百万円） （教育委員会）

【継】新潟から世界へ夢プロジェクト事業 世界の舞台で活躍できる選手を育成するため、競

技団体等が実施する総合的なサポートを支援しま

す。

１０百万円（H25：１０百万円） （教育委員会）

【新】オリンピック選手育成事業 本県からオリンピックに出場し活躍できる選手の

輩出に向け、選手の育成等を強化します。

２７百万円（H25：０百万円） （教育委員会）

【新】競技力向上・選手育成基金の設置 競技水準の向上を図るとともに、国際競技大会等

を目指す優秀なスポーツ選手を育成するため、基金

を設置します。

１００百万円（H25：０百万円） （教育委員会）

【継】地域密着型スポーツ支援事業 スポーツの振興及び地域活性化に大きく貢献して

いる地域密着型プロスポーツの活動を支援します。

１７百万円（H25：１７百万円） （県民生活・環境部）

【継】県民スポーツ推進費 大規模なスポーツイベントやスポーツ合宿の招致

活動を推進するとともに、プロ選手との交流イベント

開催等を通じスポーツ人口の拡大に取り組みます。

１７百万円（H25：２０百万円） （県民生活・環境部）

【新】スポーツライフ体験教室開催事業 スポーツに親しみがない県民に対し、身近な場所

で手軽にできるスポーツや運動を体験できる機会を

提供します。

２百万円（H25：０百万円） （県民生活・環境部）

【拡】県立武道館基本計画策定費 県立武道館の整備に向けて、基本計画の策定を

行います。

９百万円（H25：４百万円） （教育委員会）
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事業名・予算額 事業内容

【継】佐渡金銀山世界遺産登録推進 登録推薦書案の作成や登録推進県民会議の運

営、佐渡市が行う文化財調査・整備等の支援を行い

ます。

１０１百万円（H25：１１７百万円） （教育委員会）

【継】地域文化創造・発信事業 ポータルサイト「新潟文化物語」を活用して、新潟

文化の魅力を県内外へ発信します。

３百万円（H25：３百万円） （県民生活・環境部）

【継】県立美術館企画展 近代美術館及び万代島美術館において、マスコミ

等とも連携し、企画展を開催します。

・近代美術館 「法隆寺展」ほか４展

・万代島美術館「国立国際美術館コレクション展」ほか

４展

１６６百万円（H25：２６１百万円） （教育委員会）

【継】新潟文化祭 県民参加型の総合文化祭を開催します。

・伝統芸能の公演

・出前体験教室 等

１２百万円（H25：１１百万円） （県民生活・環境部）
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（４）個を伸ばす人づくりの推進（教育環境の充実）

事業名・予算額 事業内容

【新】新潟で夢をかなえるキャリア教育推 地域と連携したキャリア教育を推進し、若者の流

進事業 出防止やUターンの促進等を図ります。

１０百万円（H25：０百万円） （教育委員会）

【拡】少人数学級の推進 小学校３～５年生、中学校１年生を対象に、少人

数学級（35人学級）を導入します。

１，２６３百万円（H25：１６９百万円） （教育委員会）

【新】学力向上推進システムの改善 Webサイトを利用した学力向上推進システムの機

能を強化し、学力向上を推進します。

３百万円（H25：０百万円） （教育委員会）

【新】新潟の未来に貢献するグローバル グローバル化する本県の地域産業や地域社会で

人材育成事業 活躍できる人材や、将来、国際社会で活躍できるグ

ローバルリーダーを育成します。

２７百万円（H25：０百万円） （教育委員会）

【継】個を伸ばし、夢を叶える若者育成事業 県立高等学校において、生徒一人ひとりの個性や

能力の伸長を支援するため、特色ある学科の展開

や専門教育などを推進します。

８７百万円（H25：８０百万円） （教育委員会）

【拡】魅力ある高校づくりプロジェクト 夢や希望を持って生徒が集まる高校づくりのため

魅力ある学科の設置などを内容とするプロジェクトに

取り組みます。

・海外研修に対する支援を拡充

１７百万円（H25：１４百万円） （教育委員会）

【継】オンリーワンスクール・ステップアップ 地域や学校の特色を活かした教育活動を展開し、

事業 新潟の将来を担う生徒を育成します。

・グローバル人材育成、キャリア教育、起業家教育をテ

ーマとする教育活動を県立高校･中等教育学校で推進

１２百万円（H25：１０百万円） （教育委員会）

【新】県立小出高等学校に「医療専攻」を 小出高等学校の普通科に看護師等医療業務に従

設置 事する人材を育成する「医療専攻」を設置します。

【再掲】

（教育委員会）



-33-

事業名・予算額 事業内容

【新】奨学給付金 低所得世帯の高校生等の教育費負担を軽減する

【再掲】 ため、奨学のための給付金を支給します。

１６２百万円（H25：０百万円） （総務管理部、教育委員会）

【継】魅力ある私立高校づくり支援事業 私立高校が行う国際人材の育成や進路実現等、

魅力ある学校づくりへの取組や、高校生の長期海外

留学に対して支援を行います。

１０８百万円（H25：１０８百万円） （総務管理部）

【継】私学振興補助金 私立幼稚園、中学校、高等学校、専修学校等の教

育環境維持等のため、経常的経費等に対し支援しま

す。

９，５２４百万円（H25：９，２７４百万円） （総務管理部）

【拡】大学経営力強化支援事業 県内大学等の経営力強化を図るため、大学の入

学者増加に向けた特色ある取組や新たな学部等の

設置に向けた取組、留学制度の充実などを支援しま

す。

２４百万円（H25：２２百万円） （総務管理部）

【新】県内就職につながる学びの場づくり 県内大学生等の県内企業等への就職促進に向

支援モデル事業 け、本県の産業や企業等の魅力に対する理解を深

めるための機会の充実を図ります。

８百万円（H25：０百万円） （総務管理部）

【継】県立大学に対する運営費交付金 本県の発展を担う中核的人材の育成に向けて、

公立大学法人新潟県立大学に運営費を交付しま

す。

８３１百万円（H25：８１２百万円） （総務管理部）

【新】県立大学大学院設置準備事業 県立大学大学院の平成27年４月開学に向け、県

立大学が行う開学準備の取組を支援します。

・大学院入学試験の実施 等

５百万円（H25：０百万円） （総務管理部）

【継】県立看護大学に対する運営費交付金 高度な看護人材の育成と確保を目指し、公立大学

法人新潟県立看護大学に運営費を交付します。

５５１百万円（H25：５４０百万円） （総務管理部）
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（５）安定した雇用の場の創出・確保

事業名・予算額 事業内容

【継】企業誘致の促進 本県への企業立地を促進するため、県内に立地

する企業の工場、研究開発施設等の新設・増設に要

した投資額の一部を助成するとともに、本県の強み・

魅力を具体的に情報発信することにより企業誘致を

推進します。

（産業労働観光部）

【継】建設業活性化支援事業 本業関連分野を含む新分野進出による経営の多

【再掲】 角化等により、経営基盤の強化に取り組む建設業者

等を支援します。

・新分野進出の立ち上げに必要な経費等を助成

・経営相談等のための専門家の派遣

１８百万円（H25：１８百万円） （土木部）

【継】起業チャレンジ奨励事業 若年起業家等による創業へのチャレンジを奨励す

【再掲】 るため、創業に必要な経費を助成します。

５０百万円（H25：５０百万円） （産業労働観光部）

【新】中山間地域新規就農者チャレンジ支 中山間地域において、新規就農者の企画販売力

援事業 を強化する農業法人を新たに支援します。

【再掲】 ・新たな経営発展活動に係る初度経費を支援

４百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【拡】青年就農支援事業 青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るた

【再掲】 め、就農前後の就農青年者に対し、給付金を交付し

ます。

・就農前の研修期間の所得を確保する給付金の交付

・経営が不安定な就農直後の所得を確保する給付金の

交付

８８９百万円（H25：６８９百万円） （農林水産部）

【拡】定住促進（リブ・インにいがた）対策 Ｕ・Iターン就職の促進に向け、就職ガイダンスの

事業 開催や首都圏での情報発信の強化に取り組みま

［一部基金］ す。

・大学１～３年の学生と県内企業の交流機会を拡大

・首都圏学生向け県内企業の情報発信を強化

３５百万円（H25：２７百万円） （産業労働観光部）
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事業名・予算額 事業内容

【拡】若年求職者マッチング支援事業 学卒未就職者など若年求職者と企業との雇用のミ

［一部基金］ スマッチを解消し、早期の就職につなげます。

・ジョブサーチバスの運行、合同企業説明会の実施

・県内企業のPR力強化セミナーの開催

・動画を活用した企業PRの強化

１６百万円（H25：７百万円） （産業労働観光部）

【継】若年者ワンストップサービスセンター事業 若年者の就職促進を図るため、総合的な支援を

行う「若者しごと館」を活用し、キャリアカウンセリング

や定着支援、求人情報の提供とともに、併設するハ

ローワークにおける職業紹介などを実施します。

４百万円（H25：４百万円） （産業労働観光部）

【継】個別労働関係紛争解決促進事業 多様化している個別労働関係紛争に対応するた

め、労働相談を実施することにより、健全な労使関係

の維持増進を図ります。

４百万円（H25：４百万円） （産業労働観光部）

【拡】技能向上訓練費 企業の従業員等の職業能力の開発向上と処遇改

善を図るため、在職者向け職業訓練を実施します。

・新たに非正規雇用者向けスキルアップ訓練を実施

２１百万円（H25：１６百万円） （産業労働観光部）

【継】“企業と女性”やる気応援事業 企業等における男女共同参画を進めるため、ハッ

【再掲】 ピー・パートナー企業登録を推進するなど、企業等の

取組を支援します。

５百万円（H25：４百万円） （県民生活・環境部）

【拡】障害者雇用の促進 職場実習や先進的な取組事例の発信、企業が行

［一部基金］ う先導的なプロジェクトに加え、ジョブコーチの育成

【再掲】 等を支援することにより障害者の雇用環境を整備し

ます。

４０百万円（H25：２１百万円） （産業労働観光部）

【新】県内就職につながる学びの場づくり 県内大学生等の県内企業等への就職促進に向

支援モデル事業 け、本県の産業や企業等の魅力に対する理解を深

【再掲】 めるための機会の充実を図ります。

８百万円（H25：０百万円） （総務管理部）

【拡】生活困窮者自立促進支援モデル事業 様々な生活上の困難に直面している就労希望者

【再掲】 等に対し、制度横断的・継続的な支援を行うモデル

事業を拡充して実施します。

１４４百万円（H25：５８百万円） （福祉保健部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】女性医師サポート事業 女性医師ネットの運営や勤務環境改善のための

【再掲】 施設整備、女性医師の子どもの一時預かり等の取

組を支援します。

２２百万円（H25：２２百万円） （福祉保健部）

【拡】看護職員確保の取組 看護職員確保のため、看護職員の養成、再就業

【再掲】 支援、院内保育所の整備、修学資金の貸与等を行

います。

３０６百万円（H25：２５９百万円） （福祉保健部、病院局、教育委員会）
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当初予算における主な施策

誰もが健康でいきいきと暮らせる福祉・医療サービス

の充実に努めます。

（１）医療サービスの充実

事業名・予算額 事業内容

【拡】医師・臨床研修医招へい総合支援事業 臨床研修指導医に対する研修や医学生対象の臨

床研修病院合同見学会、指導医と医学生との懇談

会の開催等、医師、臨床研修医の招へいに向けた

取組を行います。

２６百万円（H25：２６百万円） （福祉保健部）

【継】臨床研修医受入支援モデル事業 著名な指導医の招へい等による研修内容の充実

など魅力ある臨床研修病院づくりを支援します。

２０百万円（H25：２０百万円） （福祉保健部）

【拡】地域医療支援センター運営事業 地域医療に従事する医師のキャリア形成支援や

県外医師招へい活動等に加え、新たに、学生、医師

の相談に応じる専門相談支援員の配置や県外医師

を招へいする医療機関に対する勤務環境改善等の

ための支援を行います。

４４百万円（H25：２７百万円） （福祉保健部）

【継】民間医師紹介業活用促進事業 民間医師紹介業を活用する公的医療機関等に対

し支援を行います。

１４百万円（H25：１４百万円） （福祉保健部）

【継】首都圏等医療機関との連携構築の 新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院

推進 等へ医師を招へいするため、首都圏等医療機関との

提携に向けた取組を行います。

５百万円（H25：４百万円） （福祉保健部）

【継】研究センター運営事業 魚沼地域においてコホート研究を実施します。

１０１百万円（H25：１０１百万円） （福祉保健部）

３



-38-

事業名・予算額 事業内容

【継】地域医療推進・教育学講座設置費 新潟大学大学院医歯学総合研究科に、研修医定

着等に向けた研究を行う寄附講座「地域医療推進・

教育学講座」を設置します。

２２百万円（H25：２２百万円） （福祉保健部）

【継】女性医師サポート事業 女性医師ネットの運営や勤務環境改善のための

施設整備、女性医師の子どもの一時預かり等の取

組を支援します。

２２百万円（H25：２２百万円） （福祉保健部）

【継】勤務医サポート事業 勤務医の負担軽減を図るため、へき地等勤務医

の代替医師を派遣する県医師会の取組や、医師事

務作業補助者の導入を行う医療機関を支援します。

・勤務医ショートサポートバンクへの支援

・医師事務作業補助者の新規導入時の人件費や導入

に向けて必要な教育経費の補助

１１百万円（H25：１１百万円） （福祉保健部）

【拡】医師養成修学資金貸与事業 医学生の養成と県内定着の促進を図るため、医

学生に対する修学資金の貸付けを行います。

・県出身県外医学生貸与枠を拡大

２６４百万円（H25：２１２百万円） （福祉保健部）

【新】臨床研修医奨学金貸与事業 県内で初期臨床研修を受ける研修医で、研修修

了後引き続き県内医療機関に勤務する者に対して

奨学金を貸与します。

６百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）

【継】医師招へい・へき地医療支援事業 他県医師・医学生の勧誘活動や医師・医学生へ

の情報提供等の取組を行います。

・首都圏等での医師招へい活動、現地説明会への参加

・医師招へい・へき地医療支援会議の開催

７百万円（H25：７百万円） （福祉保健部）

【継】若手医師の海外留学研修の支援 県立病院における若手医師の海外留学研修を支

援します。

８百万円（H25：８百万円） （病院局）

【継】新潟県地域医療システム研究推進 新潟大学大学院医歯学総合研究科に、地域医療

事業 に従事する医師の教育・養成、地域の実情に即した

地域医療連携に関する研究開発を行う、「総合地域

医療学講座」を設置します。

４５百万円（H25：４５百万円） （福祉保健部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】医師養成規制緩和活動事業 規制緩和の実現に向け、国への働きかけなど必

要な活動を行います。

１百万円（H25：１百万円） （福祉保健部）

【新】健康長寿推進事業 県民の平均寿命と健康寿命の延伸に向け、食生

活改善のための取組等を実施します。

５百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）

【継】生活習慣病予防・がん予防対策に向 生活習慣病予防のため、運動習慣定着、食育、飲

けた取組 酒・喫煙対策を推進するとともに、がん罹患状況等

の把握を行います。

・運動指導者養成研修や働く世代の食改善支援

・がん患者情報の登録 等

３７百万円（H25：３８百万円） （福祉保健部）

【継】女性特有のがん対策推進事業 女性特有のがん（乳がん、子宮がん）の検診受診

率向上に向けた広域・休日検診を推進します。

７百万円（H25：１０百万円） （福祉保健部）

【継】がん検診受診促進事業 簡便なスクリーニング法を用いたがん検診受診の

動機付け効果の検証や受診率が低い若しくは罹患

率が高い者に対するがん検診受診啓発を行います。

３百万円（H25：３百万円） （福祉保健部）

【拡】肝炎患者等支援の取組 相談会の開催、肝炎通院費助成など肝炎患者支

援の取組を進めます。

・患者相談会・訪問事業等の実施

・医療費助成、通院費助成、定期検査費助成の実施

１９７百万円（H25：２１７百万円） （福祉保健部）

【拡】自殺対策強化事業 メディア等を活用した自殺予防キャンペーンを強

化するほか、地域における情報共有の仕組みの構

築を支援します。

１１７百万円（H25：１０４百万円） （福祉保健部）

【拡】精神医療の充実 夜間救急体制の強化、精神科救急情報センター

及び医療相談窓口の設置・運営により精神医療を充

実します。

５５百万円（H25：２９百万円） （福祉保健部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】ドクターヘリ運航事業 ドクターヘリの運航に要する経費を支援します。

２１３百万円（H25：２１３百万円） （福祉保健部）

【拡】ドクターヘリ基地病院等施設・設備整 荒天時の運航体制充実のため、地上格納庫の整

備事業 備経費を支援します。

１４９百万円（H25：５１百万円） （福祉保健部）

【新】ドクターヘリ調査事業 隣接県との広域連携の拡充、複数機体制の導入

可能性等を調査します。

１百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）

【拡】新潟大学地域医療教育センター・魚 新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院

沼基幹病院新築事業 の建設を行います。

１５，０９９百万円（H25：３，３４０百万円） （福祉保健部）

【拡】新潟大学地域医療教育センター・魚 新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院

沼基幹病院の開設に向けた取組 の開設に向け、病院職員採用の取組を強化するな

ど、運営財団法人の開設準備に要する経費の支援

等を行います。

１，１０８百万円（H25：２８２百万円） （福祉保健部）

【継】研究センター運営事業 魚沼地域においてコホート研究を実施します。

【再掲】

１０１百万円（H25：１０１百万円） （福祉保健部）

【新】研究センター移転事業 新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院に

コホート構築のための機器を整備し、現在の研究セ

ンター機能を移転します。

１９百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）

【継】魚沼地域医療連携支援事業 魚沼圏域内の医療機関の診療情報を共有するシ

ステム構築や、地域医療研修コーディネーターの育

成等を支援します。

５７百万円（H25：５５７百万円） （福祉保健部）

【継】県央医療提供体制再構築推進費 県央基幹病院基本構想を踏まえ、関係機関との

調整等を行います。

２百万円（H25：２百万円） （福祉保健部）
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事業名・予算額 事業内容

【拡】十日町病院改築事業 十日町病院の改築に向け、本体工事等に着手し

ます。

２，０１３百万円（H25：３０６百万円） （病院局）

【新】加茂病院改築事業 加茂病院の改築に向け、実施設計等を実施しま

す。

１２８百万円（H25：０百万円） （病院局）

【新】県立病院におけるPET-CTの整備 中央病院及び新発田病院への整備に向け、PET-

CT棟の設計を実施します。

２９百万円（H25：０百万円） （病院局）
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（２）福祉サービスの充実

事業名・予算額 事業内容

【継】高齢者・障害者向け安心住まいる整 高齢者・障害者の住宅のバリアフリー改修を支援

備補助事業 します。

・補助対象：市町村が助成を行う高齢者・障害者の住宅

改修経費

３３百万円（H25：３３百万円） （福祉保健部）

【継】高齢者福祉施設整備事業 社会福祉法人等が行う特別養護老人ホーム等の

整備を支援します。

９５１百万円（H25：９４９百万円） （福祉保健部）

【拡】買い物利便性向上ビジネス支援事業 中山間地等における高齢者等の買い物利便性向

上に向けた取組について、生鮮三品の取扱を前提と

した要件を緩和することにより、新規参入を促し、買

い物弱者対策を促進します。

・移動販売・宅配・移動バスなど消費者ニーズに応じた

多様な取組を支援

１６百万円（H25：１７百万円） （産業労働観光部）

【新】在宅医療推進のための取組 在宅医療提供体制の構築のためのモデル的な取

組等を支援し、地域における在宅医療の基盤整備を

推進します。

７５百万円（H25：０百万円） (福祉保健部）

【継】認知症高齢者介護支援事業 医師や介護職員等の対応力・介護技術向上研修

を行います。また、県民への認知症の正しい知識の

普及啓発等を行います。

・医師の認知症対応力向上研修や介護職員の認知症

介護技術向上研修

・高齢者虐待防止に向けた相談支援 等

３５百万円（H25：３２百万円） （福祉保健部）

【継】介護ロボット関連産業の創出 介護職員の負担軽減を図る腰補助ロボットの導入

［一部基金］ 実証や開発企業と県内企業のマッチング、関連製品

【再掲】 等の試作開発を支援します。

２６百万円（H25：１０百万円） （産業労働観光部）

【新】灯油購入費助成事業 生活保護世帯を対象とし、灯油価格高騰時に灯油

購入にかかる費用を支援する仕組みを創設します。

１７百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】介護給付費等負担金 障害者総合支援法の規定により、市町村が支弁

する自立支援給付等に要する経費に対して負担しま

す。

７，３４９百万円（H25：６，７６３百万円） （福祉保健部）

【継】授産活動プロデュース事業 障害者の自立を促進するため、授産施設へのア

ウトソーシングを推進するとともに、魅力ある商品づ

くりや受託作業開拓等の取組を支援します。

１８百万円（H25：１８百万円） （福祉保健部）

【継】障害者支援施設等整備事業補助金 社会福祉法人等が行う障害者支援施設等の整備

を支援します。

６５８百万円（H25：４９４百万円） （福祉保健部）

【拡】県単障害児保育事業 発達の遅れ等により、保育に配慮を要する子に対

【再掲】 し保育士を加配する場合の支援を拡充します。

３４百万円（H25：１９百万円） （福祉保健部）

【継】軽、中等度難聴児に対する支援 身体障害者手帳の交付対象とならない軽、中等度

の難聴児に対し、補聴器購入費用を支援します。

１百万円（H25：１百万円） （福祉保健部）

【継】障害者就業・生活支援センター事業 障害者の雇用の促進、職業・生活の安定を図るた

め、専任の生活支援担当職員による指導・助言等の

支援を行います。

・実施箇所：７箇所

３８百万円（H25：３７百万円） （福祉保健部）

【拡】障害者雇用促進プロジェクト費 特例子会社設立や障害者の特性に応じた業務の

［一部基金］ 創造など、障害者雇用を促進するための企業の先

導的なプロジェクトに加え、ジョブコーチの育成等を

支援します。

３０百万円（H25：１０百万円） （産業労働観光部）

【継】障害者職場実習支援事業 障害者就業・生活支援センターに登録する障害者

が職場実習を行う場合に、実習者に傷害保険料と手

当を支給し、障害者の職場実習の機会拡大を図りま

す。

５百万円（H25：５百万円） （産業労働観光部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】障害者職場実習受入促進事業 障害者就業・生活支援センターのあっせんによる

職場実習を受け入れた企業に対し、協力費を支給

し、障害者の職場実習の機会拡大を図ります。

６百万円（H25：６百万円） （産業労働観光部）

【継】障害者雇用モデル企業情報発信事業 障害者雇用の経験のない企業等に対し、障害者

雇用に先進的かつ積極的に取り組む県内企業の好

事例を発信することで、ノウハウの構築及び雇用の

促進を図ります。

１百万円（H25：１百万円） （産業労働観光部）

【新】特別支援学校高等部生徒共生社会 特別支援学校高等部卒業生を自校等の業務補助

推進強化事業 員として雇用しスキルアップを図るなど、就労支援の

取組を強化します。

６１百万円（H25：０百万円） （教育委員会）
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当初予算における主な施策

安全・安心で魅力ある新潟県づくりに邁進します。

（１）災害からの復興

事業名・予算額 事業内容

【継】広域避難者の住宅借り上げ支援 東日本大震災で被災した広域避難者に対し、民間

住宅を借り上げ、仮設住宅として提供します。

９６４百万円（H25：１，４４６百万円） （県民生活・環境部、防災局）

【継】広域避難者の高速バス料金等支援 高速道路無料化措置の対象とならない二重生活

世帯に対して、高速バス料金等を支援します。

４百万円（H25：２８百万円） （県民生活・環境部）

【継】被災児童生徒等就学奨励費 東日本大震災により就学等が困難になった幼児・

児童・生徒に学用品、給食費等の就学支援を行いま

す。

７８百万円（H25：９６百万円） （教育委員会）

【継】被災生徒に対する奨学金 東日本大震災により修学が困難となった高校生に

対して奨学金を貸与します。

７百万円（H25：７百万円） （教育委員会）

【継】被災生徒に対する学費軽減 東日本大震災により被災した私立高校生、私立幼

稚園児、専修学生に対して学費軽減を実施します。

６４百万円（H25：７０百万円） （総務管理部）

【継】緊急スクールカウンセラー等派遣事業 東日本大震災によりこころのケアが必要となった

児童生徒が在籍する小中高等学校に、臨床心理士

等のカウンセラーを派遣します。

５百万円（H25：１０百万円） （教育委員会）

【拡】地域コミュニティ復興支援事業 市町村等が行う避難者の見守り支援体制の構築

や交流場所の提供等の取組を支援します。

９２百万円（H25：６９百万円） （福祉保健部）

４
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事業名・予算額 事業内容

【新】広域避難者交流会開催事業 避難の長期化を踏まえ、“ふるさと”との絆を保つ

ため、避難者の交流会を広域的に開催します。

５百万円（H25：０百万円） （県民生活・環境部）

【拡】原子力災害対応資機材整備等の取組 原子力災害に備え、災害対応資機材等を整備し

［一部２月補正］ ます。また、原子力災害時に即時避難が困難な住民

等の安全を確保するため、避難所等に対し、放射線

防護対策を実施します。

１，５７７百万円（H25：１，０９６百万円） （防災局、福祉保健部、警察本部）

【継】監視施設設備等整備費 環境放射線監視調査のための放射線監視施設を

整備します。

２１１百万円（H25：１３４百万円） （防災局）

【継】生態系等放射性物質調査・検討費 放射性物質による生態系等への影響を体系的に

調査・監視し、自然環境中での放射性物質の移行状

況などを調査・評価します。

１百万円（H25：１百万円） （防災局）

【継】消費者の食材検査 消費者が持ち込む食材の放射性物質検査を行い

ます。

６百万円（H25：７百万円） （県民生活・環境部）

【継】学校給食の食材検査 学校給食で使われる食材の放射性物質検査を行

います。

２０百万円（H25：５百万円） （教育委員会）

【継】学校給食のモニタリング 学校給食一食全体の放射性物質検査を行いま

す。

２百万円（H25：３百万円） （教育委員会）

【継】県産肉牛安心確保対策 県内でと畜される県産肉用牛の放射性物質の全

頭検査を行います。

３８百万円（H25：４７百万円） （農林水産部）

【継】食品等の放射性物質検査 県内で流通する食品等の放射性物質検査を行い

ます。

８５百万円（H25：８９百万円） （県民生活・環境部、防災局、福祉保健部、農林水産部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】輸出用食品の検査の支援 県内で製造された輸出用食品の放射性物質検査

に要する経費の一部を支援します。

６百万円（H25：６百万円） （知事政策局）
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（２）防災立県の推進

事業名・予算額 事業内容

【拡】危機管理センター改修・増強費 危機管理センターの総合防災情報システムの改

修・増強を実施します。改修に併せてGIS機能を強化

します。

２１５百万円（H25：７０百万円） （防災局）

【新】無人自律航空機活用事業 無人自律航空機を活用し、災害被災地等の情報

収集、捜索活動を実施します。

１百万円（H25：０百万円） （防災局）

【継】防災対策企画推進費 東日本大震災等を踏まえ、防災対策の見直しや

大規模・広域災害に備えた広域応援体制を整備しま

す。

５百万円（H25：４百万円） （防災局）

【継】大規模災害対応緊急点検事業 大規模災害発生時に、（社）新潟県建設業協会及

び（公社）日本下水道管路管理業協会と連携して、

県管理公共施設の緊急点検を実施し、二次災害の

防止措置など県民の安全を確保します。

５百万円（H25：５百万円） （土木部）

【拡】原子力災害対応資機材整備等の取組 原子力災害に備え、災害対応資機材等を整備し

［一部２月補正］ ます。また、原子力災害時に即時避難が困難な住民

【再掲】 等の安全を確保するため、避難所等に対し、放射線

防護対策を実施します。

１，５７７百万円（H25：１，０９６百万円） （防災局、福祉保健部、警察本部）

【継】地域防災力向上事業 自主防災組織の育成に積極的な市町村を支援す

るほか、地域防災力向上のための研修会等を実施

します。

・自主防災組織育成のための補助

・市町村職員・防災関係者への研修

・市町村の事例調査等を踏まえた防災活動の主体的取

組手法の検討

１５百万円（H25：１７百万円） （防災局）

【拡】中小企業事業継続マネジメント促進 県内企業と首都圏企業の災害時相互連携支援、

事業 首都圏での危機管理セミナーの開催に加え、新たに

【再掲】 首都圏企業を対象にしたリスク分散促進ツアーを開

催し、首都圏企業のバックアップ機能の誘致に向け

た取組を促進します。

４百万円（H25：４百万円） （産業労働観光部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】防災キャンプ推進事業 被災時の対応や学校等を避難所とした生活体験

などの、防災プログラムを実践する防災キャンプを実

施します。

４百万円（H25：４百万円） （教育委員会）

【新】防災・減災新潟プロジェクト２０１４ 災害からの節目の年に統一キャンペーンとして広

報活動を実施し、復興した新潟県の状況や取組を県

内外に発信します。

５百万円（H25：０百万円） （防災局）

【継】地震保険等加入促進事業 地震保険等の加入促進を図るため、地震保険等

の必要性についての普及啓発を図るとともに、住宅

補強・地震保険料等への補助を行います。

・地震保険等加入促進に向けた官民一体での普及啓発

・高齢者世帯等を対象とした住宅補強・地震保険料等

の補助

５百万円（H25：５百万円） （県民生活・環境部）

【拡】震災対策農業水利施設点検・調査 農業水利施設等の耐震性点検・調査について対

計画事業 象を拡大して実施するとともに、市町村に対しハザー

ドマップ作成経費を支援します。

６０１百万円（H25：０百万円） （農地部）

【拡】耐震すまいづくり支援事業 大規模地震発生時の住宅被害を最小限に抑え、

県民の生命・財産を守るため、耐震性の低い住宅の

耐震診断・耐震改修に対する支援等を行います。

４５百万円（H25：４４百万円） （土木部）

【継】耐震建物づくり支援事業 建築物の耐震改修の促進に関する法律の改正に

伴い、大規模建築物の耐震診断を支援します。

９百万円（H25：０百万円） （土木部）

【継】県有施設の耐震診断・改修の促進 災害時に拠点施設となる庁舎、県立学校、警察施

[一部２月補正] 設の耐震診断・耐震補強工事を行います。

６，６６４百万円（H25：４，６９９百万円） （総務管理部、教育委員会、警察本部）
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（３）安全・安心で快適な県民生活の確保

事業名・予算額 事業内容

【継】「命をつなぐ高速道路」の整備促進 日本海沿岸東北自動車道の整備促進に向けた取

（直轄事業負担金） 組を行います。

（土木部）

【継】土砂災害緊急事業費 人命・財産の保護や二次災害の防止等を図るた

め、小規模土砂災害発生時に復旧工事を行います。

３４５百万円（H25：３４５百万円） （土木部、農林水産部）

【新】社会資本維持管理計画推進費 社会資本の計画的かつ効率的な維持管理を推進

するための取組を行います。

５０百万円（H25：０百万円） （土木部）

【新】県立学校における外壁老朽化対策 外壁の老朽化がみられる県立学校校舎におい

て、専門業者による外壁打診検査を緊急に実施し、

生徒・職員等の安全を確保します。

４３百万円（H25：０百万円） （教育委員会）

【継】地域による除排雪活動等への支援 除雪ボランティアとの協働、コミュニティによる除排

【再掲】 雪活動等や創意工夫による自立した地域づくりを行

う市町村等に対して助成します。

６６百万円（H25：６６百万円） （総務管理部）

【継】有害鳥獣捕獲の担い手緊急確保事業 有害鳥獣の捕獲体験研修会の開催や銃の狩猟免

許取得経費の支援を行います。

３百万円（H25：２百万円） （県民生活・環境部）

【継】携帯電話のエリア拡大 携帯電話の不感地域を解消するため、基地局整

備を行う市町村を支援します。

２４百万円（H25：７百万円） （総務管理部）

【継】情報格差解消支援事業 携帯電話利用に必要な衛星による基盤整備に取

り組む市町村を支援します。

３百万円（H25：３百万円） （総務管理部）

【拡】観光関連施設情報環境整備促進事業 本県への誘客及び観光客の満足度向上を図るた

【再掲】 め、観光案内所及び宿泊施設等へのWi-Fiスポット

の整備に加え、Bluetooth等の整備を促進します。

１６百万円（H25：１５百万円） （産業労働観光部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】交通安全「夜光反射材」着用推進の 夜光反射材の着用を推進し、夜間・歩行中の交通

取組 事故防止を推進します。

３百万円（H25：３百万円） （県民生活・環境部）

【継】安全・安心なまちづくり推進事業費 犯罪を未然に防止する地域の環境づくりを推進す

るため、県民の防犯意識の啓発や自治会等が行う

地域防犯活動を支援します。

・シンポジウム、防犯出前講座の開催

・地域安全マップづくりコンテストの開催

６百万円（H25：７百万円） （県民生活・環境部）

【拡】新型インフルエンザ対策推進事業 新型インフルエンザ対策の検討や医療提供体制

の強化など新型インフルエンザ対策を総合的に推進

します。

２６百万円（H25：９百万円） （福祉保健部）

【拡】生活困窮者自立促進支援モデル事業 様々な生活上の困難に直面している就労希望者

【再掲】 等に対し、制度横断的・継続的に支援を行うモデル

事業を拡充して実施します。

１４４百万円（H25：５８百万円） （福祉保健部）

【継】拉致被害者・家族支援事業 拉致問題の全面解決に向け、県民世論の喚起を

図るための啓発活動を行うとともに、帰国被害者の

自立、社会適応を支援するため、国、地元市町村と

の連絡会議等を開催します。

１０百万円（H25：１０百万円） （知事政策局）

【新】DV予防啓発強化事業 民間団体と連携し、若年層へのデートDV予防に重

点をおいた配偶者暴力等の予防の啓発活動を強化

します。

１百万円（H25：０百万円） （福祉保健部）

【継】消費者行政強化事業 消費者問題における地域での課題解決力向上の

ため、多様な主体との連携・協働による被害防止

や、消費者教育の推進体制を整備します。

５５百万円（H25：６０百万円） （県民生活・環境部）

【継】市町村消費者行政強化事業 消費生活相談窓口の充実など、市町村の消費者

行政強化の取組を支援します。

７０百万円（H25：７０百万円） （県民生活・環境部）

【拡】消費生活センター中核機能強化事業 弁護士相談の実施、専任相談員や市町村消費者

行政担当者の研修等により、県消費生活センターの

中核機能を強化します。

３百万円（H25：２百万円） （県民生活・環境部）
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（４）食の安全・安心の推進

事業名・予算額 事業内容

【拡】食の安全・安心プロデュース事業 食の安全・安心に対する消費者の信頼を確保する

ため、危機事案発生時における特別監視チームの

設置や食品安全広域監視班による重点的な監視指

導、食の安全に関する普及啓発活動を実施します。

・緊急時特別監視チームの設置

・食の安全・安心フォーラム意見交換会

・残留農薬検査機器更新、機能強化

１１百万円（H25：９百万円） （福祉保健部）

【拡】食の安全・安心確保事業 市場流通食品の安全性確保を図るため、「新潟県

食品衛生監視指導計画」に基づき収去検査を実施し

ます。

・輸入食品の規格基準検査

・遺伝子組換え食品の検査精度の向上 等

６百万円（H25：５百万円） （福祉保健部）

【拡】適正な食品表示推進事業 JAS法、米トレサ法等に基づく適正な食品表示の

徹底を図るため、食品表示ウォッチャーを増員し、表

示状況の確認体制を強化します。

２百万円（H25：２百万円） （県民生活・環境部、農林水産部）

【継】消費者行政強化事業 消費者問題における地域での課題解決力向上の

【再掲】 ため、多様な主体との連携・協働による被害防止

や、消費者教育の推進体制を整備します。

５５百万円（H25：６０百万円） （県民生活・環境部）

【継】市町村消費者行政強化事業 消費生活相談窓口の充実など、市町村の消費者

【再掲】 行政強化の取組を支援します。

７０百万円（H25：７０百万円） （県民生活・環境部）

【拡】消費生活センター中核機能強化事業 弁護士相談の実施、専任相談員や市町村消費者

【再掲】 行政担当者の研修等により、県消費生活センターの

中核機能を強化します。

３百万円（H25：２百万円） （県民生活・環境部）

【継】放射性物質検査の取組 消費者が持ち込む食材の検査や給食食材の検

【再掲】 査、農産物等の検査を行います。

（知事政策局、県民生活・環境部、防災局、

１５４百万円（H25：１５３百万円） 福祉保健部、農林水産部、教育委員会）
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事業名・予算額 事業内容

【継】生態系等放射性物質調査・検討費 放射性物質による生態系等への影響を体系的に

【再掲】 調査・監視し、自然環境中での放射性物質の移行状

況などを調査・評価します。

１百万円（H25：１百万円） （防災局）

【継】新潟県産コシヒカリDNA検査の取組 消費者の信頼を確かなものとするため、全国で流

通している県産コシヒカリのDNA検査を実施します。

・首都圏、関西圏、インターネットで流通している県産

コシヒカリのDNA検査及び追跡調査（検査点数250点）

１４百万円（H25：１２百万円） （県民生活・環境部、農林水産部）

【継】にいがたクリーンランド戦略事業 化学合成農薬・化学肥料を５割以上低減する農業

者へ交付金の交付等を行います。

・環境保全型農業直接支援

・新潟県GAP規範の推進

・環境保全型農業の推進 等

９８百万円（H25：１０８百万円） （農林水産部）

【継】県産稲わら確保対策事業 にいがた和牛の飼料となる県産稲わらの広域流

通に向けたマッチングや流通経費を支援します。

・県産稲わら利用のための流通支援

・マッチングや新規収集組織の育成

１百万円（H25：２百万円） （農林水産部）

【継】選んで安心「にいがた畜産」拡大対 より安全・安心な県産畜産物の県民への提供を図

策事業 るため、HACCP方式による衛生管理手法の導入農

場を「安心農場」として認定するとともに、飼養衛生

管理指導等を行います。

５百万円（H25：５百万円） （農林水産部）
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（５）地球・自然環境保全対策の積極的な推進

事業名・予算額 事業内容

【継】電気自動車普及推進費 地球環境保全の取組を進めるため、電気自動車

の普及啓発を図ります。

２百万円（H25：２百万円） （産業労働観光部）

【継】電気自動車利用促進事業 電気自動車の普及促進に欠かせない充電インフ

ラの整備を支援します。

・急速充電器の設置者とEVメーカーが連携して申請

３百万円（H25：３百万円） （産業労働観光部）

【新】電気自動車等導入促進事業 低炭素社会の実現に向け、県内に住所を有する

個人及び事業者を対象に、県内販売店における電

気自動車等の購入を支援します。

２０百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

【継】低炭素社会づくり推進事業 カーボン・オフセット制度の活用や環境にやさしい

ライフスタイルの普及啓発などを進め、県民、事業者

の地球温暖化防止の実践行動の推進を図ります。

・活用相談会等カーボン・オフセットの活用を促進

・事業所における省エネ設備の導入を促進 等

１３百万円（H25：１３百万円） （県民生活・環境部）

【継】レジ袋削減県民運動推進事業 ごみの発生抑制・減量化、地球温暖化防止のた

め、県民・事業者・団体・行政が連携し、レジ袋削減

に向けた県民運動を展開します。

１百万円（H25：１百万円） （県民生活・環境部）

【新】データセンター向け雪冷熱システム データセンター内にあるコンピュータの放射熱の冷

導入モデル事業 却に雪冷熱エネルギーを活用することで、クリーンで

【再掲】 電力消費が少ない次世代のデータセンターの立地に

向けた適地調査を実施します。

１１百万円（H25：０百万円） （産業労働観光部）

【拡】海洋エネルギー実証事業 粟島沖において潮流発電の実証の取組を支援し

【再掲】 ます。

・H25実証で得られたデータに基づく潮流発電機の改良

・流速・波高など環境データ収集設備の整備

８百万円（H25：４百万円） （産業労働観光部）

【継】家庭用太陽光発電導入促進事業 家庭用太陽光発電について積雪対策等、地域の

【再掲】 実情に応じた支援を行うことにより、導入の促進を図

ります。

３５百万円（H25：３５百万円） （産業労働観光部）
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事業名・予算額 事業内容

【拡】太陽光発電設備建設事業 固定価格買取制度の導入を踏まえ、太陽光発電

【再掲】 設備を東部産業団地（15メガワット）及び新潟競馬場

跡地（４メガワット）に建設します。

４，６３４百万円（H25：３，８０１百万円） （企業局）

【新】県有地を活用した民間事業者による 県有地を活用し、民間事業者による太陽光発電

太陽光発電事業 導入の促進を図ります。

【再掲】

ゼロ予算事業 （産業労働観光部）

【継】農村地域小水力発電等導入促進事業 農業水利施設等を活用した小水力発電等再生可

【再掲】 能エネルギーの導入を促進します。

１９７百万円（H25：２７６百万円） （農地部）

【継】フロンティア企業支援資金 地球温暖化対策として太陽光発電や地熱発電な

（グリーンニューディール枠） どの新エネルギーや省エネルギー設備を導入する

【再掲】 中小企業に対して資金を融資します。

新規融資枠５億円（H25：５億円） （産業労働観光部）

【拡】新潟水俣病地域福祉推進事業 新潟水俣病患者が地域で安心して暮らすことがで

きるよう、新潟水俣病福祉手当の支給等の保健福祉

施策や、地域社会の再生･融和を図るための取組を

推進するとともに、新潟水俣病公式確認50周年を翌

年に控えた中でその機運を醸成します。

・相談窓口の設置や保健師訪問事業の実施

・阿賀野川流域地域フィールドミュージアム事業 等

３０５百万円（H25：２９９百万円） （福祉保健部）

【新】水源地域保全広報事業 「新潟県水源地域の保全に関する条例」につい

て、広く周知を図り、水源涵養機能の保全を進めま

す。

・条例説明会の開催 等

２百万円（H25：０百万円） （農林水産部）

【新】全国植樹祭の開催 平成26年６月１日に天皇皇后両陛下のご臨席の

もと第65回全国植樹祭を開催します。

・開催場所：長岡市（ハイブ長岡） ほか

・開催内容：表彰、両陛下お手播き・お手植え、

参加者記念植樹

２５８百万円（H25：０百万円） （農林水産部）
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事業名・予算額 事業内容

【継】トキをプロデュース・野生復帰推進事業 トキの野生復帰への取組に関する環境保全ツア

ーや、交流拡大・野生復帰に向けた活動を支援しま

す。

・セミナー開催とメディア向け情報提供

・環境保全・佐渡体験ツアーの支援

４百万円（H25：４百万円） （県民生活･環境部）
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当初予算における主な施策

「効率的な政府」の実現のため「選択と集中」を一層

進めます。

１ 「効率的な政府」の推進

事 業 内 容 等

「選択と集中」による効率化の推進

H26の効果▲22億円

◆内部管理経費等間接経費を縮減します。

○再リースの積極的活用等

○更新機器や契約内容の見直し

○庁舎・各種施設の維持管理契約等の見直し

○指定管理委託料の縮減（埋蔵文化財センター、新潟コンベンションセンター等）

◆県出資法人の見直しを進めます。

○県派遣職員の引き揚げ

・（公財）新潟県中越沖地震復興基金

◆民間資金・ノウハウを活用した公共サービスの提供を行います。

○新潟東港コンテナターミナル民営化（H26.4～）

○新潟学園のPFIによる改築・維持管理等

※H26：建築着工

※H28：施設供用開始

◆事業の重点化を図ります。

○費用対効果、優先度を踏まえた事業採択の重点化

○事業実績に基づいた精査

○役割分担の観点からの事業の見直し

５
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事 業 内 容 等

市町村への事務・権限の移譲

◆地方分権の推進のため、条例による事務処理の特例制度により、県独自で事務・権限の

移譲を実施します。

・H26移譲項目 26項目 延べ45市町村

※事務移譲交付金 H25：1.7億円→H26：1.7億円

○県民の皆様の利便性向上につながるもの

・NPO法人の設立認証（H26：11市）

・精神障害者保健福祉手帳の交付 （H26：21市町村）

・農地転用の許可 （H26：18市町村）

・農用地区域内の開発行為許可 （H26：22市町村） など

事務の効率化による職員の適正配置等

◆事務の効率化や県出資法人に係る派遣職員の削減、県民ニーズに対応した職員の適正

配置などを行います。

H25当初比較 ▲39億円（▲1.5%）

※ 上記によってもたらされる将来30年にわたる縮減効果は、約1,170億円

（参考） H16当初予算との比較 ▲402億円



 
 
 
 
 

～平成２６年度新潟県当初予算案の概要～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２６年２月１９日 
   新潟県 

平成２６年度当初予算(案)の全体フレームについて 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
P 1 

特徴１ 
経済・雇用対策に努めるとともに、明日の新潟の飛躍につながる

取組を進めていきます ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
 
P 5 

特徴２ 
教育環境の整備など、選ばれる新潟県づくりを進め、人口の自然

減・社会減に対応していきます  ・・・・・・・・・・・・・ 

 
 
P 14 

特徴３ 
誰もが健康でいきいきと暮らせる福祉・医療サービスの充実に努

めます ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
 
P 22 

特徴４ 
安全・安心で魅力ある新潟県づくりに邁進します 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
 
P 25 

特徴５ 
「効率的な政府」の実現のため「選択と集中」を一層 

進めます ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
 
P 31 

 



◆ 消費税増税に伴う反動減を緩和しつつ、県内経済の持続的な発展につなげるとともに、
将来に希望の持てる魅力ある地域社会の実現に向け、県独自の施策を積極的に展開

〈一般行政経費〉 4,832 ㉕比 ＋130（＋2.8%） ※㉕元気交付金積立金を除く

〈投資事業〉 1,895 ㉕比 ＋ 93（＋5.1%）

○ 県民所得の向上や人口増加、人づくりの推進などの未来への投資を推進

○ 新エネルギーなど、新たな成長分野を念頭に、地域経済の自立を目指した取組を展開

○ 安心して子育てできる環境づくりや教育環境の充実など、魅力ある地域社会づくりを推進

◆ 「選択と集中」による効率化、市町村への事務・権限の移譲、

職員の適正配置等を推進

◆ 県税、地方譲与税等 → 消費税増税や経済状況の影響等により増
県税 ㉕ 2,261 → ㉖ 2,332 ＋71 (＋ 3.1%)
地方譲与税等 ㉕ 375 → ㉖ 449 ＋74 (＋19.7%)

◆ 普通交付税＋臨時財政対策債 → 県税収入等の増により減

㉕ 3,529 → ㉖ 3,417 ▲112 (▲3.2%) 
※うち臨時財政対策債 ㉕ 787 → ㉖ 712 ▲75（▲9.5%）

平成２６年度当初予算（案）の全体フレームについて

◆ 一般会計の予算規模 1兆5,685億円

（単位：億円、％）
※億円未満四捨五入

㉕比 ＋3,099（＋24.6%） ㉕12,586

歳出のポイント

歳入のポイント

地域経済の回復・成長、県民生活

による内部コストの見直しを継続

地域経済の回復・成長、県民生活
の安全・安心のための施策を積極的に

推進するとともに、事務の効率化等
による内部コストの見直しを継続

将来の人口や就業機会の増加、個を伸ばす人づくりの推進などの未来への投資
を積極的に推進するとともに、安心・安全で、県民一人ひとりが将来に希望を抱き、
未来を描くことのできる地域社会の実現に向け、着実に取り組みます。

◆ 中越大震災復興基金償還（3,000億円）を除く予算規模 1兆2,685億円 ㉕比 ＋99（＋0.8%）

㉕元気交付金積立金（※）を除く ㉕比 ＋325（＋2.6%）

※㉔国経済対策として措置された「地域の元気臨時交付金」の積立金
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〔子育て支援〕

◆ 少子化対策モデル事業の検討 ２百万円

◆ 子ども医療費助成事業の拡充 1,199百万円

◆ 県単障害児保育事業の拡充 34百万円

◆ 病児・病後児保育施設の開設支援 11百万円 等

〔教 育〕

◆ 競技力向上・選手育成基金の創設 100百万円

◆ オリンピック選手の育成 27百万円

◆ 新潟の未来に貢献するグローバル人材の育成 27百万円

◆ 新潟で夢をかなえるキャリア教育の推進 10百万円

◆ 少人数学級の推進 1,263百万円

◆ 県立武道館の基本計画策定 ９百万円 等

〔医 療〕

◆ 医師養成修学資金の拡充 264百万円

◆ 看護学生修学資金の拡充 162百万円

◆ 地域医療支援センターの事業拡充 44百万円

◆ ドクターヘリ格納庫等の整備 149百万円

◆ 県立高校看護科の設置に係る調査・研究 １百万円 等

未来への投資を積極的に進めていきます

将来の人口や就業機会の増加、個を伸ばす人づくりの推進などに向けた取組を
強化するなど、未来への投資を積極的に進めていきます。

〔エネルギー等新産業分野〕

◆ 本県の豊富な再生可能エネルギーの利活用 4,888百万円

・太陽光発電設備の建設 ・木質バイオマス安定需給推進

・ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ向け雪冷熱ｼｽﾃﾑ導入 ・海洋エネルギー実証

◆ 日本海横断パイプライン構想調査研究 ４百万円

◆ 海洋エネルギー資源の開発促進 ５百万円

◆ 小型モビリティの推進 ９百万円 等

〔農業分野〕

◆ 水稲晩生新品種の生産・販売戦略等の策定 32百万円

◆ 非主食用米の地域流通支援 95百万円

◆ 施設園芸次世代モデルの創出 42百万円

◆ にいがた夢農業・人づくり ８百万円 等

※ 未来への投資基金 1,400百万円の創設

人づくりへの投資

産業分野への投資
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投 資 事 業 の ポ イ ン ト

○ 県民の安全安心、地域経済活性化の観点で予算措置

→  安心して経済活動や生活ができるよう、公共土木施設や農業
水利施設等の老朽化対策を積極的に推進

※ 生活に身近な道路･河川等小規模な対策にも積極的に対応

○ 豪雨等による再度の被害防止のための取組を着実に推進

→  頻発する豪雨等から地域を守るための取組を推進

○ 地域経済の基盤となる中小建設業に配慮

→  県単公共の規模を確保するとともに、地域のニーズに
きめ細かに対応

○ H26当初とH25補正を一体で切れめのない対応

→  Ｈ２５補正を活用し、４～６月における反動減を緩和するため、
投資事業全体の規模確保

〈 全 体 〉 1,895 億円 （1.05）

うち普通建設事業 1,842 億円 （1.06）

◆ 県単公共 153 億円（1.02）〔253 億円〔 1.47〕〕
・公共土木施設／維持補修系 73 億円（1.03）〔125 億円〔 1.42〕〕
・公共土木施設／建設系 42 億円（1.00）〔 90 億円〔 1.89〕〕
小 計 115 億円（1.02）〔215 億円〔 1.58〕〕

・その他（バリアフリー等） 38 億円（1.03）

〈〔 〕内予算規模（H26当初＋H25.2月冒頭）〉

〈総事業費ベース〉

県民の皆さまが安全･安心に暮らすことができるよう、地域にとって必要な
生活の基盤をしっかりと守るとともに、地域経済の回復基調を確かなものと
するため、Ｈ２５補正と一体で切れめなく取組を進めます。

（ ）内：対前年度倍率

〔 〕内：対前年度（２月補正含み）倍率
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〔単位：億円〕

〔単位：億円〕

財源対策的基金残高

県 債 残 高

財源対策的基金残高と県債残高

H19末（決算） H20末（決算） H21末（決算） H22末（決算） H23末（決算） H24末（決算） H25末（見込） H26末（見込）
億円

15,000

12,500

10,000

10,000

7,500

5,000

30,000

27,500

25,000

22,500

20,000

5,000

7,500

2,500

2,500

17,500

24,214 24,266
24,076

2,016 2,255 2,745

通常債

臨時財政対策債

3,458

22,131

4,785

23,341

4,121

23,642

21,840

程度

5,370

程度

18,650

程度

5,960

程度

H19末（決算） H20末（決算） H21末（決算） H22末（決算） H23末（決算） H24末（決算） H25末（見込） H26末（見込）
億円

600

100

0

500

400

300

200

※残高は今後変動し、
最終専決で確定

453 454 460 481 483 490 490
程度 430

程度
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1-1 

本県の産業構造の転換に向けた取組 318 億円（＋ 21.6％） 
 
 
  産業は新潟県の未来の夢を育む源泉です。将来に希望を持てる経済環境にするためには、イ

ンフレターゲット政策など、政府・日銀による大胆な金融・財政政策により経済規模を拡大し、

相対的に債務の比率を下げるなど的確なマクロ政策と合わせ、地方政府としてできうる施策を

総動員して対処する必要があります。 

  県としては、海洋エネルギーの導入実証やデータセンターへ雪冷熱エネルギーを導入する取

組など新潟版グリーンニューディール政策を推進するとともに、今後、成長が見込まれる介護

ロボットや小型モビリティ、本県が先進性と優位性を有する健康・福祉・医療などの産業分野

への参入を促進する取組を進めていきます。また、海外などより大きい市場の獲得や成長性の

高いベンチャー企業と身近なビジネスの両面からの起業促進、競争基盤の強化と成長につなが

るマイナス金利を活用した設備投資の促進などを進め、本県産業構造の転換を目指していきま

す。 
  

〔主な事業〕  

（１）新潟版グリーンニューディール政策の推進 

○拡 太陽光発電設備建設事業 
(東部産業団地及び新潟競馬場跡地における太陽光発
電設備の建設) 

4,633,915 千円 

○新 データセンター向け雪冷熱システム導入モデル事業  
(雪冷熱供給システムを導入したデータセンターの適地
調査を実施) 

11,000 千円 
 

家庭用太陽光発電導入促進事業 
(家庭用太陽光発電の導入促進に向けた積雪対策等
地域の実情に応じた支援を実施) 

34,400 千円 
 

○拡 海洋エネルギー実証事業 
(粟島沖における潮流発電の実証の取組を支援) 

8,000 千円 
 

○新 県有地を活用した民間事業者による太陽光発電事業  
(中条中核工業団地及びいわゆる「11 町歩」と呼ばれる
県有地で、民間事業者による太陽光発電事業の実施) 

ゼロ予算事業 

海洋エネルギー資源開発促進事業 
(日本海沖に賦存するメタンハイドレート等の海洋エネル
ギー資源の開発を促進するため、情報収集や調査研究
を行うとともに、国への提案等を実施)  

4,700 千円 
 

農村地域小水力発電等導入促進事業 
(農業水利施設等を活用した小水力発電等再生可能エ
ネルギーの導入を促進) 

196,327 千円 

フロンティア企業支援資金（グリーンニューディール枠）  
(新エネ・省エネ設備導入に必要な資金を融資) 

新規融資枠 5 億円 

○新 木質バイオマス安定需給推進事業〔再掲〕 
(木質バイオマスの安定供給に向け、早生樹栽培技術
や、木材の効率的な運搬手法の実証等を実施) 

3,401 千円 
 

 

特徴１ 経済・雇用対策に努めるとともに、明日の新潟の 
飛躍につながる取組を進めていきます 
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（２）成長分野等における県内産業の高付加価値化 

○拡 小型モビリティ推進事業 
(小型モビリティの導入実証やシンポジウム等の開催に
より、関連産業における県内企業の参入を促進) 

8,611 千円 

航空機産業参入推進事業 
(今後、成長が期待される航空機産業の加工技術を確立
し、県内企業の新規参入を推進するための研究開発) 

27,282 千円 

○新 次世代自動車産業振興事業 
(自動車メーカーとの先を見据えた関係構築や自動車
産業の育成を目指し、組織的な取組を推進) 

9,757 千円 

植物工場事業化促進事業 
(植物工場ビジネスの構築に向け、事業者間のマッチン
グ、低コスト化の研究開発を促進) 

13,244 千円 

介護ロボット関連産業の創出［一部基金］ 
(介護職員の負担軽減を図る腰補助ロボットの導入実証
等を支援することにより、関連産業への参入を促進) 

26,000 千円 

にいがた産業創造機構事業推進費 
(創業・新分野進出や販路拡大など県内産業の高付加価
値化を促進、海外での事業活動、受注確保や売上拡大
に向けた取組を支援) 

301,733 千円 

○拡 健康ビジネス連峰政策の推進 
(うおぬま会議及び展示・商談会を開催、機能性食品の
認証等に関する取組を支援) 

38,699 千円 

電気自動車関連産業育成事業 
(コンバートＥＶの需要を喚起することにより、県内事業者
にＥＶ技術を蓄積し、関連産業を育成) 

9,000 千円 

○新 新たな米産業創出・食品素材化新技術開発事業〔再掲〕  
（産学官でクラスターを形成し、新たな米産業創出につ
ながる米の食品素材化技術等の研究開発を推進）  

22,859 千円 

○拡 中小企業事業継続マネジメント促進事業 
(県内企業と首都圏企業の災害時相互連携支援、首都
圏での危機管理セミナーの開催に加え、新たに首都圏
企業を対象にしたリスク分散促進ツアーを開催) 

3,610 千円 

○拡 海外市場獲得サポート事業 
(県内企業の海外市場におけるマーケティング調査や
見本市等への出展を総合的に支援) 

111,500 千円 

外部人材による新ビジネス展開支援事業 
(外部人材を活用した商品開発、販路開拓を支援) 

48,913 千円 

  

（３）雇用・設備投資の促進 

○新 消費税増税対策設備投資緊急促進事業 

［一部２月補正］ 
(消費税増税後の景気の腰折れが懸念されることから、
企業への設備投資を支援)  

2,000,000 千円 

フロンティア企業支援資金(設備投資促進枠) 
(事業規模拡大、経営効率化、新分野・新事業への進出
を目的とした設備を導入するための資金を融資） 

新規融資枠 150 億円 

  

（４）新規創業・第２創業による県経済の活性化 

起業チャレンジ奨励事業 
(若年起業家等による創業へのチャレンジを支援) 

50,000 千円 

○新 フランチャイズ方式支援事業 
(フランチャイズ方式を活用した起業・創業や多店舗展開
に向けた人材の育成を支援) 

4,350 千円 

中小企業創業支援資金（チャレンジ枠） 
(自己資金が不足している起業家に対して創業期の資
金を融資) 

                    新規融資枠 5 億円 

新潟本社のベンチャーキャピタルによる新規創業等の推進  
(県等が拠出する資金を元に造成したファンドを活用した
新規創業・第２創業の推進) 

ゼロ予算事業 

  

（５）知的財産の活用や標準化による市場創造の促進 

知的財産の活用・標準化の推進 
(知的財産を活用した海外展開を促進するため、国際
特許等出願を支援) 

9,739 千円 

にいがた発・新たな米文化創造事業 
(米粉ビジネスモデルの創出に向け大口需要者の開拓や
多様な分野での米粉需要創出の取組を推進） 

                      13,240 千円 
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1-2 

地場産業の振興と地域産業の自立・活性化 887 億円（-1.5%）※ 
 

  

我が国経済は、デフレ脱却の動きが拡大しているように見えるものの、未だ持続的回復軌道

に乗っている状況ではなく、特に、中小企業の多い地方では、景気回復の効果が十分及んでい

ません。あわせて、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減など、増税後の景気の先行きには

不安が残ります。 
また、個人消費など持ち直しの動きもありますが、企業は投資に慎重なため、依然として需

要不足の状態にあり、ものづくり地場産業、建設業や中心商店街などで、厳しい経営を余儀な

くされています。 
 県としては、引き続き金融面でのセーフティネットに万全を期しながら、地域中核企業、下

請け小規模企業の両面での需要創出や受注確保への支援、建設・住宅投資の需要創出や商店街

の活性化にむけたタウンマネジメントの推進などに取り組み、県民が安心して希望が持てる地

域産業づくりを進めていきます。 

 

〔主な事業〕 
 

（１）地場産業の振興  

地域中核企業国内販路開拓促進事業 
(地域内に協力企業を多く抱える企業の販路開拓に向け
た国内見本市等への出展を支援) 

44,000 千円 

○新 北米市場県産品販路開拓事業〔再掲〕 
(ニューヨークに本県物産のＰＲコーナーを設置し、県
産品の販路開拓を図るとともに本県の魅力を発信) 

4,500 千円 

地域産業活性化支援事業補助金 
(小規模事業者等による展示会の出展など需要創出・受
注確保に向けた取組を支援) 

60,000 千円  

ふるさと越後の家づくり事業〔再掲〕［一部２月補正］ 
(住宅建築時の越後杉使用量に応じた購入費や県産
瓦利用面積に応じた購入費に対して支援) 

220,000 千円 

地場産業環境改善支援事業補助金 
(技術の継承や流通構造の見直しなど、中・長期的な産
地の課題解決に向けた意欲ある取組を支援) 

23,000 千円 

Made in 新潟 新商品調達制度の推進 
(県内中小企業の優れた新商品の県庁での調達機会
を拡大) 

ゼロ予算事業 

○新 繊維産業外部専門家の活用促進 
(繊維産業の活性化を図るため、企業とクリエイター等との
マッチングやクリエイター等の活用費用を支援) 

9,253 千円 

○拡 工業技術総合研究所研究開発の促進 
(県内企業のニーズに対応するため、共同研究を拡充
するとともに、試験機器等を充実) 

   438,686 千円 

新たな販売チャンネルの獲得による販路拡大 
(テレビショッピングなど新たな販売チャンネルの獲得を促
進することにより県内企業の販路を拡大) 

7,479 千円 

 

※リーマンショック等による、過去の経済不況に対応した融資の返済が進んだことにより、融資残高が減少し、制度融資

（セーフティネット）予算が減少したことによるもの 

・制度融資（セーフティネット）予算の減を除いた場合：＋15.3％ 
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（２）セーフティネットの強化 

 

セーフティネット資金貸付金（経営支援枠） 
(売上の減少など経営が悪化している中小企業に対して
資金を融資) 

新規融資枠 940 億円 

事業再生資金 
(資金繰り円滑化を図るための借換資金と事業再生に取り
組むための資金を融資) 

新規融資枠 520 億円 

セーフティネット資金貸付金（連鎖倒産防止枠） 
(取引先が倒産した中小企業に対して資金を融資) 

新規融資枠 20 億円 
 

○拡 原発稼働停止緊急事業継続支援金 
(柏崎刈羽原子力発電所の稼働停止の影響により、売上
高が大幅に減少している立地地域の事業者に対し、専門
家派遣や固定的経費にかかる費用を支援) 

200,772 千円 

○新 セーフティネット資金貸付金(消費税増税対応枠) 
(消費税増税の影響により経営が悪化している中小企業
に対して資金を融資) 

新規融資枠 100 億円 

○拡 原発稼働停止緊急利子補給事業 
(中越沖地震対策における債務があり、さらに柏崎刈
羽原子力発電所の稼働停止の影響により、新たな借
入等を行った中小企業者に対する利子補給) 

 47,120 千円 

  

（３）建設産業の振興  

建設業活性化支援事業 
(新分野進出による経営の多角化等経営基盤の強化に取
り組む建設業者等への支援） 

17,130 千円 

Made in 新潟 新技術普及・活用制度の推進 
(県内企業が開発した土木・建築分野の新技術の販
路開拓支援と活用促進)    

  20,912 千円 

 

（４）中心市街地の活性化に向けた取組支援 

 

タウンマネジメント総合支援事業 
(商店街の活性化に向けて、タウンマネジメントに取り組む
商店街等を支援) 

3,800 千円 

起業チャレンジ奨励事業〔再掲〕 
(商店街活性化枠を確保し、空き店舗等を利用して創
業する者を支援) 

 50,000 千円 
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1-3 

雇用面のセーフティネット対策 261 億円（＋ 1.5％） 
 
 
県内経済は、一部に弱い動きも見られるものの、緩やかに持ち直しています。雇用情勢を見

てみると有効求人倍率は改善基調にあり、新規学卒者の就職内定率も前年同期を上回っていま

すが、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減など、増税後の景気の先行きに不安の残る状況

にあります。 

 雇用は、県民の安定した生活と本県発展の基盤となるものです。県民が社会に積極的に参加

できるよう、若年層や中高年層の離職者、未就職学卒者などに対する広範なセーフティネット

をしっかりと張るとともに、雇用のミスマッチ解消や人材の育成・確保が求められている看護、

介護、農業分野等への就業支援を進めていきます。 

〔主な事業〕  

（１）離職者・修学困難者等に対する支援  
○拡 生活困窮者自立促進支援モデル事業 
(様々な生活上の困難に直面している就労希望者等に
対し制度横断的・継続的に支援するモデル事業を拡充） 

143,319 千円 

○新 奨学給付金 
(低所得世帯の高校生等の教育費負担を軽減するため、
奨学のための給付金を創設) 

161,199 千円 

勤労者生活安定資金貸付金 
(倒産・リストラ等による離職者に生活費を低利で融資） 

新規融資枠 20,000 千円 

○拡 私立学校学費軽減補助金 
(私立高等学校等の授業料減免等への支援を拡充) 

181,363 千円 

  

（２）看護、介護、農業分野等への就業支援  

○拡 看護職員就業支援等の取組 
(新人看護職員に対する研修や病院合同説明会、再就
業支援等。新たにインターンシップの取組を支援） 

120,059 千円 

○新 県立小出高等学校に「医療専攻」を設置 
(小出高等学校の普通科に看護師等医療業務に従事
する人材を育成する「医療専攻」を設置） 

 

○拡 看護職員再就業支援強化事業 
(未就業有資格者に対する再就業支援講習会や相談
会の取組を拡充) 

6,437 千円 

○新 県立病院附属看護職員養成施設の設置検討 
(県立病院附属看護職員養成施設の設置に向けた調
査・検討)  

500 千円 

○新 病院内保育所施設整備費補助金 
(病院等が設置する院内保育所の施設整備に対する補
助) 

14,680 千円 

福祉・介護人材就業支援等の取組 
(再就職に向けた研修、職場体験や現任職員のキャリア
アップ支援等を実施） 

75,096 千円 

○拡 看護職員養成推進の取組 
(看護職員養成施設の新設･定員増に向け､看護教員の
養成支援や実習先の確保、調査・検討等を実施） 

1,875 千円 

○新 中山間地域新規就農者チャレンジ支援事業 
(中山間地域において、新規就農者の企画販売力を強化
する農業法人を新たに支援) 

3,260 千円 

○拡 看護学生修学資金貸付金（臨時貸与） 
(県内看護系大学大学院修士課程在学者を対象者に
追加し、看護学生修学資金の貸与を拡充） 

161,700 千円 

○拡 青年就農支援事業 
(青年就農者に対し、就農前の研修期間や就農直後の
所得を確保する給付金を交付） 

888,152 千円 

○新 医療従事者育成推進事業 
(県立高校看護科の設置に係る調査・研究)  

500 千円 

○拡 にいがたフォレスト・ワーク支援事業 
(林業技術者の養成研修や林業就業を目指す若者等
へ給付金を交付)                23,664 千円 

  

（３）職業訓練による就労支援の強化 （４）緊急雇用の創出 

離職者等再就職訓練事業 
若年者職業能力開発事業 

○拡 障害者雇用促進能力開発事業 
(離職者等を対象にテクノスクール・民間教育機関等を
活用して公共職業訓練を実施） 

                          1,450,972 千円 

新潟県緊急雇用創出事業臨時特例基金事業 
新潟県緊急雇用創出事業臨時特例基金事業補助金 
 (多様な人づくりによる雇用拡大や地域に根ざした起業
家への支援により雇用・就業機会を創出）          
  

3,655,653 千円    
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1-4 

魅力ある農林水産業と農山漁村の実現 141 億円（＋ 13.8％） 
 

農業は大きな転換期を迎えています。本県農林水産業が、将来に希望を持てる魅力ある産業

へと更に発展していくためには、所得確保の取組を重点的に推進していく必要があります。 

 このため、経営の多角化・複合化、農地集積等による先導的経営体の育成や経営基盤の強化

のほか、新潟米にふさわしい食味・品質の確保と多様な銘柄米の生産拡大、需要に応えられる

園芸・畜産品目の戦略的拡大の取組を推進するとともに、将来の本県農林水産業を担う人材の

確保・育成に取り組んでいきます。また、国の新たな制度の効果検証のほか、中山間地域にお

ける持続的な営農体制づくりや、地域資源を活用した都市と農山漁村の交流促進の取組も進め

ていきます。 

〔主な事業〕  

（１）農業における所得の向上 

○新 水稲晩生新品種戦略策定 
（水稲晩生新品種の生産・販売戦略等を策定）  

31,288 千円 

○新 農地中間管理機構関連事業 
（農地中間管理機構の整備により担い手への農地集
積・集約を加速化）  

1,749,722 千円 

○新 新たな米産業創出・食品素材化新技術開発事業 
（産学官でクラスターを形成し、新たな米産業創出につな
がる米の食品素材化技術等の研究開発を推進）  

22,859 千円 

○新 経営体発展戦略実践支援事業 
(園芸、加工、流通・販売等の経営部門の専任者育成
やリスク回避など農業法人の経営発展に向けた取組を
支援) 

7,500 千円 

○拡 新潟米ブランド力強化対策事業 
（食味・品質確保のための区分集荷・区分販売等の取組
や「新潟米」の評価向上につながる取組を支援）  

17,271 千円 

○新 施設園芸次世代モデル創出事業 
（新たな多収穫技術や生育環境制御システムを取り入
れた高収益施設園芸モデル経営の創出を支援） 

41,823 千円 

新潟米消費拡大事業 
（新潟米の消費拡大と併せ、ＤＮＡ分析等流通状況の把
握などによる信頼確保のための取組を実施）  

22,577 千円 

○拡 加工・業務用原料県内流通実証事業 
（県内実需者と産地とのマッチングに加え、卸売市場が
行う新たな契約取引の実証試験を支援）  

2,717 千円 

○拡 中山間地域新規就農者確保モデル等の取組  
(国の新たな制度を踏まえ、中山間地における新規就農者
雇用に対する所得保障に加え、耕作放棄地等の再生も含
めた非主食用米への誘導効果を検証)                  

23,709 千円 

○拡 食のにいがたブランド推進事業 
(首都圏における県産品販売のネットワーク強化や活用
に加え、産地とコンビニエンスストアとのマッチングを支
援)                              

27,534 千円 

○新 非主食用米地域流通支援事業 
（加工用米の県内食品産業等へ安定供給体制の構築、
多収性品種の導入を支援） 

                        94,661 千円 

「にいがた和牛」グレードアップ事業 
(首都圏に通用するブランドを確立するため、「にいが
た和牛」の生産拡大と品質向上を支援) 

7,707 千円 

○新 米粉競争力強化検討事業 
(米粉の製造コスト低減など、競争力強化に向け検討を実
施) 

1,000 千円 

○新 酪農生産基盤強化対策事業 
(酪農後継者の育成と高能力牛の導入、後継牛の確
保、改良等による生産性向上の取組を支援) 

15,485 千円 

○新 米粉ニュービジネス創出事業 
(米粉を使用したヘルシーメニューを開発し、外食チェー
ン等で提供することにより、米粉の普及拡大を推進） 

4,500 千円 
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（２）農業の魅力発信とビジネス化への支援   

６次産業化の推進 
(６次産業化を推進するネットワークを構築し、商品開発や
販路開拓等の支援や、経営体による農業関連交流ビジ
ネスの取組等を支援) 

21,526 千円 

○新 中山間地域新規就農者チャレンジ支援事業〔再掲〕 
(中山間地域において、新規就農者の企画販売力を強化
する農業法人を新たに支援) 

3,260 千円 

○新 にいがた夢農業・人づくり事業 
(県内農業系教育機関が連携し、先進的農業法人でのイ
ンターンシップ研修の強化等、教育環境を充実) 

7,050 千円 

○拡 青年就農支援事業〔再掲〕 
(青年就農者に対し、就農前の研修期間や就農直後の
所得を確保する給付金を交付） 

888,152 千円 

○拡 農業総合研究所研究開発の促進 
(多様なニーズに対応するため、共同研究等を充実すると
ともに、研究機器材の整備を強化) 

574,890 千円 

 

  

（３）水産・林業の振興  

○新 陸上養殖研究促進事業 
(陸上養殖の研究体制強化) 

                 1,000 千円 

ふるさと越後の家づくり事業［一部２月補正］ 
(住宅建築時の越後杉使用量に応じた購入費や県産
瓦利用面積に応じた購入費に対して支援) 

220,000 千円 

新資源管理制度導入推進事業 
(えびかご漁の網目拡大の支援、個別漁獲割当（IQ）モデ
ルの検証) 

                 6,241 千円 

○新 木質バイオマス安定需給推進事業 
(木質バイオマスの安定供給に向け、早生樹栽培技術
や、木材の効率的な運搬手法の実証等を実施) 

                3,401 千円 

○拡 にいがたフォレスト・ワーク支援事業〔再掲〕 
(林業技術者の養成研修や林業就業を目指す若者等へ
給付金を交付) 

                 23,664 千円 

 

  

（４）農山漁村の多面的機能の発揮  

グリーン・ツーリズム推進強化費 
(小中学校の教育旅行の受入拡大、農家民泊への支援
や新潟らしい滞在型体験メニューの開発等による交流人
口の拡大を促進)  

16,755 千円 

基幹水利施設ストックマネジメント事業 
(既存水利施設の長寿命化を図るための計画策定と、
計画に基づく補修・補強・更新の実施) 

924,233 千円 

中山間地域等直接支払交付金 
(中山間地域等の多面的機能や農業生産活動の継続や
広域連携の取組を支援) 

2,416,961 千円 

○拡 震災対策農業水利施設点検・調査計画事業〔再掲〕 
(農業水利施設等の耐震性点検・調査について対象を
拡大して実施、ハザードマップ作成を支援) 

601,000 千円 

○新 多面的機能支払交付金 
(農業の多面的機能の維持・発揮のため、農業者等が共
同で取り組む水路・農道等の保全活動を支援) 

1,585,493 千円 
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1-5 

北東アジア交流の推進と拠点性の向上              18 億円（＋ 0.9％） 

 本県は、長年にわたる対岸交流実績や地勢学的な優位性に加え、日本海側有数の空港・港湾、

首都圏など主要な経済圏を結ぶ高速交通網等の優れた社会資本を有しています。 

北東アジアを含む大陸との交流の活性化を図るため、新潟港、直江津港及び新潟空港の利便

性の向上や利用促進のほか、新たな航路・航空路の開拓への取組を進めていきます。加えて、

新幹線・並行在来線の活用による地域の活性化や、離島航路・航空路の活性化にも取り組みま

す。 

また、本県が北東アジアをはじめとした諸外国や近隣各県との中で、人的・経済的な交流・

交易の結節点となるための取組を進めていきます。 
  

〔主な事業〕  

（１）交通結節点の活性化と拠点性の向上 

○拡 新潟空港からの海外旅立ち推進事業 
(新潟空港を利用した海外研修旅行等に参加する学生、
生徒に対するパスポート取得助成の対象を拡充) 

27,500 千円 

○拡 県内港コンテナ貨物利用拡大支援事業 
(船社に対する支援対象航路を拡充するほか、利用貨
物の増加のための取組を推進) 

179,090 千円 

新潟空港路線利便性向上事業 
(新規路線の誘致活動に加え、国際定期路線の新規就
航又はロシア線などの増便を支援) 

28,371 千円 

○拡 日本海横断航路支援事業 
(安定運航に向けた民間及び行政の出資による船舶の
確保や、利用貨物増加のための荷主支援等) 

205,882 千円 

ハルビン線を活用した交流事業 
(ハルビン線を活用した交流の取組を推進) 

15,050 千円 

○新 旅客船誘致推進事業〔再掲〕 
(クルーズ船誘致に向けた情報収集活動や歓迎行事の
開催等による受入体制の整備) 

1,710 千円 

○拡 新潟空港の利用促進 
(空港の利用促進に向け、海外修学旅行等の促進などの
取組を拡充) 

70,013 千円 

○新 朱鷺メッセ連絡デッキ落下事故復旧対策費〔再掲〕  
(朱鷺メッセ利用者の利便性向上を目的に、平成 15 年
8 月に落下した連絡デッキを復旧) 

66,219 千円 

新潟空港へのアクセス向上 
(空港リムジンバスの運行及び乗合タクシーの活用による
新潟空港へのアクセス向上のための取組を推進) 

 69,432 千円 

離島の航路・航空路の維持活性化 

小木直江津航路利用促進緊急対策事業 
(航路の利用活性化を図るため、エージェント等を通じ
各種誘客に向けた取組を実施)                            

40,082 千円 

○新 えちごトキめき鉄道新駅整備調査補助金〔再掲〕 
(えちごトキめき鉄道の利用者増加の観点から、新駅設置
に関する可能性を調査する取組を支援) 

7,482 千円 

○新 小木直江津航路運航支援事業補助金〔再掲〕 
(小木直江津航路の運航を確保するため、航路損益の
赤字に対し支援) 

131,691 千円 

○拡 新幹線活用地域活性化事業 
(２つの新幹線を活用した地域の活性化を図るため、官民
あげた取組を拡充) 

4,000 千円 

粟島航路利用促進事業  
(粟島航路を安定的に維持するため利用促進の取組を
推進) 

5,000 千円 

○新 北陸新幹線・並行在来線開業記念祝賀事業  
(北陸新幹線・並行在来線の開業を記念して開催される
祝賀事業に支援し、地域の情報発信や開業機運の更な
る醸成を推進） 

6,000 千円 

新潟－佐渡航空路の維持活性化 
(離島航空路の維持確保を支援するとともに、利用促進
のための取組を推進) 

37,309 千円 
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（２）北東アジアをはじめとした諸外国との交流の推進 

○拡 北東アジア交流戦略事業 
(対岸との商流確立と拡大に向けた取組を展開。新規ビ
ジネス開拓に向けた取組を拡充） 

42,593 千円 

○拡 中国環境ビジネス支援事業 
(中国の環境汚染問題に対して環境ビジネスに取り組
む県内企業のプロモーション活動支援を拡充） 

2,894千円 

○拡 東南アジアビジネス等推進事業 
(東南アジア等へのビジネスチャンス創出に向けた取組を
展開。新たに東南アジアでのPRコーナー設置を検討） 

9,000 千円 

日中交流推進事業 
(本県及び中国のマスコミ交流の実施など中国との交流
を推進） 

11,000 千円 

○拡 日本海横断パイプライン構想調査研究 
(日本海横断パイプライン構想の議論をより深めるため、
産業界からの協力を得ながら事業性に関する調査研究
を実施） 

3,500 千円 

環日本海経済研究所の活動支援 
(北東アジア交流圏における本県の拠点性向上を図る
ため、環日本海経済研究所の調査研究活動を支援） 

116,548 千円 

○新 国際エネルギービジネス展開支援事業 
(エネルギー分野におけるロシアでの新規ビジネス案件の
開拓に向けた県内企業の活動を支援） 

1,500 千円 

○新 北米市場県産品販路開拓事業 
(ニューヨークに本県物産のＰＲコーナーを設置し、県
産品の販路開拓を図るとともに本県の魅力を発信) 

4,500 千円 

日露エネルギー・環境対話イン新潟の開催 
(日本とロシアとのエネルギー・環境協力の促進を目指
し、両国の官民専門家による会議を本県で開催） 

2,000 千円 

○拡 外国人観光客誘致に向けた取組 〔再掲〕 
(成長著しい東南アジアなどへのメディアを活用した広
報宣伝やエージェントへのセールス等の誘客活動を拡
充して実施) 

89,255 千円 
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2-1 

安心して子どもを生み育てる環境整備（医療・保育の充実など） 
169 億円（＋ 6.2％） 

 
 

少子化の進行を食い止めるためには、安心して子育てできる環境を整え、子育て世代の負担

を減らし、社会全体で子育てを支援していく仕組みの構築が重要です。 

このため、県としては、子育てのための経済的支援を拡充するとともに、病児・病後児保育

をはじめとする子育て支援・保育の充実や小児救急・周産期医療の体制整備のほか、いじめの

早期発見と解決に向けた教育環境の整備にも取り組んでいきます。   
〔主な事業〕 

（１）多様な子育て環境の整備 

○新 少子化対策モデル事業検討費 
(少子化対策の有効な手法をモデル的に実施するための制度
を検討)  

1,953 千円 

○新 病児・病後児保育開設支援事業 
(開設初期における収支不足額を支援することにより、病児・病後
児保育施設の設置を促進)  

10,500 千円 

○拡 保育所等設置補助金 
(保育所等の施設整備に対する補助) 

1,886,748 千円 

病児・病後児保育施設の設置・運営支援 
(病児・病後児保育施設の整備や運営に対する補助) 

193,967 千円 

○拡 未満児保育事業 
(２歳未満児に対する保育士の加配人件費について、
対象となる施設数及び保育士数を拡充して支援) 

598,145 千円 

○拡 認定こども園整備事業補助金 
(認定こども園の施設整備に対する補助対象箇所の拡充)  

367,136 千円 

○拡 県単障害児保育事業 
(発達の遅れ等により保育に配慮を要する子に対し保
育士を加配する場合の支援を拡充) 

33,373 千円 

市町村児童環境づくり基盤整備事業 
(放課後児童クラブに対する支援) 

543,119 千円 

  

（２）子ども医療等の充実 

○拡 子ども医療費助成事業 
(市町村が行う子どもの医療費助成に対する支援を拡
充) 

1,198,620 千円 

周産期医療対策事業 
(妊産婦や新生児に高度医療を提供する体制を整備) 

 142,237 千円 

○拡 不妊治療費助成事業（県単分） 
(体外受精等の不妊治療に対する費用助成。国制度の
上乗せ助成を拡充)  

64,173 千円 

小児救急医療支援事業 
(休日・夜間の診療体制を確保する病院への支援) 

7,708 千円 

○新 風しん予防接種緊急対策 
(先天性風しん症候群の発生を防止するため、抗体検
査を実施するとともに、予防接種の費用を支援) 

22,845 千円 
 
 
 
 
 

 

特徴２ 教育環境の整備など、選ばれる新潟県づくりを進め、

人口の自然減・社会減に対応していきます 
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（３）教育環境の整備 

○拡 いじめ･不登校･暴力行為等の解消及び未然防止の取組 
 (いじめ見逃しゼロ県民運動の展開、ネットいじめへの対応
を強化) 

178,501 千円 

私立幼稚園子育て支援推進事業 
(子育て相談・未就園児の親子登園等の取組を支援) 

28,700 千円 

○新 土曜日の教育支援活動モデル事業 
(地域の社会資源を活用した土曜日の教育支援体制の構築
を支援し、土曜日ならではの教育活動を実践) 

600 千円 

○新 私立幼稚園等緊急環境整備事業 
(幼児教育の質向上に向けた遊具・教具等の整備を支援)  

20,000 千円 

（４）社会環境の整備 

新潟県人口問題対策会議の開催 
(外部有識者を含めた人口問題対策会議を開催し、人
口減対策について検討) 

3,457 千円 

○新 地域少子化対策強化推進事業 
(結婚・妊娠・出産・育児の「切れ目ない支援」を実施し、
少子化対策を強化) 

30,000 千円 

“企業と女性”やる気応援事業 
(男女共同参画推進に取り組む企業の支援や、企業の
経営者に対する働きかけ等を実施) 

4,786 千円 

○新 地域少子化対策強化補助事業 
(結婚・妊娠・出産・育児の「切れ目ない支援」を実施する
市町村の少子化対策強化の取組を支援) 

116,000 千円 

ワーク・ライフ・バランス推進企業応援事業 
(企業のワーク・ライフ・バランスの取組を推進するため、
専門家派遣やリーダー養成講座を実施) 

1,706 千円 

ひきこもり地域支援センター事業 
(相談体制の整備等により、ひきこもり本人の自立を促進) 

1,543 千円 

○拡 子ども安全ネットワーク構築事業 
(スクールサポーターを増員し、学校内や登下校中など
の子どもの安全を確保) 

18,304 千円 

庁内託児所の運営 
(事業所内託児所の普及に向け、南魚沼地域振興局に
設置した庁内託児所の一般の方への利用拡大のため、
保育料を引下げ改定) 

11,069 千円 
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2-2 

住みやすいふるさとづくりと暮らしやすさの発信 72 億円（-5.6%）※ 
 

  

人口の社会減に歯止めをかけることは喫緊の課題です。 

 このため、県としては、住みやすいふるさとづくりに向けた取組を進めるとともに、若者の

県内企業への就職に向けた環境整備を進めるほか、個性ある豊かな新潟暮らしを創出・発信し、

県外在住者の UI ターンや新潟への定住の促進に取り組んでいきます。また、防災グリーンツー

リズムの取組も引き続き進めていきます。 

  
〔主な事業〕  

（１）若者の U・I ターン促進  

○拡 定住促進（リブ・インにいがた）対策事業〔再掲〕［一部基金］ 
(にいがたUターン情報センターの運営や就職ガイダンス
等に加え、首都圏大学生向け情報発信の取組を強化) 

34,851 千円 

○新 中山間地域新規就農者チャレンジ支援事業〔再掲〕 
(中山間地域において、新規就農者の企画販売力を強化
する農業法人を新たに支援) 

3,260千円 

○拡 住みたい新潟・若者情報サポート事業 
(情報誌やポータルサイトによる新潟暮らしの魅力発信。
保護者等への働きかけを拡充） 

8,908 千円 

○拡 青年就農支援事業〔再掲〕 
(青年就農者に対し、就農前の研修期間や就農直後の
所得を確保する給付金を交付） 

888,152 千円 

（２）住みやすいふるさとづくりと定住支援  

○拡 ふるさと新潟交流促進事業 
(「ふるさと新潟応援団」加入促進や首都圏でのイベント
開催等。ターゲットに応じた PR を強化) 

8,849 千円 

並行在来線対策費 
(ＪＲからの経営分離に伴い運営会社が行う初期投資等
に対する支援等)  

5,707,711 千円 

○拡 にいがた暮らし情報発信事業 
(首都圏における交流・定住相談窓口の設置、新潟の魅
力・暮らしなどの情報発信等（情報発信ブースを新設）) 

7,980 千円 

○新 えちごトキめき鉄道新駅整備調査補助金 
(えちごトキめき鉄道の利用者増加の観点から、新駅設
置に関する可能性を調査する取組を支援) 

7,482 千円 

○拡 にいがたで「暮らす・働く」応援プロジェクト事業 
(新潟暮らし体験（インターンシップ）による移住対策の支
援に加え、定住に向けた起業研修を実施) 

4,868 千円 

○新 小木直江津航路運航支援事業補助金 
(小木直江津航路の運航を確保するため、航路損益の
赤字に対し支援) 

131,691 千円 

地域による除排雪活動等への支援 
(除雪ボランティアとの協働、コミュニティによる除排雪活
動等や創意工夫による自立した地域づくりを支援） 

65,658 千円 

 

（３）郷土への誇りと愛着の醸成  

○新 新潟で夢をかなえるキャリア教育推進事業〔再掲〕 
(地域と連携したキャリア教育を推進し、若者の流出防止や
Ｕターンを促進) 

10,000 千円 

○新 県内就職につながる学びの場づくり支援モデル事業〔再掲〕  
(県内大学生等の県内就職促進に向け、県内企業等に
対する理解を深めるための機会の充実) 

7,500 千円 

（４）防災グリーンツーリズムの推進  

「心の絆でつながった交流」拡大事業 
(災害時に安心して来ていただける関係を築くため首都
圏自治体、NPO 団体等との交流を推進) 

4,550 千円 

 

 ※並行在来線の初期投資等に対する運営会社への出資等に係る予算が減少したことによるもの 

・並行在来線対策予算の減を除いた場合：＋21.7％ 
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2-3 
 
観光、スポーツ、文化等を通じた交流の拡大 

 
31 億円（＋ 14.2％） 

 
 

 観光、スポーツ、文化の振興は、活力に満ちた地域の魅力を高め、ひいては世界・国内外と

の交流人口の拡大につながる重要な施策です。 

このため、県としては、北陸新幹線の開業を見据え、関西圏における本県物産・観光情報の

発信を強化するなど首都圏に加えて関西圏からの誘客を官民一体で推進するとともに、スキー

観光の活性化やインバウンドの促進、情報環境の整備促進による観光客の満足度向上に取り組

み、「観光立県」を目指します。また、2020 年の東京オリンピックを見据え、世界で活躍でき

るスポーツ選手の育成やスポーツ人材の交流・定着に取り組むとともに、スポーツイベントや

芸術文化に親しむ機会の充実などにより、交流人口の拡大を図ります。 
  

〔主な事業〕  

（１）本県の多様な資源を活用した新たな魅力づくり 

○新 関西情報発信拠点の設置 
(北陸新幹線開業を見据え、関西圏における本県物産・
観光の情報発信拠点の整備・運営) 

37,812 千円 

○新 新しい観光コンテンツづくりの推進 
(アクティビティなどを活用した着地型観光や和食など新
たなコンテンツの開発や情報発信を総合的に支援) 

11,000 千円 

○新 関西圏戦略的情報発信事業 
(関西圏と本県の交流人口拡大に向け、広範なプロモー
ション活動を展開し、本県物産・観光情報を発信) 

11,900 千円 

首都圏情報発信調整費 
(新潟の魅力を首都圏等において効果的に情報発信) 

43,000 千円 

○新 北陸新幹線沿線地域観光促進事業 
(北陸新幹線開業に伴う沿線地域の観光誘客を促進す
るため、春日山やジオパークなどの観光資源を活用した
受入企画の充実や受入体制の整備等を支援) 

6,000 千円 

グリーン・ツーリズム推進強化費〔再掲〕 
(小中学校の教育旅行の受入拡大、農家民泊への支援
や新潟らしい滞在型体験メニューの開発等による交流
人口の拡大を促進)  

16,755 千円 
 

（２）国内外の観光客誘致の拡大 

 

○拡 観光関連施設情報環境整備促進事業 
(観光案内所及び宿泊施設等への Wi-Fi スポットの整備
に加え、Bluetooth 等の整備を支援) 

16,000 千円 

○新 旅客船誘致推進事業 
(クルーズ船誘致に向けた情報収集活動や歓迎行事の
開催等による受入体制の整備) 

1,710 千円 
 

ご当地グルメイベント開催費補助金 
(ご当地グルメを活用した食のイベントの開催を支援) 

 6,000 千円 

小木直江津航路利用促進緊急対策事業〔再掲〕  
(航路の利用活性化を図るため、エージェント等を通じ各
種誘客に向けた取組を実施) 

40,082 千円 
 

東京観光センター事業 
(ネスパスで新潟旅行商品の販売及び観光案内を実施) 

12,758 千円 

子どもスキー天国推進事業 
(子どもを対象にしたモニターツアーの取組を実施) 

7,900 千円 
 

大阪観光センター事業 
(デスティネーションキャンペーン及び北陸新幹線開業
を見据え、関西からの誘客を促進) 

9,200 千円 

○拡 外国人観光客誘致に向けた取組 
(成長著しい東南アジアなどへのメディアを活用した広報
宣伝やエージェントへのセールス等の誘客活動を拡充
して実施) 

89,255 千円 

「うまさぎっしり新潟」観光推進協議会事業［基金］ 
(平成 26 年春のデスティネーションキャンペーン関連の
取組を実施) 

18,000 千円 

○新 朱鷺メッセ連絡デッキ落下事故復旧対策費 
(朱鷺メッセ利用者の利便性向上を目的に、平成 15 年 8
月に落下した連絡デッキを復旧) 

66,219 千円 
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（３）スポーツの振興 

競技水準向上対策 
(スポーツドクターやコーチ派遣による選手強化等) 

102,126 千円 
 

地域密着型スポーツ支援事業 
(地域密着型プロスポーツの活動を支援) 

16,500 千円 

新潟スーパージュニア育成事業 
(競技団体等が主体となったジュニア選手育成の取組を
強化) 

114,787 千円 
 

県民スポーツ推進費 
(大規模なスポーツイベント及びスポーツ合宿誘致、プロ
野球公式戦等の招致を推進するための活動等) 

16,029 千円 

新潟から世界へ夢プロジェクト事業 
(世界の舞台で活躍できる選手育成に向け競技団体等
が実施する総合的なサポートを支援) 

10,000 千円 
 

○新 スポーツライフ体験教室開催事業 
(身近な場所で手軽にできるスポーツや運動の体験教室
を開催) 

1,650 千円 
 

○新 オリンピック選手育成事業 
(本県からオリンピックに出場し活躍できる選手の輩出に
向け、選手の育成等を強化) 

27,000 千円 
 

○拡 県立武道館基本計画策定費 
(県立武道館の整備に向けて、基本計画を策定) 

8,316 千円 

○新 競技力向上・選手育成基金の設置 
(競技水準の向上を図るとともに、国際競技大会等を目
指す優秀なスポーツ選手を育成するための基金を設置) 

100,000 千円 
 

 

（４）文化の振興 

佐渡金銀山世界遺産登録推進 
(登録推薦書案の作成や登録推進県民会議の運営、佐
渡市が行う文化財調査・整備等を支援) 

100,162 千円 
 

県立美術館企画展 
(法隆寺展等の開催) 

165,887 千円 

地域文化創造・発信事業 
(ポータルサイト「新潟文化物語」による新潟文化の魅力
の発信） 

2,308 千円 

新潟文化祭 
(県民参加型の総合文化祭の開催) 

1１,227 千円 
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2-4 
 
個を伸ばす人づくりの推進（教育環境の充実） 

 
154 億円（＋ 9.9％） 

 
 

進学や就職を理由とする若者の転出超過に歯止めをかけるためには、若者が新潟で学びたい

と思うような魅力ある教育環境の充実が重要です。 

このため、県としては、郷土を愛する心と将来の夢と希望を育むキャリア教育や特色ある高

校づくりに取り組むとともに、県内大学の振興や県立大学の充実など、個を伸ばす人づくり環

境の創出への取組や、低所得世帯の教育費負担軽減などにより若者が希望を持って集う魅力的

な教育環境の整備を進めます。 
  

〔主な事業〕  

○新 新潟で夢をかなえるキャリア教育推進事業  
(地域と連携したキャリア教育を推進し、若者の流出防止
やＵターンを促進) 

10,000 千円 

○新 奨学給付金〔再掲〕 
(低所得世帯の高校生等の教育費負担を軽減するため、奨
学のための給付金を創設) 

161,199 千円 

○拡 少人数学級の推進 
(新たに小学校 4・5 年生、中学校 1 年生を対象に 35
人学級を導入) 

1,262,490 千円 

魅力ある私立高校づくり支援事業 
(国際人材の育成や進路実現等、魅力ある私立高校づくりへ
の取組を支援) 

108,000 千円 

○新 学力向上推進システムの改善 
(Ｗｅｂサイトを利用した学力向上推進システムの機能を
強化し、学力向上を推進) 

2,498 千円 

私学振興補助金 
(私立幼稚園、中学校、高校、専修学校等の経常的経費
等に対する支援) 

9,523,301 千円 

○新 新潟の未来に貢献するグローバル人材育成事業 
(グローバル化する本県の地域産業や地域社会で活躍
できる人材や、将来、国際社会で活躍できるグローバル
リーダーを育成)                                      

26,941 千円 

○拡 大学経営力強化支援事業 
(県内大学等の入学者増加に向けた特色ある取組や新た
な学部等の設置に向けた取組など､経営力の強化を支援) 

  24,000 千円 

個を伸ばし、夢を叶える若者育成事業 
(県立高校等で特色ある学科や専門教育を推進) 

86,167 千円 

○新 県内就職につながる学びの場づくり支援モデル事業 
(県内大学生等の県内就職促進に向け、県内企業等に対
する理解を深めるための機会の充実) 

7,500 千円 

○拡 魅力ある高校づくりプロジェクト 
(夢や希望を持って生徒が集まる高校づくりのための
プロジェクトを実施。生徒の海外研修に対する支援を
拡充) 

16,306 千円 

県立大学に対する運営費交付金 
(県立大学の運営費の交付) 

830,771 千円 

オンリーワンスクール・ステップアップ事業 
(地域や学校の特色を活かした教育活動を展開し、新
潟の将来を担う生徒を育成) 

12,000 千円 

○新 県立大学大学院設置準備事業 
(県立大学大学院の平成 27 年度開学に向けた取組) 

4,763 千円 

○新 県立小出高等学校に「医療専攻」を設置〔再掲〕 
(小出高等学校の普通科に看護師等医療業務に従事
する人材を育成する「医療専攻」を設置） 

県立看護大学に対する運営費交付金 
(県立看護大学の運営費の交付) 

550,932 千円 
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2-5 

安定した雇用の場の創出・確保 41 億円（＋ 8.1％） 
 
 

若者が希望を抱き、多くの人々が未来を描くことのできる地域社会を実現するためには、生

活の基盤となる安定した雇用の場の確保が必要です。 
このため、県としては、県営産業団地等の企業誘致や、新たな雇用の場を自ら創出する新規

創業等への支援に取り組むとともに、UI ターン就職の推進や若年者の就労支援、雇用のミスマ

ッチ解消など雇用環境の整備を推進し、将来に向かって希望が持てる社会の実現に向け、安定

した雇用の場の創出・確保に努めていきます。また、人員不足が喫緊の課題である看護職員の

確保に向けた取組を進めていきます。 
  

〔主な事業〕  

（１）雇用の場の創出・確保  

企業誘致の促進 
(企業の工場、研究開発施設等の新増設に対する支援、
本県の強み・魅力を情報発信） 

 

○新 中山間地域新規就農者チャレンジ支援事業〔再掲〕 
(中山間地域において、新規就農者の企画販売力を強化す
る農業法人を新たに支援) 

3,260千円 

建設業活性化支援事業〔再掲〕 
(新分野進出による経営の多角化等経営基盤の強化
に取り組む建設業者等への支援） 

17,130 千円 

○拡 青年就農支援事業〔再掲〕 
(青年就農者に対し、就農前の研修期間や就農直後の所
得を確保する給付金を交付） 

888,152千円 

起業チャレンジ奨励事業〔再掲〕 
(若年起業家等による創業へのチャレンジを支援) 
 

   50,000 千円 

 

（２）雇用環境の整備  

○拡 定住促進（リブ・インにいがた）対策事業［一部基金］ 
(にいがたUターン情報センターの運営や就職ガイダン
ス等に加え、首都圏大学生向け情報発信の取組を強
化)                        34,851千円 

○拡 障害者雇用の促進〔再掲〕［一部基金］ 
(職場実習や先進的な取組事例の発信、企業が行う先導
的なプロジェクトに加え、ジョブコーチの育成等を支援す
ることにより障害者の雇用環境を整備） 

39,608千円 

○拡 若年求職者マッチング支援事業［一部基金］  
(若年求職者と中小企業との雇用のミスマッチ解消に
向けた合同企業説明会・セミナーの開催に加え、動画
を活用した企業ＰＲの取組を強化) 

15,420 千円 

○新 県内就職につながる学びの場づくり支援モデル事業〔再掲〕 
(県内大学生等の県内就職促進に向け、県内企業等に
対する理解を深めるための機会の充実) 

7,500千円 

若年者ワンストップサービスセンター事業 
(「若者しごと館」を活用した若年者の就労を支援） 

3,361 千円 

○拡 生活困窮者自立促進支援モデル事業〔再掲〕  
(様々な生活上の困難に直面している就労希望者等に対
し制度横断的・継続的に支援するモデル事業を拡充） 

143,319 千円 

個別労働関係紛争解決促進事業 
(多様化している個別労働関係紛争に対応するため、
労働相談を実施) 

                        3,678 千円 

女性医師サポート事業〔再掲〕 
(女性医師ネットの運営や勤務環境改善のための施設整
備、女性医師の子どもの一時預かり等を支援) 

21,172 千円 

○拡 技能向上訓練費 
(在職者向け職業訓練において、新たに非正規雇用者
向けスキルアップ訓練を実施） 

20,976千円 

○拡 看護職員確保の取組〔再掲〕 
(看護職員の養成、再就業支援、院内保育所整備、修学
資金の貸与等）                        

305,751 千円 

“企業と女性”やる気応援事業〔再掲〕 
(男女共同参画推進に取り組む企業の支援や、企業の
経営者に対する働きかけ等を実施) 

4,786 千円 
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3-1 

医療サービスの充実 717 億円（＋ 20.4％） 
 

 

安定的な地域医療の確保と県民の皆様の健康寿命の延伸は重要な課題です。 

県としては、医師の不足と地域偏在の解消に向け、県外からの医師の招へいや、医師にとっ

て魅力ある勤務環境や研修環境づくりなどの対策に重点的に取り組みます。 

また、新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院や十日町病院、加茂病院の整備、県央

基幹病院の基本構想を踏まえた関係者との調整など地域医療提供体制の充実強化を図るととも

に、食生活の改善推進等による生活習慣病やがんの予防に向けた取組を進め、｢健康長寿の新潟

県づくり」を推進していきます。 

〔主な事業〕  
(１) 医師不足対策の推進  

勤務医招へい等の対策 
(勤務医や臨床研修医の招へい、離職防止を図る取組
を進めるとともに、勤務の弾力化等勤務医の負担軽
減の取組を支援)                    261,037 千円 

○拡 医師養成修学資金貸与事業 
(県出身県外医学生貸与枠を拡大し、医学生に対する
修学資金の貸与を充実)  

263,276 千円 
○拡 医師・臨床研修医招へい総合支援事業 
(臨床研修指導医に対する研修や臨床研修病院見学
会、指導医と医学生との懇談会の開催等) 

             25,091 千円 

○新 臨床研修医奨学金貸与事業 
(県内で初期臨床研修を受ける研修医で研修修了後引
き続き県内医療機関に勤務する者に奨学金を貸与)  

6,000 千円 
臨床研修医受入支援モデル事業 
(研修内容の充実など魅力ある臨床研修病院づくりを支
援)                        

  20,000 千円 

医師招へい・へき地医療支援事業 
(他県医師・医学生の勧誘、医師・医学生への情報提
供) 

6,082 千円 
○拡 地域医療支援センター運営事業 
(新たに、学生・医師の相談に応じる専門相談支援員の
配置や県外医師を招へいする医療機関に対する勤務
環境改善等のための支援を実施)      43,237 千円 

若手医師の海外留学研修の支援 
(県立病院における若手医師の海外留学研修を支援) 

7,500 千円 

民間医師紹介業活用促進事業 
(民間医師紹介業を活用した医師招へいの取組を支援) 
 

13,650 千円 

新潟県地域医療システム研究推進事業 
(地域医療医育成のため新潟大学大学院に寄附講座
「総合地域医療学講座」を設置) 

45,000 千円 

首都圏等医療機関との連携構築の推進 
(医師招へいのための首都圏等医療機関との提携に向
けた取組) 

4,679 千円 

医師養成規制緩和活動事業 
(規制緩和の実現に向け、国への働きかけ等を実施) 

1,000 千円 

研究センター運営事業 
(魚沼地域においてコホート研究を実施) 

100,988 千円 

 

地域医療推進・教育学講座設置費 
(新潟大学大学院に研修医定着等に向けた研究を行う
寄附講座「地域医療推進・教育学講座」を設置) 

22,000 千円 

 

女性医師サポート事業 
(女性医師ネットの運営や勤務環境改善のための施設
整備、女性医師の子どもの一時預かり等を支援) 

21,172 千円 

 

勤務医サポート事業 
(開業医等によるへき地医療機関の勤務医の支援や、
医師事務作業補助者の導入を促進) 

       10,220 千円 

 

特徴３ 誰もが健康でいきいきと暮らせる福祉・医療サービス

の充実に努めます 
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(２) 健康長寿の推進と医療の確保 
 

○新 健康長寿推進事業 
(県民の平均寿命と健康寿命の延伸に向け、食生活改善
のための取組等を実施) 

4,337 千円 

○拡 新 潟 大 学 地 域 医 療 教 育 セ ン タ ー・ 魚 沼 基 幹 病 院 新 築 事 業 
(新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院の建設
工事) 

15,098,489 千円 
 

生活習慣病予防・がん予防対策に向けた取組 
(生活習慣病予防のため、運動習慣定着、食育、飲酒・
喫煙対策を推進するとともに、がん罹患状況等を把握) 

36,665 千円 

○拡 新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院の開設に向けた取組  
(財団の運営経費等の支援。病院職員採用の取組等を
強化) 

1,107,644 千円 
 

女性特有のがん対策推進事業 
(女性特有のがん（乳がん、子宮がん）の検診受診率向上
に向けた広域・休日検診の推進) 

6,340 千円 

研究センター運営事業〔再掲〕 
(魚沼地域においてコホート研究を実施) 

100,988 千円 
 
 

がん検診受診促進事業 
(簡便なスクリーニング法を用いたがん検診受診の動機付
け効果の検証や受診率が低い若しくは罹患率が高い者
に対する啓発の実施等） 

2,883 千円 

○新 研究センター移転事業 
(新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院にコホ
ート構築のための機器を整備し、機能を移転) 

18,402 千円 
 
 

○拡 肝炎患者等支援の取組 
(肝炎患者相談会等の開催や肝炎にかかる通院費、定
期検査費、医療費の助成等) 

196,309 千円 

魚沼地域医療連携支援事業 
(魚沼圏域内の地域医療研修コーディネーターの育成等
を支援) 

56,620 千円 
 

○拡 自殺対策強化事業 
(メディア等を活用した自殺予防キャンペーンを強化する
ほか、地域における情報共有の仕組みの構築を支援) 

116,462 千円 

県央医療提供体制再構築推進費 
(県央基幹病院基本構想を踏まえ、関係機関との調整等
を実施) 

1,076 千円 
 

○拡 精神医療の充実 
(夜間救急体制の強化、精神科救急情報センター及び医
療相談窓口の設置・運営により精神医療を充実) 

54,196 千円 

○拡 十日町病院改築事業 
(十日町病院の改築に向け、本体工事等に着手) 

2,012,441 千円 
 
 

ドクターヘリ運航事業 
(ドクターヘリの運航経費を支援) 

212,159 千円 

○新 加茂病院改築事業 
(加茂病院の改築に向け、実施設計等を実施) 

127,880 千円 
 

○拡 ドクターヘリ基地病院等施設・設備整備事業 
(荒天時の運航体制充実のため、地上格納庫の整備経
費を支援) 

148,232 千円 

○新 県立病院におけるＰＥＴ－ＣＴの整備 
(中央病院及び新発田病院への整備に向け、ＰＥＴ－ＣＴ
棟の設計を実施) 

28,078 千円 
 

○新 ドクターヘリ調査事業 
(隣接県との広域連携の拡充、複数機体制の導入可能
性等を調査) 

913 千円 
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3-2 

福祉サービスの充実 515 億円（＋ 0.4％） 
 

 

 高齢者や障害者の方々が、住み慣れた地域で安心して暮らすことができる社会を作ることは、

県民全体で実現しなければならない重要な課題です。 

このため、在宅医療の推進など高齢者や障害者の地域生活を支える取組を進めるとともに、自

立と社会参加を支える環境整備の促進や、授産施設へのアウトソーシング推進や工賃向上の取

組、企業における障害者雇用促進の取組を進めていきます。 

〔主な事業〕  
  
(１)高齢者等の自立・地域生活に対する支援 

高齢者・障害者向け安心住まいる整備補助事業  
(高齢者・障害者の住宅バリアフリー改修を支援) 

33,000 千円 

認知症高齢者介護支援事業  
(医師や介護職員等の対応力・介護技術向上研修や、県
民への認知症の正しい知識の普及啓発等) 

34,919 千円 

高齢者福祉施設整備事業 
(特別養護老人ホーム等の整備を支援) 

950,992 千円 

介護ロボット関連産業の創出〔再掲〕［一部基金］ 
(介護職員の負担軽減を図る腰補助ロボットの導入実証等
を支援することにより、関連産業への参入を促進) 

26,000 千円 

○拡 買い物利便性向上ビジネス支援事業  
(移動販売や宅配など買い物利便性向上に向けた取組
について、生鮮三品の取扱を前提とした要件を緩和す
ることにより、新規参入を促し、買い物弱者対策を促進) 

15,500 千円 

○新 灯油購入費助成事業  
(生活保護世帯に対する灯油価格高騰時の支援の仕組み
を創設) 

17,000 千円 

○新 在宅医療推進のための取組  
(在宅医療提供体制の構築のためのモデル的な取組等
を支援し、地域における在宅医療の基盤整備を推進) 

74,046 千円 

 

  
(２) 障害者の自立と社会参加を支える環境整備 

介護給付費等負担金 
(障害者総合支援法の規定により、市町村が支弁する
自立支援給付等に要する経費を負担) 

7,348,763 千円 

障害者雇用の促進 

障害者就業・生活支援センター事業 
(障害者の雇用促進、職業・生活の安定を支援) 

   37,051 千円 

授産活動プロデュース事業 
(授産施設へのアウトソーシングを推進するとともに、魅
力ある商品づくりや受託作業開拓等の取組を支援） 

                       17,582 千円 

○拡 障害者雇用促進プロジェクト費［一部基金］ 
(障害者の雇用を推進するための企業の先導的なプロジェ
クトに加え、ジョブコーチの育成等を支援) 

29,200 千円 

障害者支援施設等整備事業補助金 
(社会福祉法人等が行う障害者支援施設等の整備を支
援） 

657,373 千円 

障害者職場実習支援事業 
(障害者の就労につながる職場実習に係る奨励金を交付) 

4,128 千円 

○拡 県単障害児保育事業〔再掲〕 
(発達の遅れ等により保育に配慮を要する子に対し保
育士を加配する場合の支援を拡充) 

33,373 千円 

障害者職場実習受入促進事業  
(障害者の職場実習を受け入れる企業に対して実習指導・
施設利用に係る協力費を支給) 

5,280 千円 
軽、中等度難聴児に対する支援  
(身体障害者手帳の交付対象とならない軽、中等度の
難聴児に対し、補聴器購入費用を支援) 

776 千円 

障害者雇用モデル企業情報発信事業 
(障害者雇用の先進的な取組事例を発信し、障害者雇用を
促進) 

1,000 千円 
 ○新 特別支援学校高等部生徒共生社会推進強化事業 

(特別支援学校高等部卒業生を自校等の業務補助員とし
て雇用しスキルアップを図るなど、就労支援の取組を強化) 

60,814 千円 

- 24 -



 

 

 

 

4-1 

災害からの復興 298 億円(-16.1％) 
 

  災害からの復興に向けて、持続可能な地域社会が実現するよう、地域と一体となり、着

実に取組を進めていきます。 

また、中越大震災から節目の 10 年を迎え、復興に向けたこれまでの取組を検証、総括し、

残された課題への対策を講じていくとともに、経験と教訓を伝承し、中越の歩みを全国へ

広く発信します。 

あわせて、東日本大震災による避難者の方々が安心して避難生活を送っていただけるよ

う支援するとともに、原子力災害についても、県民の皆様の安全・安心を第一に対応して

いきます。 
  

〔主な事業〕  

（１）中越大震災、中越沖地震など災害からの復興 

 

中越大震災､中越沖地震､7.13 水害､新潟・福島豪雨災害等対応関係予算 266 億円（-11.9％） 

    生活・生業再建等          109 億円 公共土木施設等の復旧       157 億円 

○住宅再建 

・住宅の補修・改築等に係る融資、借入に対する
利子補給 

  ○公共土木施設等の復旧等 

・再度災害防止のための河川改修、砂防工事等 

○生業再建 

・中小企業事業主に対する融資、利子補給 
・被災農業者等に対する利子補給 
・錦鯉生産者に対する巡回指導 

   

○こころのケア 

・教育復興加配教員の配置、スクールカウンセラ
ーの派遣 

 

○中越大震災 10 周年行事 

・合同追悼式を開催するとともに、首都圏発信シ
ンポジウム等で中越の歩みを全国へ広く発信 

 

    〔基金メニュー〕  

    ［中越大震災復興基金］ ［中越沖地震復興基金］ 

     ○被災者生活支援 

       ・こころのケア事業 
 ○被災者生活支援 

  ・生活支援相談員設置 
  ・健康サポート事業 
  ・こころのケア事業 

     ○地域復興 

       ・地域復興支援員設置支援 
       ・地域貢献型中越復興研究支援 

 ○地域復興 

  ・市民活動支援組織育成 

     ○産業対策 

       ・被災地商工業復興相談支援 
 ○産業対策 

  ・制度融資利子補給等 
  ・ベンチャー企業等スタートアップ支援 

特徴４ 安全・安心で魅力ある新潟県づくりに邁進します 
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（２）東日本大震災の被災者支援 

 

広域避難者の住宅借り上げ支援 
(広域避難者に対し、民間住宅を借り上げ、仮設住宅
として提供）  

963,440 千円 

被災生徒に対する学費軽減 
(被災した私立高校生、私立幼稚園児、専修学生に
対して学費を軽減)  

63,612 千円 

広域避難者の高速バス料金等支援 
(高速道路無料措置の対象とならない二重生活世帯
に対して、高速バス料金等を支援）  

3,720 千円 

緊急スクールカウンセラー等派遣事業 
(被災した児童生徒のこころのケアを行うため、カウン
セラー等を公立学校へ派遣）  

4,148 千円 

被災児童生徒等就学奨励費 
(震災により就学等が困難になった幼児、児童、生徒
に学用品、給食費等の就学支援を実施)  

77,447 千円 

○拡 地域コミュニティ復興支援事業 
(市町村等が行う避難者の見守り支援体制の構築や
交流場所の提供等の取組を支援)  

92,000 千円 

被災生徒に対する奨学金 
(震災により修学が困難になった生徒に対して奨学金
を貸与)  

6,744 千円 

○新 広域避難者交流会開催事業  
(避難の長期化を踏まえ、“ふるさと”との絆を保つた
め、避難者の交流会を広域的に開催) 

4,444千円 

 

（３）原子力災害への対応 

 

○拡 原子力災害対応資機材整備等の取組［一部 2 月補正］  
(原子力災害に備え、災害対応資機材等を整備。また、
原子力災害時に即時避難が困難な住民等の安全を確
保するため、避難所等に対し、放射線防護対策を実施) 

 1,576,878 千円 

放射性物質検査の取組 

消費者の食材検査 
（消費者が持ち込む食材の検査） 

    5,987 千円 
学校給食の食材検査 
（学校給食で使われる食材の検査）           

19,197 千円 

学校給食のモニタリング 
（学校給食一食全体の検査） 

1,196 千円 

県産肉牛安心確保対策 
(県内でと畜される県産肉用牛の全頭検査) 

37,463 千円 
食品等の放射性物質検査 

（県内で流通する食品等の検査） 
     84,041 千円 

輸出用食品の検査の支援 
（県内で製造された輸出用食品の検査に要する
経費の一部を支援）  

             5,564 千円 
 

監視施設設備等整備費 
(環境放射線監視調査のための放射線監視施設の整
備) 

                        210,686 千円 

生態系等放射性物質調査・検討費 
(放射性物質による生態系等への影響を体系的に調査・
監視し、自然環境中での放射性物質の移行状況などを
調査・評価) 

500 千円 
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4-2 

防災立県の推進 137 億円(＋ 15.0％)  
 
 

東日本大震災など様々な災害から得た経験・教訓を活かし、効果的に災害に対応できる防災

体制・危機管理体制の強化を図るため、防災関係情報の収集・発信機能の強化や資機材の整備

等を進めるとともに、防災意識・地域防災力の向上に取り組みます。 

また、耐震化等の減災対策を一層進め、防災立県として全国をリードできる災害に強い社会

システムを構築し、誰もが安心して暮らせる地域社会づくりを進めます。 
  

〔主な事業〕  

（１）危機管理・監視体制の整備 

○拡 危機管理センター改修・増強費 
(危機管理センターの総合防災情報システムの改修・増
強、改修に併せてＧＩＳ機能を強化) 

214,879 千円 
 

大規模災害対応緊急点検事業  
(大規模災害発生時に県管理公共施設の緊急点検を実施) 

5,000 千円 

○新 無人自律航空機活用事業 
(無人自律航空機を活用し、災害被災地等の情報収
集、捜索活動を実施) 

759 千円 
 

○拡 原子力災害対応資機材整備等の取組〔再掲〕［一部 2 月補正］  
(原子力災害に備え、災害対応資機材等を整備。また、
原子力災害時に即時避難が困難な住民等の安全を確
保するため、避難所等に対し、放射線防護対策を実施) 

 1,576,878 千円 

防災対策企画推進費 
(東日本大震災等を踏まえ、防災対策の見直しや大規模・
広域災害に備えた広域応援体制の整備) 

4,812 千円 
 

 

  

（２）家庭・地域・企業等における防災力の向上 

地域防災力向上事業 
(自主防災組織の育成、市町村職員・防災関係者等を
対象とする研修の実施、主体的な地域防災活動の推
進のための先進的事例の調査) 

14,452 千円 
 

防災キャンプ推進事業 
(被災時の対応や学校等を避難所とした生活体験など
の防災プログラムを実践する防災キャンプを実施) 

3,574 千円 
 

○拡 中小企業事業継続マネジメント促進事業〔再掲〕 
(県内企業と首都圏企業の災害時相互連携支援、首都
圏での危機管理セミナーの開催に加え、新たに首都圏
企業を対象にしたリスク分散促進ツアーを開催) 

3,610 千円 

 

  

（３）防災・減災対策の推進 

○新 防災・減災新潟プロジェクト 2014 
(災害からの節目の年に統一キャンペーンとして広報活
動を実施、復興した本県の状況等を県内外に発信) 

4,320 千円 
 

○拡 耐震すまいづくり支援事業 
(耐震性の低い住宅の耐震診断・耐震改修に対する支
援。市町村計画に基づき補助件数を拡充) 

44,872 千円 

地震保険等加入促進事業 
(地震保険等の加入促進を図るための普及啓発や住
宅補強・地震保険料等への補助) 

4,450 千円 
 

耐震建物づくり支援事業 
(建築物の耐震改修の促進に関する法律の改正に伴
い、大規模建築物の耐震診断を支援) 

8,706 千円 

○拡 震災対策農業水利施設点検・調査計画事業 
(農業水利施設等の耐震性点検・調査について対象を
拡大して実施、ハザードマップ作成を支援)   

601,000 千円 

県有施設の耐震診断・改修の促進［一部２月補正］
(災害時に拠点施設となる県有施設の耐震診断・補強
工事を実施) 

6,663,240 千円 
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4-3 

 
安全・安心で快適な県民生活の確保 106 億円（＋ 0.4％） 
 

 

県民のくらしと命を守るために、高速道路網の整備や災害対策、防犯対策を今後も着実に推

進していきます。また、県民の皆様が安全・安心な生活を送れるよう、新型インフルエンザ対

策や複雑化する消費者問題への取組を推進していきます。 

さらに、拉致問題の早期解決を目指し、引き続き取組を進めていきます。 

〔主な事業〕  

（１）県民のくらしと命を守るふるさとづくり  

｢命をつなぐ高速道路」の整備促進 (直轄事業負担金) 
(日本海沿岸東北自動車道の整備促進に向けた取組) 

○新 県立学校における外壁老朽化対策 
(外壁打診検査を緊急に実施し、生徒・職員等の安全を
確保) 

42,369 千円 

土砂災害緊急事業費 
(小規模土砂災害への機動的対応) 

344,431 千円 

地域による除排雪活動等への支援〔再掲〕 
(除雪ボランティアとの協働、コミュニティによる除排雪活
動等や創意工夫による自立した地域づくりを支援） 

65,658 千円 

○新 社会資本維持管理計画推進費 
(社会資本の計画的かつ効率的な維持管理を推進する
ための取組） 

50,000 千円 

有害鳥獣捕獲の担い手緊急確保事業 
(有害鳥獣の捕獲体験研修会の開催、銃の狩猟免許取
得経費の支援） 

2,231 千円 

（２）情報通信体制の充実  

携帯電話のエリア拡大 
(不感地域解消のため基地局の整備に取り組む市町村
への支援) 

23,639 千円 

○拡 観光関連施設情報環境整備促進事業〔再掲〕  
(観光案内所及び宿泊施設等への Wi-Fi スポットの整備
に加え、Bluetooth 等の整備を支援) 

16,000 千円 

情報格差解消支援事業 
(携帯電話利用に必要な衛星による基盤整備に取り組
む市町村への支援) 

2,700 千円 

 

（３）安全・安心なまちづくりの推進  

交通安全「夜光反射材」着用推進の取組 
(夜光反射材の着用を促進し、夜間・歩行中の交通事故
防止を推進) 

2,171 千円 

○新 ＤＶ予防啓発強化事業 
(民間団体と連携し、配偶者暴力等の予防の啓発活動
を強化) 

800 千円 

安全・安心なまちづくり推進事業費 
(防犯意識の啓発や自治会等が行う地域防犯活動を支
援) 

5,045 千円 

消費者行政強化事業 
(多様な主体との連携・協働による被害防止や消費者教
育を推進) 

55,000 千円 

○拡 新型インフルエンザ対策推進事業 
(新型インフルエンザ対策の検討や医療提供体制の強
化など新型インフルエンザ対策の総合的な推進) 

25,413 千円 

市町村消費者行政強化事業 
(相談体制の充実など市町村の消費者行政強化の取組
を支援) 

70,000 千円 

○拡 生活困窮者自立促進支援モデル事業〔再掲〕  
(様々な生活上の困難に直面している就労希望者等に
対し制度横断的・継続的に支援するモデル事業を拡充） 

143,319 千円 

○拡 消費生活センター中核機能強化事業 
(弁護士相談、専任相談員や市町村消費者行政担当
者の研修等の他、新たに弁護士派遣により市町村を支
援) 

2,908 千円 

拉致被害者・家族支援事業 
(拉致問題の全面解決や帰国被害者の自立等に向け
た取組) 

10,000 千円 

 

 

- 28 -



4-4 

食の安全・安心の推進 5.8 億円（＋ 2.7%） 
 
 
 

県民の皆様の毎日の生活の基盤となる「食」の安全を守るために、生産から消費までの各段

階において適切な取組を進め、県民の信頼を確保することが重要な課題です。 

このため県では、放射性物質検査を含めた検査体制の整備と的確な情報提供をはじめ、安全

な食品づくり、監視・検査及び危機事案発生時の即応体制の整備を推進していきます。 
  

〔主な事業〕  

○拡 食の安全・安心プロデュース事業 
(危機事案発生時の特別監視チームの設置、食品安全
広域監視班による監視指導等。残留農薬検査機器更
新、機能強化) 

10,160 千円 

放射性物質検査の取組〔再掲〕 
(消費者の食材検査、給食食材検査、農産物等の検査
等) 

153,448 千円 

○拡 食の安全・安心確保事業 
(輸入食品規格基準検査の実施等。遺伝子組換え食品の
検査精度を向上) 

5,373 千円 

生態系等放射性物質調査・検討費〔再掲〕 
(放射性物質による生態系等への影響を体系的に調
査・監視し、自然環境中での放射性物質の移行状況な
どを調査、評価) 

500 千円 

○拡 適正な食品表示推進事業 
(食品表示ウォッチャーを増員し、表示状況の確認体制
を強化) 

   1,172 千円 

新潟県産コシヒカリ DNA 検査の取組 
(消費者の信頼を確かなものとするため、県産コシヒカリ
のＤＮＡ検査を実施) 

13,500 千円 

消費者行政強化事業〔再掲〕 
(多様な主体との連携・協働による被害防止や消費者教
育を推進) 

55,000 千円 

にいがたクリーンランド戦略事業 
(化学合成農薬・化学肥料を５割以上低減する農業者
へ交付金を交付等） 

97,494 千円 

市町村消費者行政強化事業〔再掲〕 
(相談体制の充実など市町村の消費者行政強化の取組
を支援) 

70,000 千円 

県産稲わら確保対策事業 
(にいがた和牛の飼料となる県産稲わらの広域流通に
向けた流通経費への支援やマッチング活動や新規組
織を育成) 

709 千円 

○拡 消費生活センター中核機能強化事業〔再掲〕  
(弁護士相談、専任相談員や市町村消費者行政担当者
の研修等の他、新たに弁護士派遣により市町村を支援) 

2,908 千円 

選んで安心「にいがた畜産」拡大対策事業 
(衛生管理手法導入農場の認定、飼養衛生管理指導等) 

4,195 千円 
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4-5 

地球・自然環境保全対策の積極的な推進 84 億円（＋ 12.2％） 
 
 

地球温暖化をはじめとした様々な環境問題に対応し、次の世代に安全で快適な環境を引き継

いでいくことが、現在を生きる私たちに求められています。 

このため、地域の特性を生かした再生可能エネルギーの導入促進に積極的に取り組むととも

に、カーボン・オフセット制度の活用等により地球温暖化対策を総合的に推進します。 

また、人と自然が調和した誇るべき「ふるさとの環境」づくりを進めるため、環境に優し

い社会、持続可能な循環型社会の形成を進めていきます。 

〔主な事業〕 
 

（１）地球温暖化対策  

地球温暖化対策リーディングプロジェクト  

電気自動車普及推進費 
(電気自動車の普及促進に向けた協議会の開催
等を実施)  

1,062 千円 

○拡 海洋エネルギー実証事業〔再掲〕 
(粟島沖における潮流事業の実証の取組を支援) 

8,000 千円    

電気自動車利用促進事業 
(電気自動車の普及促進に欠かせない充電インフ
ラの整備を支援) 

3,000 千円 

家庭用太陽光発電導入促進事業〔再掲〕 
(家庭用太陽光発電の導入促進に向けた積雪対策等
地域の実情に応じた支援を実施) 

34,400 千円 

○新 電気自動車等導入促進事業 
(低炭素社会の実現に向け、電気自動車等の購

入を支援) 
20,000 千円 

○拡 太陽光発電設備建設事業〔再掲〕 
(東部産業団地及び新潟競馬場跡地における太陽光
発電設備の建設) 

4,633,915 千円 

低炭素社会づくり推進事業 
(クレジットの活用相談会やカーボン・オフセットフ
ェスタを開催するなどカーボン・オフセットの活用
促進の取組等を実施) 

12,592 千円 

○新 県有地を活用した民間事業者による太陽光発電事業〔再掲〕 
(中条中核工業団地及びいわゆる「11 町歩」と呼ばれる
県有地で、民間事業者による太陽光発電事業の実施) 

ゼロ予算事業 

レジ袋削減県民運動推進事業 
(レジ袋削減県民運動の展開) 

833 千円 

農村地域小水力発電等導入促進事業〔再掲〕 
 (農業水利施設等を活用した小水力発電等再生可能

エネルギーの導入を促進) 
196,327 千円 

○新 データセンター向け雪冷熱システム導入モデル事業〔再掲〕  
(雪冷熱供給システムを導入したデータセンターの

適地調査を実施) 
11,000 千円 

フロンティア企業支援資金（グリーンニューディール枠）〔再掲〕
(新エネ・省エネ設備導入に必要な資金を融資) 

新規融資枠 5 億円 

等 

  
 

（２）誇るべき「ふるさとの環境」づくり  

○拡 新潟水俣病地域福祉推進事業 
(新潟水俣病福祉手当の支給、地域社会の再生・融和
に向けた取組等を推進するとともに、新潟水俣病公式
確認 50 周年を翌年に控えた中でその機運を醸成) 

304,856 千円 

○新 全国植樹祭の開催 
(平成 26 年６月１日に第 65 回全国植樹祭を開催) 

257,513 千円 
 

○新 水源地域保全広報事業 
(新潟県水源地域の保全に関する条例の目的を達成す
るため、制度周知を図り、森林の有する水源涵養機能
を保全） 

1,043 千円 

トキをプロデュース・野生復帰推進事業 
(トキの野生復帰への取組に関する環境保全ツアーや
交流拡大・野生復帰に向けた活動を支援) 

3,347 千円 
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「効率的な政府」の実現のため
「選択と集中」を一層進めます

特徴５

◆事務の効率化や県出資法人に係る派遣職員
の削減､県民ニーズに対応した職員の適正配置
など

▲39億円（▲1.5%）

※上記によってもたらされる将来30年にわたる
縮減効果は、約1,170億円

（参考）H16当初予算との比較 ▲402億円

事務の効率化による
職員の適正配置等

◆地方分権の推進のため、条例による事務処
理の特例制度により、県独自で事務・権限の移
譲を実施

H26移譲項目 26項目 延べ45市町村
※事務移譲交付金

H25：1.7億円→H26：1.7億円

○県民の皆様の利便性向上につながるもの

・NPO法人の設立認証
（H26：11市）
・精神障害者保健福祉手帳の交付
（H26：21市町村）
・農地転用の許可

（H26：18市町村）
・農用地区域内の開発行為許可
（H26：22市町村） など

市町村への事務・権限の移譲

Ｈ26の効果▲22億円

◆内部管理経費等間接経費の縮減

○再リースの積極的活用等
○更新機器や契約内容の見直し
○庁舎・各種施設の維持管理契約等の見直し
○指定管理委託料の縮減(埋蔵文化財セン
ター、新潟コンベンションセ ンター等)

◆県出資法人の見直し

○県派遣職員の引き揚げ
・（公財）新潟県中越沖地震復興基金

◆民間資金・ノウハウを活用した公共サービス
の提供

○新潟東港コンテナターミナル民営化
※H26.4～

○新潟学園のPFIによる改築・維持管理等
※H26：建築着工
※H28：施設供用開始

◆事業の重点化

○費用対効果、優先度を踏まえた事業採択の
重点化

○事業実績に基づいた精査
○役割分担の観点からの事業の見直し

「選択と集中」による効率化の推進
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平成26年度当初予算(案)　　計数資料編

・　　新　　潟　　県

平成26年2月19日

２ 計 数 に よ る 予 算 の 概 要 … … … … … … … …… …… …… … ８

（２） 歳出予算の概要 ……………………………………………… ５

（１） 歳入予算の概要 ……………………………………………… ２

１ 歳入歳出予算の概要…………………………………………… １

（参考）予算の推移等 ……………………………………………… １２

３ 特別会計予算の概要…………………………………………… １５

平成26年度当初予算(案)
（計数資料編）



1 歳入歳出予算の概要

【一般会計】 （単位：百万円）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ）－（Ｂ）

【一般会計当初予算額の推移】

　　　

885,204

33,496 (      3.8)

◆  中越大震災復興基金償還（3,000億円）を除く予算規模比較(※)　  1兆2,685億円  H25当初比＋99億円（+0.8%）

平 成 25 年 度 当 初

649,790

注）（　　）は伸び率（％）

(     24.6)

918,700

373,436

(     74.0)276,354309,850
平成25年度当初比較

  区　　　　分 予　　算　　額
左　　の　　財　　源

特　　　　定 一　　　　般

平 成 26 年 度 当 初

1,258,640

1,568,490

12,140 
12,727 

12,120 
11,768 11,834 

12,185 12,207 12,224 

13,425 

12,586 

15,685 

94.5 

104.8 

95.2 

97.1 

100.6 

103.0 

100.2 

100.1 

109.8 

93.8 
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98.2 98.9 99.3 100.0 

100.3 
99.0 

99.5 

100.5 
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100.1 

101.8 
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－1－



（１） 歳入予算の概要
【主な歳入】

・ →

増 )

・ →

減 )

→

減 )

・ →

増 )

・ →

減 )

・ →

増 )

H25当初

H25当初

（ 3.1％増）

百万円

百万円

（ 1.3％減）

（ 3.2％減）

百万円

百万円

百万円

百万円

県 税

（ 4.4％減）

百万円H25当初 226,072

277,700 百万円H25当初地 方 交 付 税

(対H25増減

352,900 百万円

（ 3.6％増） H26当初 233,170

H26当初 274,000

7,098(対H25増減

(対H25増減 3,700 百万円

百万円

341,700H26当初H25当初

地 方 譲 与 税 H25当初 36,144

県 債

国 庫 支 出 金 158,027 （16.3％増）

H26当初277,380 （ 6.7％増）

H26当初

百万円

百万円

（ 6.2％増）

（12.3％減 ）

11,482

百万円

                  （参考）普通交付税＋臨時財政対策債 (交付税財源不足に伴う代替措置)

(対H25増減

11,200

百万円(対H25増減 19,373

288,862

138,654

43,650 百万円

（ 4.1％増）

（ 20.8％増）

(対H25増減 7,506 百万円

H26当初百万円

746,462822,028

274,000

138,654

288,862

483,367

233,170

【歳入予算額の構成比】
単位：百万円
（ ）は構成比（％）

地方交付税

(17.5)

自主財源 依存財源

(47.6)(52.4)

県 税

(14.9)

諸収入

(30.8)

歳入総額

1,568,490

(100.0)

6,856  (0.4)

分担金及び負担金
25,108  (1.6)

繰入金

地方消費税清算金

52,616 (3.4)

県 債

(18.4)

国庫
支出金

(8.8) 724 (0.1)

交通安全対策
特 別 交 付 金

地方特例交付金

572 (0.0)

地方譲与税

43,650 (2.8)

使用料及び手数料
財産収入
寄附金
繰越金

12,625 (0.8)
3,096 (0.2)
5,030  (0.3)

160  (0.0)

－2－



ア →

増 )

→

→

→

→

→

→

【県税の内訳】

イ →

増 )

うち地方法人特別譲与税 (24.5％増）

核 燃 料 税 0 (0.0)

(2.0)

自動車取得税

不動産取得税

1

332

31

1,998

県 税

(0.2)

(0.0)

(0.9)

法 人 事 業 税 （20.6％増）

（ 3.3％増）法 人 県 民 税 H25当初

百万円

H25当初

H25当初

百万円

（ 2.0％増）

百万円

H25当初

10,048 百万円

　　消費税増税や経済状況の影響等により増収を見込む

地 方 譲 与 税 H25当初

(1.1)

554 (0.3)

36,144

(0.0)鉱 区 税 49

（ 20.8％増）（ 6.2％増）

38,832

　　平成２５年度収入見込額に地方財政計画の伸率及び本県配分割合を反映

百万円7,506

百万円

百万円

百万円（ 6.3％減）

（ 4.0％減）69,071 百万円

43,650

H26当初（ 9.0％増）地 方 消 費 税

そ の 他

2,576

旧法による税

（軽油引取税分）

産業廃棄物税

狩 猟 税

（ 4.5％減）

百万円38,798 （ 9.5％増）35,439

1,429

百万円

H26当初

H26当初 （ 29.9％減）

百万円

H26当初

11,153 百万円 （11.0％増）

68,635

H26当初

44,511

1,002百万円

H25当初

H25当初

百万円

4,678

(0.0)

百万円

百万円

百万円

233,170

7,098

（ 3.1％増）（ 3.6％増） H26当初

（10.3％増）40,343

226,072

(対H25増減

71,956

個 人 県 民 税 （ 2.7％増）百万円66,857

利子割県民税 H25当初

H26当初

ゴルフ場利用税

県 た ば こ 税

(対H25増減

H26当初

232,806

46,389

80,790

44,511

68,635

32,168

38,798

ア 県 税

イ 地方譲与税

目的税
364(0.2)

個人事業税

1,878 (0.8)

自動車税

(13.8)

個人
県民税

(29.4)

事業税

(19.9)

法人
事業税

(19.1)

普通税

(99.8)

軽油引取税

(10.6)

地方消費税

(16.6)

県民税

(34.6)

単位：百万円
（ ）は構成比（％）

24,806

利子割 1,002
(0.4) 法人県民税

11,153 (4.8)

県税総額

233,170

(100.0)

－3－



ウ →

減 )

 （参考）普通交付税＋臨時財政対策債 (交付税財源不足に伴う代替措置)

→

減 )

→

→

エ →

増 )

→

→

→

→

→

 ※資金手当債は行政改革推進債及び退職手当債の合計

オ →

減 )

→

→

→

→

→

百万円 （ 4.4％減）

百万円16,314 （ 1.0％増）

（ 3.8％増）

（ 9.5％減）

百万円

（増減なし）

百万円

（ 4.1％増）百万円

百万円

百万円

百万円

274,000

3,700

（ 1.3％減）百万円

（ 1.3％減）

11,200

百万円

277,700

352,900 H26当初

H25当初

（参考）地方交付税総額

288,862H26当初（ 6.7％増）

16兆 8,855

百万円

H26当初（12.5％減）

百万円

3,500

341,700

　　平成２６年度地方財政計画を踏まえて積算

H25当初

百万円

（ 3.2％減）

H26当初

(対H25増減

臨時財政対策債 H25当初

県 債 277,380

78,700

借 換 債

資 金 手 当 債 H25当初

H25当初

16,152

100,891

　　平成２６年度地方債計画に基づいて積算

百万円 （48.3％減）19,108

（皆増）百万円

（増減なし）

（皆減）百万円

6,000 百万円H26当初

42,930

百万円 6,000H26当初

百万円

(対H25増減 17,822

百万円

百万円 H26当初 288,862 百万円

25,108H26当初

H26当初

0

0

　地方交付税として補てんされていた地方財源不足額の一部に対して、交付税の代替として発行するこ
ととされた地方債です。
　その元利償還金は、後年度、基準財政需要額に算入され、全額が地方交付税で補てんされます。

（増減なし）（増減なし）

百万円

（36.4％増）

H25当初

H25当初

県 債 管 理 基 金

6,000 百万円

6,000 百万円

（皆減）

百万円0

H25当初

繰 入 金

（ 4.1％増）

　　歳出予算に対応した所要額を積み上げ積算

（41.5％減）百万円

（ 9.5％増） H26当初

(対H25増減

H26当初

（ 15.5％増）百万円

H26当初

百万円

（45.0％増）

0

百万円

116,578百万円

H26当初

H25当初

H25当初

3,500

H26当初

11,482

百万円

71,200（ 5.2％増）

84,770

特 別 交 付 税

百万円81,637H25当初

H25当初

36,930そ の 他 繰 入 金

百万円

H25当初

百万円

財 政 調 整 基 金

（皆増）

（増減なし）

H25当初

H26当初（ 0.2％増）

H25当初

地 域 振 興 基 金

H25当初（再掲）財源対策的基金

277,380 （ 6.7％増）

普 通 交 付 税

地 方 交 付 税

臨時財政対策債：

274,200

合　　計

百万円

通 常 債

H26当初

（ 4.3％減）

（ 6.1％増）

(対H25増減

1.0 ％減億円

270,500

ウ 地方交付税

エ 県 債

オ 繰 入 金

－4－



（2）歳出予算の概要

①

②

③

④

⑤

【主な歳出】

○ 事務の効率化、職員の適正配置を踏まえ調整

○ 内部経費の削減、事務事業の効率化を前提に調整

○ 施設の現況等を考慮し調整

○ 制度改正、対象者数の増減見込み等に基づき所要額を計上

○ 制度改正等情勢の変化に適合した見直しを行う中で調整

○

○

　

【特徴】

安全・安心で魅力ある新潟県づくりに邁進します

維 持 補 修 費

物 件 費

経済・雇用対策に努めるとともに、明日の新潟の飛躍につながる取組を進めていきます

誰もが健康でいきいきと暮らせる福祉・医療サービスの充実に努めます

そ の 他 行 政 経 費 「経済・雇用対策」、「選ばれる新潟県づくり」、「福祉・医療」、「安全・安心」に重
点化を図るとともに、「選択と集中」の観点から見直しを行った上で調整

扶 助 費

補 助 費

投 資 的 経 費

教育環境の整備など､選ばれる新潟県づくりを進め､人口の自然減･社会減に対応していきます

人 件 費

H25国補正対応予算と一体で全体規模を調整

「効率的な政府」の実現のため「選択と集中」を一層進めます

579,077

186,149

803,264

281,920

237,241

180,972

617,173

139,017

【歳出予算額構成比】

歳出総額

1,568,490

(100.0)

単位：百万円
( ）は構成比（％）

（注）公債費には県債
管理特別会計繰出
金分を含む。

扶助費 8,707 (0.6)

物件費 35,095 (2.2)

維持補修費 16,114 (1.0)

繰出金

40,687(2.6) 金融的経費

(8.9)

災害復旧事業費

5,177 (0.4)

補助費等

(15.1)

人件費

(18.0)

普通建設事業費

(11.5)

投資的経費

(11.9)

消費的
経費

(36.9)

その他
経費

(51.2)
公債費

(39.3)

積立金 6,087(0.4)

予備費 300 (0.0)

－5－



イ 投資的経費の概要

　　※ ［＋H25補正］：H26当初及びH25.2月補正の合計額、比率はH25当初及びH24.2月補正の合計比

● →

● →

○
→

＊ →

【水害等再度災害防止対策】

→

→

→

→

○
→

＊ →

【公共土木施設】 →

・維持補修系 →

・建   設   系 →

治山・林道・造林

百万円 （ 83.3%）

・砂防等激甚災害対策 H25当初 2,010 百万円 H26当初 1,759 百万円 （ 87.5%）

・河川災害復旧関連緊急 H25当初 630 百万円 H26当初 525

百万円 （118.1%）

・床上浸水対策 H25当初 2,730 百万円 H26当初 2,310 百万円 （ 84.6%）

災害関連事業 H25当初 11,485 百万円 H26当初 13,563

百万円 （105.9%）

一般公共事業＋交付金事業  (災害関連を除く)

H25当初 84,104 百万円 H26当初 85,702 百万円 （101.9%）

普 通 建 設 事 業 H25当初 173,938 百万円 H26当初 184,178

(2.6)

(4.1)

H25当初

百万円

教　　　　育    

・河川災害復旧助成

50,627

漁業等農林水産施設

H25当初

H25当初

県単公共事業

11,331

7,121

4,210

14,974 百万円

9,199

街路・都市公園・住宅

7,399

(5.1)

5,210

4,704

(2.9)

189,481 百万円

7,872

（105.1%）

H26当初 15,274

（人件費を含む総事業費ベース）

総 額 H25当初 180,210 百万円 H26当初

（129.1%）

百万円

H26当初

百万円 （146.6%）

百万円

11,511

54,622

［＋H25補正］

百万円 （188.6%）

（102.5%）

［＋H25補正］ 9,015

H26当初

（100.0%）

21,511

［＋H25補正］

（107.9%）

百万円10,160百万円

H25当初

百万円

H25当初

H26当初 7,301

単独事業  (交付金事業を除き、受託を含む)

H25当初

百万円

68,038

12,496

H26当初

百万円 （141.7%）

百万円

百万円

［＋H25補正］

H26当初 4,210

［＋H25補正］

（123.7%）

（158.2%）

（101.6%）

25,274

百万円

百万円

（102.0%）

百万円

百万円

85,477 

55,921 

39,574 

37,752 

40,790 

31,613 

26,255 

直轄等

単位：百万円

注1．（ ）は構成比（%）

2．内円は性質別内訳

3．外円は目的別内訳
4．人件費分を除く

【普通建設事業の内訳】

補 助

農業基盤

(16.7)

河川・海岸

ﾀﾞﾑ・砂防

(21.6)

道路

橋りょう

(19.9)

(45.4)

単 独

(33.5)

(21.1)

その他

(14.1)

ア 投資的経費の概要

総額

185,870
(100.0)

港湾・空港

24,743
(13.3)

85,477 

55,921 

39,574 

37,752 

40,790 

31,613 

26,255 

直轄等

単位：百万円

注1．（ ）は構成比（%）

2．内円は性質別内訳

3．外円は目的別内訳
4．人件費分を除く

【普通建設事業の内訳】

補 助

農業基盤

(17.5)

河川・海岸

ﾀﾞﾑ・砂防

(22.5)

道路

橋りょう

(20.8)

(47.2)

単 独

(30.9)

(21.9)

その他

(14.5)

ア 投資的経費の概要

総額

180,972
(100.0)

港湾・空港

18,050

(10.0)

－6－



●  →

● 主な大規模施設の概要（おおむね総事業費で１０億円以上）

計画年度

注 １　計画年度は、実施設計から竣工予定の年度　

２　※１は魚沼基幹病院事業会計、※２は病院事業会計

ウ 義務的経費の概要

● 義務的経費

(注)公債費には県債管理特別会計繰出分を含む。

(参考) 扶助費及び扶助費的補助費　　H25当初　77,751百万円　→　H26当初　80,038百万円（2.9％増）

【各構成比率の全国比較（普通会計）】

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

● 職員給与費 →

災 害 復 旧 事 業 H26当初H25当初

施　設　名

6,273 5,303 百万円百万円

（単位：百万円）

313,70124.1 617,173 39.3

伸　び　率

18.0

103.4

0.6

▲ 3,423

310,31857.9

40,181

43.1

907,800

構成比

0.5

予　算　額

8,707

▲ 1.2281,920

47,702

45,757

Ｈ２５　当　初 72,712 24,198135,886

区　　　　分

24,666

（   1.2％減）

280,498

277,198

合      計
一  般

236,296

財　　　　源

240,317

0.8

285,343

8,667

区　　　　分

本　　県

計

扶　　助　　費

扶　　助　　費

597,482 ▲ 15.2

0.7

全　　国
Ｈ23

303,472 ▲ 25.6

134,440

Ｈ24
全　　国

本　　県

72,335

280,498

職員手当給　　　料

Ｈ２６　当　初

H25当初

51.9

百万円

22.4

25.4

28.1

0.8

2.2

2.1

1.0

（   0.9％減）

47.5

27.6

人　　件　　費

43.6

44.2

27.5

17.2

14.1

公　　債　　費

50.7

13.4

H26-H25

平　成　２６　年　度

共 済 費

2,013H25～H33

計（義務的経費）

特  定

構成比

40

（単位：百万円）

40,902

H26当初 277,198 百万円

退職手当

（ 84.5％）

計画年度 H26当初

 魚沼基幹病院※１

施　設　名

（単位：百万円、％）

15,099

 十日町病院※２

増　減　額

H23～H29

公　　債　　費

 新潟商業高校

 新潟東区警察署（仮称）

平　成　２５　年　度

人　　件　　費

区　　　　分
予　算　額 伸　び　率

22.7

H26当初

468

81

H25～H31

H26～H28

▲ 0.9

イ 義務的経費の概要
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２　計数による予算の概要
　ア　歳入款別一覧表 （単位：千円、％）

当　　　初 構成比 当　　　初 構成比 前年比 特定財源 一般財源

県 税 226,072,000 18.0 233,170,000 14.9 103.1 233,170,000

地 方 消 費 税 清 算 金 47,009,000 3.7 52,616,000 3.4 111.9 52,616,000

地 方 譲 与 税 36,144,000 2.9 43,650,000 2.8 120.8 43,650,000

地 方 特 例 交 付 金 764,000 0.1 724,000 0.1 94.8 724,000

地 方 交 付 税 277,700,000 22.1 274,000,000 17.5 98.7 274,000,000

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

627,000 0.0 572,000 0.0 91.2 572,000

分 担 金 及 び 負 担 金 6,813,087 0.5 6,856,281 0.4 100.6 6,856,170 111

使 用 料 及 び 手 数 料 10,341,927 0.8 12,625,072 0.8 122.1 7,457,247 5,167,825

国 庫 支 出 金 158,027,418 12.6 138,654,474 8.8 87.7 136,433,655 2,220,819

財 産 収 入 2,815,488 0.2 3,096,183 0.2 110.0 864,825 2,231,358

寄 附 金 45,663 0.0 5,029,641 0.3 11,014.7 21,663 5,007,978

繰 入 金 42,929,642 3.4 25,107,563 1.6 58.5 18,558,870 6,548,693

諸 収 入 171,810,775 13.7 483,366,786 30.8 281.3 479,437,379 3,929,407

県 債 277,380,000 22.0 288,862,000 18.4 104.1 288,862,000

繰 越 金 160,000 0.0 160,000 0.0 100.0 160,000

歳 入 合 計 1,258,640,000 100.0 1,568,490,000 100.0 124.6 649,789,809 918,700,191

款　　　別
平成25年度 平成26年度
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イ　歳出款別一覧表 （単位：千円、％）

当　　　初 構成比 当　　　初 構成比 前年比 特定財源 一般財源

議 会 費 1,414,309 0.1 1,421,582 0.1 100.5 1,421,582

総 務 費 53,361,209 4.2 30,293,434 1.9 56.8 2,653,439 27,639,995

県 民 生 活 ・ 環 境 費 7,706,600 0.6 12,447,799 0.8 161.5 3,208,450 9,239,349

福 祉 保 健 費 146,196,111 11.6 146,198,641 9.3 100.0 20,208,660 125,989,981

労 働 費 8,135,579 0.7 6,630,773 0.4 81.5 5,639,277 991,496

産 業 費 137,787,190 11.0 140,808,293 9.0 102.2 130,283,952 10,524,341

農 林 水 産 業 費 76,720,679 6.1 78,905,273 5.0 102.8 38,371,170 40,534,103

土 木 費 157,381,208 12.5 164,234,724 10.5 104.4 68,941,480 95,293,244

警 察 費 49,617,420 3.9 48,943,989 3.1 98.6 4,278,461 44,665,528

教 育 費 214,945,476 17.1 216,796,814 13.8 100.9 47,224,163 169,572,651

災 害 復 旧 費 6,500,327 0.5 5,537,686 0.4 85.2 3,484,907 2,052,779

県 債 費 304,015,561 24.2 617,831,855 39.4 203.2 303,574,267 314,257,588

諸 支 出 金 94,558,331 7.5 98,139,137 6.3 103.8 21,921,583 76,217,554

予 備 費 300,000 0.0 300,000 0.0 100.0 300,000

歳 出 合 計 1,258,640,000 100.0 1,568,490,000 100.0 124.6 649,789,809 918,700,191

款　　　別
平成25年度 平成26年度
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ウ　歳出性質別一覧表 （単位：千円、％）

当　　　初 構成比 当　　　初 構成比 前年比

576,102,722 45.8 579,077,308 36.9 100.5

285,342,869 22.7 281,920,345 18.0 98.8

33,894,985 2.7 35,094,906 2.2 103.5

15,873,160 1.3 16,113,661 1.0 101.5

8,667,168 0.7 8,706,940 0.6 100.5

232,324,540 18.4 237,241,456 15.1 102.1

176,973,050 14.1 186,149,369 11.9 105.2

170,872,860 13.6 180,972,218 11.5 105.9

補 助 事 業 84,310,756 6.7 85,477,045 5.4 101.4

単 独 事 業 58,841,857 4.7 55,920,718 3.6 95.0

直 轄 事 業 負 担 金 22,482,887 1.8 25,398,550 1.6 113.0

受 託 事 業 5,237,360 0.4 14,175,905 0.9 270.7

6,100,190 0.5 5,177,151 0.4 84.9

303,471,584 24.1 617,173,243 39.3 203.4

25,063,615 2.0 6,085,982 0.4 24.3

137,839,092 10.9 139,016,832 8.9 100.9

38,889,937 3.1 40,687,266 2.6 104.6

300,000 0.0 300,000 0.0 100.0

1,258,640,000 100.0 1,568,490,000 100.0 124.6

(注)公債費には県債管理特別会計繰出分を含む。

（１）普 通 建 設 事 業

（２）災 害 復 旧 事 業

 ３　公　　　 　債　　　 　費

 ４　積　 　　　立　　 　　金

（１）人　   　件   　　費

（２）物　   　件 　  　費

（３）維  持  補  修  費

（４）扶　   　助   　　費

（５）補　　助   　費　　等

 ２　投 　資 　的 　経　 費

平成26年度

 １　消　 費 　的 　経　 費

区　　　　　　分
平成25年度

 ５　金 　融 　的 　経 　費

 ７　予　　 　　備　　 　　費 

歳　  出  　合  　計

 ６　繰　　　 　出　 　　　金
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エ　当初予算の推移 (単位：百万円、％)

対前年比 対前年比 対前年比

昭和 54 579,780 124.3 25,901 119.6 553,879 124.5

55 622,430 107.4 34,633 133.7 587,797 106.1

56 663,930 106.7 43,676 126.1 620,254 105.5

57 714,120 107.6 56,659 129.7 657,461 106.0

58 720,050 100.8 67,297 118.8 652,753 99.3

59 729,100 101.3 70,848 105.3 658,252 100.8

60 738,960 101.4 79,221 111.8 659,739 100.2

61 772,190 104.5 82,701 104.4 689,489 104.5

62 796,220 103.1 83,498 101.0 712,722 103.4

63 860,830 108.1 85,088 101.9 775,742 108.8

平成 元 890,840 103.5 82,652 97.1 808,188 104.2

2 961,750 108.0 77,967 94.3 883,783 109.4

3 1,022,840 106.4 80,554 103.3 942,286 106.6

4 1,094,800 107.0 90,806 112.7 1,003,994 106.5

5 1,121,700 102.5 91,798 101.1 1,029,902 102.6

6 1,217,200 108.5 168,157 183.2 1,049,043 101.9

7 1,194,960 98.2 91,343 54.3 1,103,617 105.2

8 1,274,150 106.6 96,700 105.9 1,177,450 106.7

9 1,260,280 98.9 106,239 109.9 1,154,041 98.0

10 1,259,950 100.0 113,314 106.7 1,146,636 99.4

11 1,350,650 107.2 121,572 107.3 1,229,078 107.2

12 1,340,300 99.2 140,808 115.8 1,199,492 97.6

13 1,342,050 100.1 160,723 114.1 1,181,327 98.5

14 1,300,320 96.9 167,446 104.2 1,132,874 95.9

15 1,284,790 98.8 208,276 124.4 1,076,514 95.0

16 1,213,960 94.5 209,820 100.7 1,004,140 93.3

17 1,272,680 104.8 248,464 118.4 1,024,216 102.0

18 1,211,950 95.2 252,055 101.4 959,895 93.7

19 1,176,780 97.1 231,272 91.8 945,508 98.5

20 1,183,420 100.6 251,853 108.9 931,567 98.5

21 1,218,470 103.0 278,243 110.5 940,227 100.9

22 1,220,710 100.2 262,491 94.3 958,219 101.9

23 1,222,370 100.1 271,131 103.3 951,239 99.3

24 1,342,510 109.8 407,688 150.4 934,822 98.3

25 1,258,640 93.8 303,472 74.4 955,168 102.2

26 1,568,490 124.6 617,173 203.4 951,317 99.6

当初予算額　① うち公債費　② 一般歳出(①－②)
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（参考）予算の推移等
【主要財源の推移】

【県税収入の推移】

注：中越大震災復興基金分・中越沖地震復興基金分を除く

2,847 2,739 2,344 2,185 2,198 2,269 2,261 2,332 

2,850 
2,876 

2,891 2,978 3,064 2,917 2,777 2,740 

1,660 1,749 2,248 
1,516 1,517 1,723 

1,580 1,387 

2,002 2,450 
2,597 

2,435 
2,607 

3,089 
2,774 2,889 

381 
249 

408 

336 
553 

248 

429 251 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

19 20 21 22 23 24 25 26

（億円）

862 857 808 763 748 794 783 808 

791 749 

454 
352 363 

399 422 464 

717 
673 

637 

617 620 
624 616 

590 

341
328

317

335 340
345 354

388

136 

132 

128 

118 127 
107 86 

82 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

19 20 21 22 23 24 25 26(年度)

19～24は決算額
25・26は当初予算額
（ ）は構成比（％）

2,739

19～24は決算額
25・26は当初予算額
（ )は構成比（％）

(18.0)
(23.1)

(23.1)

(13.5)

(16.3)

(30.2) (34.6)

(27.8)

(18.6)

(25.2)

(27.3)

(12.0)

(15.7)

(年度)

（億円）

(3.1)

(4.8)

12,317

(24.6)

(27.3)

(31.3)

(12.0)
(5.4)

2,847

(2.0)

(19.8)

(14.1)

(23.2)

(22.1)

12,388

2,344

(3.1)

(20.0)

(17.3)

(22.2)

(18.0)

(34.5)

(19.4)

(27.2)

(13.5）

(5.4)

(18.4)

(25.1)

(12.8)

(20.5)

(2.8)

13,004

2,185

(34.0)

(16.5)

(28.2)

(15.5)

(3.8)

11,869

(4.5)

(21.1)

(12.3)

(24.8)

(17.8)

12,365

(5.8)

(15.4)

(28.2)

(16.1)

(34.9)

2,198

(4.8)

2,269

12,586

(22.1)

(12.6)

(22.0)

(3.4)

12,652

(2.0)

(24.4)

(13.6)

(23.1)

(17.9)

2,261

(4.8)

(15.2)

(27.5)

(17.5)

(35.0)

そ の 他

繰 入 金

県 債

国庫支出金

地方交付税

県 税

その他の税

地方消費税

自動車関係税

・自動車税

・自動車取得税
・軽油引取税 . 

事 業 税

県 民 税

(18.4)

(21.6)

(10.9)

(22.8)

(2.0)

12,685

(34.6)

(19.9)

(25.3)

(16.6)

(3.6)

2,332

－12－



【性質別歳出予算構成比の推移】

【目的別歳出予算の構成比】

26.0 25.1 23.0 24.7 23.8 23.4 22.7 22.2 

17.2
16.4

16.4
18.5 17.9 17.9 18.4

18.7

0.7
0.7 0.7

0.8 0.8 0.7 0.7 0.7

2.5
2.4

2.4

2.7 2.9 2.6 2.7 2.7

1.4
1.1

1.3

1.7 2.0 1.8 1.3 1.3

20.1
18.6

17.3

16.1 15.5 15.6
13.6 14.3

1.3

1.6

0.3

0.3 1.2 2.6
0.5 0.4

19.2
21.4

21.3

22.3 22.1 23.3

24.1 25.0

6.8 6.8

7.0

7.2 7.0
7.2

10.9 11.0

0.5 2.5
7.0

2.0 3.5 1.8 2.0 0.5
4.3 3.4 3.3 3.7 3.3 3.1 3.1 3.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

19 20 21 22 23 24 25 26(年度)

164,235 

216,797 

317,832 

98,139 
48,944 

30,293 

146,198 

12,448 

140,808 

6,631
5,538

歳出総額
1,268,490
（100.0）

注：中越大震災復興基金分を除く

土 木 費

(13.0)

教 育 費

(17.1)

県 債 費

(25.1)

(11.5)

(1.0)

県 民 生 活 ・ 環 境 費

(11.1)

産 業 費

議会費 1,422 (0.1)
予備費 300 (0.0)

単位：百万円
（ ）は構成比（％）

(7.7)

諸 支 出 金

(3.9)

警 察 費

(2.4)

総 務 費

福祉保健費

注：公債費には県債管理特別会計繰出分を含む
注：中越大震災復興基金分・中越沖地震復興基金分を除く

19～24は決算
25・26は当初予算

繰 出 金
積 立 金

金融的経費

公 債 費

災 害 復 旧
事 業 費

普 通 建 設
事 業 費

維持補修費

物 件 費

扶 助 費

補 助 費 等

人 件 費

災害復旧費 (0.4)
労働費 (0.5)

78,905 （6.2)

農 林 水 産 業
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【目的別歳出予算構成比の推移】

【社会保障関係経費における地方消費税増税分の使途※①】

　平成２６年４月からの消費税増税に伴う地方消費税の増税分（４４億円※②）については、下表の社会保障施策に要す
る経費（一般財源９８６億円）の財源として活用します。

3.8 4.6 6.3 4.0 4.8 3.2 4.3 2.5

10.5 10.9
12.8

12.8 13.0
12.6 12.2

12.5

6.9
7.4

8.2
8.2 8.0

7.7
11.7

11.6

8.1 7.4

6.9
7.0 6.4

6.9

6.1
6.2

17.7 15.3

15.3
14.1 14.6

14.4
12.5 13.0

4.4
4.3

3.9
4.3 4.2

4.1
3.9 3.9

19.0
19.1

17.1
18.8 18.0

17.6
17.1 17.1

1.4
1.7 0.4 0.3 1.4 2.7 0.5 0.4

19.3 21.5 21.3 22.4 22.1 23.3 24.2 25.1

8.9 7.8 7.8 8.1 7.5 7.5 7.5 7.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

19 20 21 22 23 24 25 26（年度）

19～24は決算
25・26は当初予算

注：中越大震災復興基金分・中越沖地震復興基金分を除く

諸 支 出 金

県 債 費

災 害 復 旧 費

教 育 費

警 察 費

土 木 費

農 林 水 産 業 費

労 働 、 産 業 費

議 会 、 総 務 費

福 祉 保 健 費
県 民 生 活 ・ 環 境 費

特定財源 一般財源

少子化対策 子育て支援、児童福祉、母子福祉　等 ８５億円 － ８５億円

医　療 医療、国民健康保険、後期高齢者医療制度、感染症対策　等 ５１３億円 ３５億円 ４７８億円

介　護 介護保険給付　等 ３３４億円 １０億円 ３２４億円

その他
社会保障施策

生活保護、障害福祉　等 １１９億円 ２０億円 ９９億円

計 １，０５１億円 ６５億円 ９８６億円

区　分 事業内容 事業費
財源内訳

※①地方税法の規定により、地方消費税の増税分については、使途を明確にし、社会保障財源化することとされています。

※②地方消費税の増税分に地方消費税清算金収入を加え、地方消費税清算金支出や市町村への交付金等を差し引いた金額。
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３　特別会計予算の概要 （単位：千円）

県 債 管 理 133,289,533 191,304,910 35,694,690 155,610,220 県債元金償還金 120,011,000

県債元金積立金 55,267,949

県債利子償還金 15,920,032

地域づくり資金
貸 付 事 業

3,013,904 2,760,222 2,760,222 地域振興事業貸付金 1,832,900

災害救助事業 1,868,096 1,371,579 1,070,585 300,994 災害対策費 31,721

災害救助費 1,242,467

災害救助基金積立金 1,064

県債費 80,562

母子寡婦福祉
資金貸付事業

384,807 450,595 357,372 93,223 貸付金 445,664

心身障害児・者
総合施設事業

8,456 9,695 9,695 一般会計繰出金 9,684

中小企業支援
資金貸付事業

1,796,832 1,630,964 1,622,426 8,538 設備資金貸付金 600,000

設備貸与貸付金 200,000

高度化貸付金 146,604

林業振興資金
貸 付 事 業

251,962 253,519 252,353 1,166
林業・木材産業改善資金貸付
金

120,000

木材産業等高度化推進資金
貸付金

86,000

林業就業促進資金貸付金 2,100

沿岸漁業改善
資金貸付事業

81,278 81,223 80,795 428 経営等改善資金貸付金 64,000

生活改善資金貸付金 1,000

青年漁業者等養成確保資金
貸付金

15,000

県 有 林 事 業 155,600 171,631 32,369 139,262 第１次県行造林費 6,561

明治百年記念造林費 67,852

県有林事業費 1,403

実験展示林費 243

第３次県行造林費 4,448

主　　要　　内　　容会　計　名
平成26年度
当 初

財　　　源
平成25年度
当 初 特　　定

一 般 会 計
からの繰入
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３　特別会計予算の概要 （単位：千円）

主　　要　　内　　容会　計　名
平成26年度
当 初

財　　　源
平成25年度
当 初 特　　定

一 般 会 計
からの繰入

都 市 開 発
資 金 事 業

538,555 320,191 318,276 1,915 事業費 1,915

一般会計繰出金 318,276

流 域 下 水 道
事 業

13,500,610 13,286,261 11,247,675 2,038,586 新潟処理区管理費 678,147

新津処理区管理費 463,470

長岡処理区管理費 448,111

六日町処理区管理費 275,647

堀之内処理区管理費 260,942

新井郷川処理区管理費 518,313

西川処理区管理費 462,855

中越流泥処理施設管理費 234,224

公共工事費 6,213,162

県単工事費 95,056

県債費 2,769,227

港湾整備事業 4,258,126 2,923,169 2,651,377 271,792 管理費 462,428

整備費 642,000

県債費 1,743,593

合　　　計 159,147,759 214,563,959 56,097,835 158,466,124
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